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                                    ２９熊保第４６６４号 

                                    平成２９年８月１６日 

 

大阪社会保障推進協議会 

会長 井上 賢二 様 

 

                                 熊取町長 藤 原 敏 司 

                                      （公印省略） 

 

２０１７年度自治体キャラバン行動・要望書への回答について 

 

平成２９年６月２８日付けで要望のありました項目について下記のとおり回答いたします。 

 

記 

 

１１１１．．．．子子子子どもどもどもども施策施策施策施策・・・・貧困対策貧困対策貧困対策貧困対策についてについてについてについて    

    

①①①①就学援助制度就学援助制度就学援助制度就学援助制度についてはについてはについてはについては、、、、実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行いいいい、、、、実態実態実態実態にににに見合見合見合見合ったったったった金額金額金額金額にするとともににするとともににするとともににするとともに、、、、入学準備金入学準備金入学準備金入学準備金のののの

前倒前倒前倒前倒しししし支給支給支給支給（（（（２２２２月月月月３３３３月中月中月中月中））））とするとともにとするとともにとするとともにとするとともに、、、、そのそのそのその他他他他のののの支給支給支給支給についてもについてもについてもについても早早早早くすることくすることくすることくすること。。。。    

  （回答） 

     就学援助制度の支給金額については、国の補助基準と同額の支給としており、平成29 年度の

新入学学用品費の国基準額の増額についても、本町においてもこれに対応した予算を確保して支

給しているところです。  

次に、入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であ

ると考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたい

と考えています。 

 

②②②②大阪府及大阪府及大阪府及大阪府及びびびび各市各市各市各市のののの「「「「子子子子どものどものどものどもの生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査」」」」結果結果結果結果・・・・分析分析分析分析にににに鑑鑑鑑鑑みみみみ、、、、朝食支援朝食支援朝食支援朝食支援、、、、休日休日休日休日のののの食事支援食事支援食事支援食事支援にににに自自自自

治体治体治体治体としてとしてとしてとして本格的本格的本格的本格的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。学校給食学校給食学校給食学校給食はははは義務教育義務教育義務教育義務教育のののの一貫一貫一貫一貫としてとしてとしてとして無料無料無料無料としとしとしとし、、、、さらにさらにさらにさらに子子子子どものどものどものどもの食食食食

をささえるものにをささえるものにをささえるものにをささえるものに値値値値するするするする内容内容内容内容とすることとすることとすることとすること。。。。    

   （回答） 

    本町においては、住民提案型協働事業として採択され、貴会が今年度から運営されている「こ

どもレストラン」に対し、補助金を交付することを決定しており、実行委員会に出席するなど、

同レストランの運営に参画しております。 

なお、朝食支援などの食事支援の取組については、同レストランの運営状況及び事業効果を見

極めるとともに、大阪府の「子どもの生活に関する実態調査」の結果を踏まえた大阪府及び府下

市町村の動向を注視し、調査・研究を進めてまいります。 

 

③③③③学習支援学習支援学習支援学習支援・・・・無料塾無料塾無料塾無料塾についてはについてはについてはについては、、、、教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会、、、、生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課、、、、ひとりひとりひとりひとり親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等

がががが横断的横断的横断的横断的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。    

 （回答） 

     生活困窮世帯及び生活保護世帯の児童等に対する学習支援は、大阪府の委託を受けた大阪府

社会福祉協議会が実施しており、本町内では町民会館において週１回、日曜日の１０時から１

２時までの２時間を実施しております。 
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      また、実施にあたっては、町内各中学校へちらしを配付するなど、学校との連携に努めて実

施しております。 

 

④④④④ワクチンワクチンワクチンワクチン製造製造製造製造メーカーのメーカーのメーカーのメーカーの事情事情事情事情によりここによりここによりここによりここ数年数年数年数年、、、、麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンやワクチンやワクチンやワクチンや日本脳炎日本脳炎日本脳炎日本脳炎ワクチンワクチンワクチンワクチン、、、、

インフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチン不足不足不足不足がががが医療機関医療機関医療機関医療機関よりよりよりより報告報告報告報告があがっているがあがっているがあがっているがあがっている。。。。よってよってよってよって、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象者対象者対象者対象者がががが定定定定

期接種期間内期接種期間内期接種期間内期接種期間内にににに接種接種接種接種できないできないできないできない場合場合場合場合、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象対象対象対象とするようにとするようにとするようにとするように特別措置特別措置特別措置特別措置をとれないかをとれないかをとれないかをとれないか検討検討検討検討するこするこするこするこ

とととと。。。。国国国国またはまたはまたはまたは自治体自治体自治体自治体によるによるによるによる麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンワクチンワクチンワクチン接種接種接種接種などのなどのなどのなどの延長延長延長延長がされたがされたがされたがされた場合場合場合場合、、、、健康被害健康被害健康被害健康被害なななな

どどどど事故事故事故事故がががが起起起起きたきたきたきた場合場合場合場合のののの補償補償補償補償をすることをすることをすることをすること。。。。大阪府大阪府大阪府大阪府へへへへ接種率接種率接種率接種率のののの目標達成目標達成目標達成目標達成へへへへ向向向向けたけたけたけた勧奨勧奨勧奨勧奨やややや供給体制供給体制供給体制供給体制のののの確保確保確保確保

などをなどをなどをなどを含含含含めためためためた指導指導指導指導をおこなうことをおこなうことをおこなうことをおこなうこと。。。。ワクチンのワクチンのワクチンのワクチンの安定供給安定供給安定供給安定供給にににに一層一層一層一層のののの尽力尽力尽力尽力をいただくことをいただくことをいただくことをいただくこと。。。。    

   （回答） 

    麻しん・風しん混合ワクチンや日本脳炎ワクチン等の定期予防接種の実施につきましては、国

基準に基づき実施しており、町独自で定期予防接種の対象を拡大することは現時点では考えてお

りませんが、今後も引き続き国や自治体の動向を注視してまいります。 

また、国による接種期間の延長がされた場合は、国の規定に基づき、健康被害が生じた場合の

補償をおこなってまいります。 

予防接種率の向上のため、出生届出時の全数面接、乳児家庭全戸訪問事業、各種乳幼児健診、

就学前説明会、その他母子保健事業の機会をとおして、接種勧奨を引き続きおこなうとともに、

麻しん・風しんワクチン接種につきましては、国の目標値である 95％以上の接種率を維持する

ため、個別通知を今後も続けるなど、接種率の向上に努めてまいります。 

 

２２２２．．．．大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度についてについてについてについて    

    

①①①①大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度のののの一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速にににに行行行行わなわなわなわな

いことをいことをいことをいことを求求求求めることめることめることめること。。。。    

   （回答） 

    大阪府の福祉医療費助成制度については、「福祉医療費助成制度に関する研究会」で制度の維

持・継続のための見直しについて検討され、平成２８年３月には同研究会の報告書がとりまとめ

られました。 

そして、平成29 年２月大阪府議会定例会において、障がい者医療で対象となっていなかった

精神障がい者及び難病患者へも助成対象を拡充するとともに、福祉医療費助成制度を持続可能な

制度とするための再構築に係る予算を含む大阪府の当初予算が可決され、５月末に大阪府市町村

障がい者医療費助成事業費補助金交付要綱等が改正されました。 

これは、今後も高齢化の進展・医療の高度化に伴う医療費の増嵩や今回の福祉医療の再構築に

おける対象拡充により所要額が増加することが見込まれることや持続可能な制度としていく必

要があることから、対象者、給付の範囲を真に必要な方へ選択・集中することや一部自己負担額

の変更が決定されたものです。 

この制度改正により、助成の対象から外れる方には急激な負担増になるとして、当初１年の経

過措置で検討されていたものが、大阪府議会での審議を踏まえ３年とされるとともに、子育て支

援の観点から子ども医療及びひとり親医療については、一部自己負担については据え置かれたも

のです。 

本町としましても、福祉医療費助成制度を今後も維持・継続していくため、大阪府の制度改正

に準じた形で受益と負担の適正化を図るものとし、引き続き医療費助成事業を実施してまいりた

いと考えます。 
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②②②②現行制度現行制度現行制度現行制度をををを存続存続存続存続しししし、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金についてはについてはについてはについては全国自治体全国自治体全国自治体全国自治体レベルのレベルのレベルのレベルの「「「「無料制度無料制度無料制度無料制度」」」」とすることとすることとすることとすること。。。。    

 （回答） 

    一部自己負担を撤廃することで、モラルハザードが生じる可能性も指摘されているところであ

り、制度を維持・継続していくための適正な運用の観点からも現行制度を継続してまいりたいと

考えています。 

 

        ③③③③子子子子どものどものどものどもの医療費助成医療費助成医療費助成医療費助成についてはについてはについてはについては年齢年齢年齢年齢をををを18181818 歳歳歳歳までとすることまでとすることまでとすることまでとすること。。。。    

   （回答） 

     子ども医療費助成については、平成 27 年４月診療分から中学校３年生（15 歳に達した日以

降における最初の３月末日まで）まで通院医療の助成対象年齢を拡大し、これにより中学校３年

生までの子どもが、入院・通院の医療費助成の対象となりました。高校卒業までの引き上げにつ

いては、今後の子ども医療費助成の実績に基づき、この制度そのものが、持続可能なものとして

維持していくためにも、財政状況に与える影響等の研究を継続します。 

 

３３３３．．．．健診健診健診健診についてについてについてについて    

 

特定健診特定健診特定健診特定健診・がん・がん・がん・がん検診検診検診検診についてはについてはについてはについては、、、、来年度以降来年度以降来年度以降来年度以降、「、「、「、「保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度」」」」交付金交付金交付金交付金とのとのとのとの関係関係関係関係でででで非常非常非常非常にににに重重重重

要要要要となるとなるとなるとなる。。。。全国全国全国全国のののの受診率受診率受診率受診率とととと比比比比べべべべ大大大大きくきくきくきく立立立立ちちちち遅遅遅遅れているれているれているれている自治体自治体自治体自治体についてはについてはについてはについては、、、、これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの分分分分

析析析析・・・・評価評価評価評価をををを行行行行いいいい新新新新たなたなたなたな方策方策方策方策をををを進進進進めめめめることることることること。。。。    

 （回答） 

    特定健診については、現在も未受診者に対して直接、電話による受診勧奨や若年層への受診勧

奨などを積極的におこなっておりますが、今後も受診につながる効果的な実施方法の検討や、未

受診者への受診勧奨、啓発について工夫しながら、さらなる受診率の向上に努めてまいります。 

    さらに、がん検診につきましても、受診率向上のために、各種セット検診の実施、個別の受診

勧奨・再勧奨、乳がん・子宮頸がん検診の初診年齢へのクーポン券送付などを行うとともに、今

年度（２９年度）は「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しており、この調査結果をも

とにこれまでの取り組みの評価と今後の取り組みについての検討を行っていくこととしていま

す。 

 

４４４４．．．．介護保険介護保険介護保険介護保険、、、、高齢者施策高齢者施策高齢者施策高齢者施策についてについてについてについて    

    

①①①①利用者利用者利用者利用者のサービスのサービスのサービスのサービス選択権選択権選択権選択権をををを保障保障保障保障しししし、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型サービスについてサービスについてサービスについてサービスについて、、、、継続継続継続継続・・・・新規新規新規新規にににに

関関関関わらずすべてのわらずすべてのわらずすべてのわらずすべての要支援認定者要支援認定者要支援認定者要支援認定者がががが「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護・・・・介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護」」」」相当相当相当相当のサービスをのサービスをのサービスをのサービスを利用利用利用利用

できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること。。。。またまたまたまた、、、、新規新規新規新規・・・・更新者更新者更新者更新者ともともともとも要介護要介護要介護要介護（（（（要支援要支援要支援要支援））））認定認定認定認定をををを勧奨勧奨勧奨勧奨しししし、、、、認定申請認定申請認定申請認定申請をををを抑制抑制抑制抑制

しないことしないことしないことしないこと。。。。    

（回答） 

   本町における総合事業の訪問型・通所型サービスについては、平成２９年４月より現行相当の

介護予防訪問介護・介護予防通所介護サービスに加え、緩和した基準の訪問介護・通所介護サー

ビス及び短期集中予防の訪問介護・通所介護サービスを創設しスタートしています。 

総合事業のサービス利用に関して、要支援認定者で認定を更新する場合、訪問介護及び通所介

護のみを引き続き利用する際は、「基本チェックリスト」の実施後に地域包括支援センター等に

よるケアプランを作成し、利用者それぞれの状態に応じた、サービス利用に繋げています。 

なお、総合事業実施後も、新規・更新ともに本人の意向を尊重していくため、希望される場合
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は、要介護認定申請に対応します。 

 

②②②②介護従事者介護従事者介護従事者介護従事者のののの処遇処遇処遇処遇をををを維持維持維持維持・・・・改善改善改善改善しししし、、、、事業者事業者事業者事業者のののの経営経営経営経営をををを安定安定安定安定させるためさせるためさせるためさせるため、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型

サービスのサービスのサービスのサービスの単価単価単価単価についてはについてはについてはについては、、、、従来従来従来従来のののの額額額額をををを保証保証保証保証しししし、「、「、「、「出来高制出来高制出来高制出来高制」」」」等等等等によるによるによるによる自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの切切切切りりりり下下下下げをげをげをげを行行行行わわわわ

ないことないことないことないこと。。。。    

   （回答） 

    総合事業の訪問型、通所型サービスの単価については、国の定める額を上限として、市町村で

個別に設定出来ることとなっています。 

それを受け、本町を含め高石市以南８市４町においては、利用者がこれまで以上にサービスの

利用がしやすくなるよう利用回数に応じた出来高払いを採用しております。 

単価については、国の示す単価の上限を採用しており、介護事業者のご理解とご協力のもと、

介護サービスの提供をしております。 

 

③③③③介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用者利用者利用者利用者のののの負担負担負担負担をををを軽減軽減軽減軽減するためするためするためするため、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者についてについてについてについて無料無料無料無料となるようとなるようとなるようとなるよう、、、、自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの利利利利

用料減免制度用料減免制度用料減免制度用料減免制度をつくることをつくることをつくることをつくること。。。。介護保険法介護保険法介護保険法介護保険法改定改定改定改定によってによってによってによって導入導入導入導入されたされたされたされた「「「「３３３３割負担割負担割負担割負担」」」」についてはについてはについてはについては、、、、国国国国にににに実実実実

施中止施中止施中止施中止をををを働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに、、、、２２２２割負担者割負担者割負担者割負担者についてについてについてについて自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

   （回答） 

    町独自に利用料の減免を実施することは、その減免分を他の被保険者の保険料で賄うこととな

り、結果として保険料を引き上げることとなることから、減免制度の創設は考えておりません。 

国の制度改正により、平成３０年８月から導入される予定の「３割負担」については、介護保

険の持続可能性を高める為、現役世代に過度の負担をかけることなく、世代内・世代間の負担の

公平及び負担能力に応じた負担を求める観点から行なわれるものとなっていますのでご理解、ご

協力をお願いします。 

また、２割負担者についても、同趣旨によるものでございますので、町独自の軽減措置は考え

ておりません。 

 

④④④④介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料についてについてについてについて、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者にににに対対対対するするするする公費公費公費公費によるによるによるによる軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置のののの実施実施実施実施をををを国国国国にににに働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに自自自自

治体独自治体独自治体独自治体独自でででで第第第第１１１１～～～～第第第第３３３３所得段階所得段階所得段階所得段階のののの保険料保険料保険料保険料のののの軽減軽減軽減軽減をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。年収年収年収年収１５０１５０１５０１５０万以下万以下万以下万以下のののの人人人人のののの介護保険介護保険介護保険介護保険

料料料料をををを免除免除免除免除するするするする独自減免制度独自減免制度独自減免制度独自減免制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

   （回答） 

    低所得者に対する公費による保険料の軽減措置の実施については、平成２７年４月から第１段

階の保険料を軽減しています。 

今後、消費税率が引き上げられた際に、第２～３段階の保険料の軽減についても実施される予

定となっていることから、本町独自の減免を実施することは考えておりません。 

また、低所得者に対する保険料の独自減免については、既に実施しております。 

 

⑤⑤⑤⑤いわゆるいわゆるいわゆるいわゆる「「「「自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域ケアケアケアケア会議会議会議会議」」」」などなどなどなど、、、、介護介護介護介護サービスからのサービスからのサービスからのサービスからの「「「「卒業卒業卒業卒業」」」」をををを迫迫迫迫りりりり、、、、ケアマネジメケアマネジメケアマネジメケアマネジメ

ントにントにントにントに対対対対するするするする統制統制統制統制をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを作作作作らないことらないことらないことらないこと。。。。    

   （回答） 

  介護予防ケアマネジメントは、本人の「したい、できるようになりたい」ことの実現に向けた

支援であり、ケアマネジメントの統制を目的としていません。 

本町における「自立支援型地域ケア会議」としては、短期集中予防の訪問介護・通所介護サー

ビス利用者を対象に、理学療法士や言語聴覚士、薬剤師、ケアマネジャー等の専門職の方々によ

るアセスメント会議（地域ケア会議）を実施しています。 

このアセスメント会議は、本人の目標を達成するために利用者のサービス開始前とサービス終
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了時の心身状態や生活状況を把握し、心身機能の状況、本人の意向からサービス終了後に継続し

て社会参加を促す取組や運動継続を促すアドバイスを行っています。 

 

        ⑥⑥⑥⑥第第第第７７７７期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画のののの検討検討検討検討にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、実態実態実態実態をををを無視無視無視無視したしたしたした「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標」「」「」「」「給給給給

付抑制目標付抑制目標付抑制目標付抑制目標」」」」等等等等はははは盛盛盛盛りりりり込込込込まずまずまずまず、、、、必要必要必要必要なななな介護介護介護介護サービスがサービスがサービスがサービスが受受受受けられるけられるけられるけられる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。またまたまたまた、、、、介護介護介護介護保険保険保険保険

料料料料についてはについてはについてはについては公費投入公費投入公費投入公費投入によってによってによってによって引引引引きききき下下下下げをはかるげをはかるげをはかるげをはかる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。なおなおなおなお、、、、国国国国にににに対対対対しししし「「「「評価指標評価指標評価指標評価指標にににに基基基基

づくづくづくづく財政的財政的財政的財政的インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ」（」（」（」（ディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブを含含含含むむむむ））））についてはについてはについてはについては実施実施実施実施しないようしないようしないようしないよう求求求求めることめることめることめること。。。。    

  （回答） 

    「介護予防・重度化防止」は、介護保険制度の理念となっており、保険者として重点的に取り組

むべきものとなっており、目標を定め積極的に取り組むことは大変重要なことと考えております。 

    ７期計画においては、国からも計画策定の基本指針の１つとして示されていることから、本町に

おいても地域の状況、利用者の実態等を把握し、それに即した「介護予防・重度化防止目標」を設

定する予定です。 

     また、介護サービスの利用についても、介護保険法において、「被保険者の要介護状態等に関し、

必要な保険給付を行なうものとする。」と規定されており、保険者として、介護が必要なときに必

要なサービスを提供できるようにと考えております。 

    介護保険料の公費投入による引き下げは、平成２７年４月から低所得者の第１段階の方の保険料

を国１／２、府１／４、町１／４とそれぞれ負担し、軽減を行なっております。 

    こうした制度化された仕組み以外の公費投入については、被保険者間の公平制の確保や、健全な

介護保険財政の運営と財政規律の保持の観点から、行なう予定はありません。 

    「評価指標に基づく財政的インセンティブ」（ディスインセンティブを含む）の実施については、

現在、具体的な内容が示されておりませんが、評価指標の設定にあたっては、本町としても、被保

険者が、可能な限り住み慣れた地域で自身の能力に応じた自立した日常生活を営むことが出来るよ

う目標を持って取り組むことは重要であると考えております。     

 

        ⑦⑦⑦⑦高齢者高齢者高齢者高齢者のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防のののの実態調査実態調査実態調査実態調査をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。高齢者宅高齢者宅高齢者宅高齢者宅をををを毎日訪問毎日訪問毎日訪問毎日訪問しししし熱中症熱中症熱中症熱中症にならないにならないにならないにならない対策対策対策対策（（（（クククク

ーラーをーラーをーラーをーラーを動動動動かすなどかすなどかすなどかすなど））））ができるようにができるようにができるようにができるように、、、、社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会、、、、事業者事業者事業者事業者、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯなどによびかけなどによびかけなどによびかけなどによびかけ小学校単小学校単小学校単小学校単

位位位位（（（（地域包括地域包括地域包括地域包括ケアのケアのケアのケアの単位単位単位単位））））でででで見守見守見守見守りネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなど、、、、具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策をををを実行実行実行実行することすることすることすること。。。。介護保介護保介護保介護保

険険険険のののの給付限度額給付限度額給付限度額給付限度額のののの関係関係関係関係でででで、、、、町町町町のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防シェルターシェルターシェルターシェルター（（（（開放公共施設開放公共施設開放公共施設開放公共施設））））へへへへ介助介助介助介助をををを得得得得てててて避難避難避難避難することすることすることすること

がががが困難困難困難困難なケースへのなケースへのなケースへのなケースへの対策対策対策対策をををを各自治体各自治体各自治体各自治体がががが立立立立てることてることてることてること。。。。低額低額低額低額なななな年金生活者年金生活者年金生活者年金生活者やややや生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者のののの中中中中ではではではでは、、、、

高齢者高齢者高齢者高齢者がががが「「「「経済的経済的経済的経済的なななな理由理由理由理由」」」」でクーラーでクーラーでクーラーでクーラー設置設置設置設置をあきらめたりをあきらめたりをあきらめたりをあきらめたり、、、、設置設置設置設置していてもしていてもしていてもしていても利利利利用用用用をををを控控控控えざるをえざるをえざるをえざるを得得得得なななな

いいいい状況状況状況状況がありがありがありがあり、「、「、「、「貸付制度貸付制度貸付制度貸付制度のののの利用利用利用利用」」」」でなくクーラーでなくクーラーでなくクーラーでなくクーラー導入費用導入費用導入費用導入費用やややや電気料金電気料金電気料金電気料金にににに対対対対するするするする補助制度補助制度補助制度補助制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

  （回答） 

  独居高齢者については、必要に応じ定期的に地域包括支援センターから訪問等を行っており、ま

た緊急通報装置の活用についても周知しています。 

熱中症予防については、広報、ホームページのほか、介護事業者や長生会、自治会を通じ、機会

をとらえて普及啓発を継続して行っていきます。 

熱中症予防に限らず、地域での見守り体制の構築は重要であり、住民の方々をはじめ、関係機関

とともに努めてまいります。 

    

５５５５．．．．障害者施策障害者施策障害者施策障害者施策についてについてについてについて    

    

        ①①①①４０４０４０４０歳以上歳以上歳以上歳以上のののの特定疾患特定疾患特定疾患特定疾患・・・・６５６５６５６５歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者についてについてについてについて、「、「、「、「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに

支援支援支援支援するためのするためのするためのするための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度とのとのとのとの適用関係適用関係適用関係適用関係についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成 19191919 年年年年３３３３月月月月
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28282828 日障企発第日障企発第日障企発第日障企発第 0328002032800203280020328002 号号号号・・・・障障発第障障発第障障発第障障発第 0328002032800203280020328002 号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長・・・・

障障障障がいがいがいがい福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知））））ならびにならびにならびにならびに事務連絡事務連絡事務連絡事務連絡「「「「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援するするするする

ためのためのためのための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険介護保険介護保険介護保険制度制度制度制度のののの適用関係等適用関係等適用関係等適用関係等にににに係係係係るるるる留意事項等留意事項等留意事項等留意事項等についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成27272727

年年年年２２２２月月月月 18181818 日日日日））））をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、一律一律一律一律にににに介護保険利用介護保険利用介護保険利用介護保険利用のののの優先優先優先優先をををを利用者利用者利用者利用者にににに求求求求めるのではなくめるのではなくめるのではなくめるのではなく、、、、本人本人本人本人のののの意向意向意向意向をををを尊尊尊尊

重重重重したしたしたした柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。そのためにそのためにそのためにそのために、、、、当該障害者当該障害者当該障害者当該障害者がががが６５６５６５６５歳歳歳歳にににに到達到達到達到達するするするする前前前前にににに、、、、本人本人本人本人からからからから６５６５６５６５歳歳歳歳

到達後到達後到達後到達後のののの福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービス等等等等のののの利用意向利用意向利用意向利用意向をををを高齢高齢高齢高齢・・・・障害障害障害障害それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの担当職員担当職員担当職員担当職員がががが聞聞聞聞きききき取取取取りりりり、、、、本人本人本人本人のののの願願願願いにいにいにいに沿沿沿沿

ったったったった支援支援支援支援がががが提供提供提供提供されるようされるようされるようされるよう、、、、ケアプランケアプランケアプランケアプラン作成事業所作成事業所作成事業所作成事業所とととと十分十分十分十分にににに調整調整調整調整をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

 （回答） 

  ６５歳以上の障がい者や４０歳以上の特定疾患の障がい者は、原則として介護保険サービスへ移行

していだだくこととなりますが、本町では、個別の状況等をお聞きした上で、介護保険だけではサー

ビスが不足する方や、利用を希望するサービスが介護保険には相当するサービスがない場合、必要に

応じて障がい福祉サービスでの支給決定を行っています。今後も個々の実情を把握したうえで、厚生

労働省通知を踏まえ、適切な運用に努めてまいります。 

 

        ②②②②前述前述前述前述のののの調整調整調整調整にもかかわらにもかかわらにもかかわらにもかかわらずずずず、、、、本人本人本人本人がががが納得納得納得納得せずにせずにせずにせずに介護保険介護保険介護保険介護保険のののの利用申請手続利用申請手続利用申請手続利用申請手続きをきをきをきを行行行行わないわないわないわない場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てもてもてもても、、、、一一一一方的機械的方的機械的方的機械的方的機械的にににに障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを打打打打ちちちち切切切切ることなくることなくることなくることなく、、、、引引引引きききき続続続続きききき本人本人本人本人のののの納得納得納得納得をををを得得得得られるケアプられるケアプられるケアプられるケアプ

ランのランのランのランの作成作成作成作成にににに努努努努めることめることめることめること。。。。    

 （回答） 

   これまでも、障がい福祉サービスを利用されている方が６５歳になられる場合には、制度の趣旨説

明を行い、介護認定を受けていただくよう、ご案内をしております。今後も制度の趣旨をご理解いた

だけるよう、丁寧な説明を行ってまいります。 

 

    ③③③③障害者障害者障害者障害者のののの福祉福祉福祉福祉サービスとサービスとサービスとサービスと介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用利用利用利用はははは原則無料原則無料原則無料原則無料としとしとしとし、、、、少少少少なくともなくともなくともなくとも市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯のののの

利用負担利用負担利用負担利用負担はなくすことはなくすことはなくすことはなくすこと。。。。    

 （回答） 

  障がい福祉サービスの利用者負担は、所得に応じて負担上限月額が設定されております。 

なお、すでに市町村民税非課税世帯の負担上限月額は０円と設定されています。 

また、介護保険サービスの利用者負担については、所得に応じて、１割又は２割の負担をいただい

ております。 

そのため、障がい者の方の介護サービスの利用料のみを無料とすることは、他の介護サービス利用

者との公平性を欠くことから、考えておりません。 

   なお、市町村民税非世帯に属する被保険者に対しては、高額介護サービス費及び高額医療介護合算

サービス費の負担上限額が低くなっているほか、施設サービス利用時の食費・居住費を軽減する特定

入所者介護サービス費の給付制度があります。 

 

    ④④④④障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを継続継続継続継続してしてしてして受受受受けてきたがけてきたがけてきたがけてきたが方方方方がががが、、、、要介護認定要介護認定要介護認定要介護認定でででで要支援要支援要支援要支援１１１１、、、、２２２２となったとなったとなったとなった場合場合場合場合のののの総合総合総合総合

事業事業事業事業におけるにおけるにおけるにおける実施実施実施実施にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、障害者障害者障害者障害者にににに理解理解理解理解のあるのあるのあるのある有資格者有資格者有資格者有資格者がががが派遣派遣派遣派遣されるようにすることされるようにすることされるようにすることされるようにすること。。。。    

 （回答） 

本町においては、平成２９年４月から要支援１、２の方及び基本チェックリストにより事業対象者

となった方で訪問介護及び通所介護の利用を希望する方については、地域包括支援センター等が作成

するケアプランに基づき、一人ひとりの心身の状態に応じ、現行のサービスあるいは緩和した基準に

よるサービスの利用を勧めています。 

介護保険法の一部改正により、介護保険と障がい福祉制度に新たに共生型サービスが位置づけられ

ており、連携し対応に努めてまいります。 

    ⑤⑤⑤⑤2017201720172017 年年年年４４４４月診療分月診療分月診療分月診療分よりよりよりより見直見直見直見直されるされるされるされる重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度においてにおいてにおいてにおいて、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、
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利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速におこなわないことにおこなわないことにおこなわないことにおこなわないこと。。。。    

 （回答） 

   制度を維持・継続していくための一部自己負担の変更であり、大阪府の補助金交付要綱に準じて助

成制度を実施してまいりたいと考えています。 

 

６６６６．．．．独自独自独自独自要望要望要望要望についてについてについてについて    

 

1111．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが特定健診特定健診特定健診特定健診にににに心電図心電図心電図心電図をををを入入入入れることをれることをれることをれることを要望要望要望要望しますしますしますします。（。（。（。（泉州泉州泉州泉州のののの３３３３市市市市２２２２町町町町、、、、府下過半数府下過半数府下過半数府下過半数のののの市町村市町村市町村市町村

がががが実施実施実施実施））））    

 （回答） 

   本町の特定健診では、国の規定通り、心電図は「医師が必要とした場合」に実施しています。町

独自の対応としましては、特定保健指導対象者への初回面接時に心電図の導入や特定健診の診察項

目に脈診を追加する対応を行っております。 

また、特定健診の項目は、国において平成30 年度～35 年度の第三期特定健診・特定保健指導に

向けた見直しが行われており、現時点の案では、心電図検査も血圧や症状等によっては対象となる

など、対象者の幅が大きく広がる方向性が示されております。 

本町においても今年度は、「データヘルス計画」策定の年にあたり、各種データの分析を行い、

国の動向を注視していくなかで、心電図の対象者についても検討して参ります。 

 

2222．（．（．（．（1111））））少人数学級少人数学級少人数学級少人数学級をををを他学年他学年他学年他学年にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること（（（（泉佐野市泉佐野市泉佐野市泉佐野市がががが、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ28282828 年度年度年度年度にはにはにはには２２２２年生年生年生年生にににに、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ29292929 年度年度年度年度にはにはにはには

全学年全学年全学年全学年にもにもにもにも拡充拡充拡充拡充））））        

   （回答） 

   ３５人学級編制につきましては、「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定

数の標準に関する法律」により小学１年生対象に実施することが規定されておりま

す。また、小学２年生につきましては、府費で大阪府下の全公立小学校において実

施されております。 

本町におきましては、小学１・２年生の３５人学級の実施とともに、大阪府から

小・中学校８校に加配されている１６名の少人数担当の教職員を有効に活用し小・

中学校における「少人数・習熟度別指導」を実施しております。 個に応じた学習を

展開するため、小学校３年生から算数等において少人数・習熟度別指導を行っており、指導方法の

工夫・改善に取り組んでいるところでございます。 

また、それに加えて小中学校８校に学習支援ボランティアを９７人（H28実績）

配置し、授業への入り込みや学習補助を行い、児童一人一人に対してきめ細やかな

授業が行えるよう配慮しております。 

このようなことから、本町といたしましては、現在のところ、町独自での３５

人学級の実施は検討しておりません。今後、国の動向を注視するとともに、現在

の制度の中で、学校教育のより一層の充実に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 

（（（（2222））））教室教室教室教室へのエアコンへのエアコンへのエアコンへのエアコン（（（（冷暖房冷暖房冷暖房冷暖房））））をををを中学生中学生中学生中学生だけでなくだけでなくだけでなくだけでなく、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度にはにはにはには小学校小学校小学校小学校にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること、、、、

またまたまたまた全全全全てのトイレをてのトイレをてのトイレをてのトイレを洋式洋式洋式洋式にににに変更変更変更変更することすることすることすること（（（（トイレのトイレのトイレのトイレの洋式化率洋式化率洋式化率洋式化率はははは泉州最低泉州最低泉州最低泉州最低））））    

 （回答） 
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    小中学校へのエアコン整備つきましては、計画的に進めているところであり、まずは中学校へ

の整備を先行して進めており、平成２８年度において、中学校３年生の支援教室を含む普通教室

への整備を完了し、平成２９年度は中学校１年生及び２年生の普通教室及び特別教室への整備を

１２月中の稼働に向けて整備を進めているところであり、これをもって中学校への整備を完了し

ます。 

小学校へのエアコンの整備ついては、国の学校施設環境改善交付金の採択を受けることを前提

に、平成３０年度から整備を開始したいと考えております。 

また、トイレの洋式化については、基本的には、今後実施していく大規模修繕工事等に合わせ

て実施していきたいと考えています。 

 

3333．．．．（（（（1111））））今年度中今年度中今年度中今年度中にににに大阪大阪大阪大阪こどもこどもこどもこども生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査のののの項目項目項目項目にににに準拠準拠準拠準拠したしたしたした生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査（（（（例例例例えばえばえばえば、、、、毎日朝食毎日朝食毎日朝食毎日朝食をををを食食食食

べるかべるかべるかべるか、、、、学校学校学校学校のないのないのないのない日日日日にににに昼食昼食昼食昼食をををを毎日毎日毎日毎日たべるかたべるかたべるかたべるか、、、、毎日夕食毎日夕食毎日夕食毎日夕食をををを食食食食べているかべているかべているかべているか、、、、そのそのそのその他他他他））））をををを実施実施実施実施しししし、、、、公表公表公表公表

することすることすることすること、、、、そしてそしてそしてそして、、、、町町町町のののの課題課題課題課題とととと目標目標目標目標をををを年度内年度内年度内年度内にににに具体化具体化具体化具体化することすることすることすること    

（回答） 

  子どもの貧困問題の克服に向けた取り組みを統括する担当部署は、「熊取町子ども・子育て

支援計画」の総括をはじめ、保育所、小中学校など各現場における児童や家庭の問題への対応

時に関係機関とのコーディネートを行う健康福祉部子育て支援課が担っております。 

生活実態調査については、大阪府が実施しました「子どもの生活に関する実態調査」の結果

並びに当該結果を踏まえた大阪府及び府下市町村の動向を注視していくものの、本町におきま

しては、妊娠届出その他各健診時における情報や、保育所、小中学校等の各現場において、子

ども・保護者から出されるサイン・相談等を丁寧に分析することにより、貧困を含め、同調査

より詳細な実態を把握しており、支援が必要なケースについては、母子保健分野、保育所等を

所管する健康福祉部と、小中学校を所管する教育委員会が連携して適切な対応を行っているこ

とから、別途調査は行わず、現在の取組を推進していきたいと考えております。 

また、子どもの貧困問題における当面の課題と目標については、上記の大阪府等の動向を注

視し、適切に対応していくとともに、今後も、引き続き「熊取町子ども・子育て支援計画」に

掲載の施策を着実に推進することと捉え、支援が必要な児童や保護者に寄り添い、ケースごと

に適切な支援をきめ細かく継続的に行ってまいります。 

また、本町では、「第２次健康くまとり２１（健康増進計画・食育推進計画）」（計画年度：

平成２６年度～３０年度）に基づき、子どもの健康や食育推進に取り組んでおります。 

今年度（２９年度）は、次期計画策定に向けて、現計画の取り組みの評価と次期計画におけ

る目標設定を目的とした「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しております。 

調査の中では、子どもの食生活の状況や運動、生活習慣に関する質問項目がありますので、

その回答結果をもとに課題の整理と今後の目標設定を次期計画策定とともに行ってまいりた

いと考えます。 

 

            （（（（2222））））就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給基準支給基準支給基準支給基準をををを生活保護基準生活保護基準生活保護基準生活保護基準（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ26262626 年度旧基準年度旧基準年度旧基準年度旧基準））））のののの 1.11.11.11.1 倍倍倍倍からからからから 1.31.31.31.3 倍倍倍倍（（（（府下府下府下府下のののの平均平均平均平均））））

にひきあげることにひきあげることにひきあげることにひきあげること、、、、③③③③就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給日支給日支給日支給日をををを新入生新入生新入生新入生にはにはにはには入学前入学前入学前入学前（（（（3/13/13/13/1 頃頃頃頃））））にににに、、、、そしてそしてそしてそして全体全体全体全体のののの支支支支

給日給日給日給日をををを１１１１学期末学期末学期末学期末（（（（7/207/207/207/20 頃頃頃頃））））ではなくではなくではなくではなく、、、、平成平成平成平成 27272727 年年年年９９９９月議会月議会月議会月議会でででで採択採択採択採択されたされたされたされた請願請願請願請願のとおりのとおりのとおりのとおり、、、、新学期新学期新学期新学期

がががが始始始始まるまるまるまる前前前前（（（（4/14/14/14/1 頃頃頃頃））））にににに支給支給支給支給することすることすることすること    

    （回答） 

      就学援助費の認定基準額については、本町においては、要保護者及び前年中の所得が生活扶

助基準の１．１倍未満の世帯を対象としています。 

なお、この生活扶助基準については、国において、平成２５年８月に、就学援助費支給認定
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の際に根拠とする生活扶助基準の見直しがなされたところですが、これにより支給対象外とな

らないよう平成２６年度以降の就学援助費については、改正前の生活扶助基準により認定を行

っています。 

近隣市町（岸和田市以南５市３町）においては、本町の設定額が最も高いレベル、支給対象

者の範囲が最も広いレベルとなっているところであり、年々増加する援助費にかかる財源確保

が困難となっている状況の中でありますが、当面この水準を維持する努力をしていきたいと考

えています。 

入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であると

考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたいと

考えています。 

次に、就学援助費の全体の支給日については、近隣市町の中ではもっと早い７月下旬に支給

しています。 

この支給時期を早めることについては、課税決定前の確定申告書の写しやその他の所得に関

する資料を提出いただくしかなく、認定事務に際しては、間違いや漏れのないように進めるこ

と、また、一旦支給した援助費の返還が発生することのないように事務を進めていくことが大

切だと考えており、現状の７月中の支給を目標に事務を進めることが最善と考えます。 

 

            （（（（3333））））多子世帯多子世帯多子世帯多子世帯のののの給食費給食費給食費給食費についてについてについてについて、、、、第第第第２２２２子子子子はははは半額半額半額半額にににに、、、、第第第第３３３３子以降子以降子以降子以降はははは無償化無償化無償化無償化することすることすることすること    

    （回答） 

      給食の食材費については、学校給食法に基づき、保護者負担となっているところですが、 

経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対しましては、食材費の全額を就学援助

費として支給を行っているところです。 

      要望の第２子及び第３子以降の無償化ですが、年々増加する援助費にかかる財源確保が困難

になってきている状況の中で、援助の対象を就学援助費の対象世帯以外への援助まで拡げるこ

とは現在のところ考えておりません。 

 

            （（（（4444））））教科書以外教科書以外教科書以外教科書以外のののの学用品学用品学用品学用品についてはについてはについてはについては、、、、画一的義務的画一的義務的画一的義務的画一的義務的なななな購入購入購入購入をををを求求求求めるめるめるめる「「「「制定品制定品制定品制定品」」」」をやめをやめをやめをやめ、、、、安安安安くてくてくてくて良良良良

いいいい類似品類似品類似品類似品をををを各保護者各保護者各保護者各保護者がががが自由自由自由自由にににに選択選択選択選択できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること    

    （回答） 

      学用品につきましては、各学校において、類似品を自由に選択できるようにしております。 

 

        4444．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町にににに「「「「社会福祉法社会福祉法社会福祉法社会福祉法（（（（昭和昭和昭和昭和26262626 年法律第年法律第年法律第年法律第45454545 号号号号））））第第第第 14141414 条第条第条第条第３３３３項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより福祉福祉福祉福祉にににに関関関関するするするする事務事務事務事務

所所所所（（（（医科医科医科医科「「「「福祉事務所福祉事務所福祉事務所福祉事務所」」」」というというというという。）。）。）。）をををを設置設置設置設置するするするする。」。」。」。」ことのことのことのことの可否可否可否可否についてについてについてについて、、、、町民町民町民町民にとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットと

デメリットデメリットデメリットデメリット等等等等のののの様々様々様々様々なななな事項事項事項事項をををを調査調査調査調査・・・・検討検討検討検討しししし、、、、説明説明説明説明することすることすることすること。。。。    

 （回答） 

      福祉事務所につきましては、社会福祉法により都道府県及び市には設置が義務づけられ、

町村は任意で設置することができるとされています。 

本町における福祉事務所の所掌事務につきましては、大阪府である岸和田子ども家庭セン

ターにおいて執行されているところです。 

本町に福祉事務所を設置した場合には、進達経由事務が直接処理できるようになりますが、

福祉事務所の事務を遂行させるためには、法定基準による専門職の配置増員が必要となり、

一定の生活保護扶助費の国庫負担金や普通地方交付税の基準財政需用額に算入はされるもの

の、新たな経費も発生することとなります。 

住民の皆さまによりていねいに福祉サービスが提供できるように、平成28 年10 月からＣ

ＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）を１名増員するとともに、生活困窮者の相談窓口
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を本町役場の本館１階において週２回開設するなど、現在も行っている岸和田子ども家庭セ

ンターとの連携をより密にし、身近な所において直接福祉サービスの提供ができる連携体制

も整えているところです。 

以上のことから、本町における福祉事務所の設置につきましては、現段階におきましては想

定しておりません。ご理解をいただきますようお願いします。 

 

        5555．．．．大阪府大阪府大阪府大阪府はははは、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度からのからのからのからの国保国保国保国保のののの広域化広域化広域化広域化にあたってにあたってにあたってにあたって、、、、府民府民府民府民にににに説明責任説明責任説明責任説明責任をををを果果果果たしていませんたしていませんたしていませんたしていません。。。。町町町町

がががが、、、、大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式のののの一方的一方的一方的一方的なななな実施実施実施実施にににに反対反対反対反対するするするする大多数大多数大多数大多数のののの市町村市町村市町村市町村とととと足並足並足並足並みをみをみをみを揃揃揃揃ええええ、、、、住民住民住民住民

のののの福祉福祉福祉福祉とととと自治自治自治自治のののの順守順守順守順守をををを求求求求めることめることめることめること    

    （回答） 

     平成30 年度からの国保の広域化により大阪府が財政運営を担うことで、高額な新薬の承認

や感染症の発生などにより、想定以上に医療費が伸びるなどのリスクを大阪府全体で吸収し、

翌年度以降の急激な保険料率への影響を回避し、安定的な財政運営が図れるものです。 

また、同じ府内で同じ医療を受けても、居住する市町村によって保険料が異なるという現状

に対して、その負担の公平性を確保するためにも、統一の保険料率が設定されることとなって

います。 

現在、大阪府においても都道府県化に向けて、大阪府広域化調整会議等で協議、検討されて

いるところですので、その進捗状況や大阪府国民健康保険運営協議会での審議の経過、府内市

町村の動向に注視するとともに、具体的な内容が示されましたら適切に対応してまいりたいと

考えております。 

 

        6666．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券（（（（泉州泉州泉州泉州））））のののの医療資源医療資源医療資源医療資源（（（（大規模病院大規模病院大規模病院大規模病院やややや医師医師医師医師、、、、看護師看護師看護師看護師））））のののの不足不足不足不足のののの抜本的抜本的抜本的抜本的なななな

拡充拡充拡充拡充をををを早急早急早急早急にににに実現実現実現実現するようするようするようするよう大阪府大阪府大阪府大阪府とととと国国国国にににに要請要請要請要請することすることすることすること        

    （回答） 

     本町では、現在、広域医療対策として、泉州医療圏二次救急医療対策事業（高石市以南８市

４町参画）に参画するとともに、泉南地域３市３町（泉佐野市・泉南市・阪南市・熊取町・田

尻町・岬町）で泉佐野泉南医師会看護専門学校に補助金を支出するなど、地域の医療体制の整

備に努めているところです。 

     医療資源の不足については、大阪府及び国に対して必要な対策を求めてまいりたいと考えま

す。 
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                                    ２９熊保第４６６４号 

                                    平成２９年８月１６日 

 

大阪社会保障推進協議会 

会長 井上 賢二 様 

 

                                 熊取町長 藤 原 敏 司 

                                      （公印省略） 

 

２０１７年度自治体キャラバン行動・要望書への回答について 

 

平成２９年６月２８日付けで要望のありました項目について下記のとおり回答いたします。 

 

記 

 

１１１１．．．．子子子子どもどもどもども施策施策施策施策・・・・貧困対策貧困対策貧困対策貧困対策についてについてについてについて    

    

①①①①就学援助制度就学援助制度就学援助制度就学援助制度についてはについてはについてはについては、、、、実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行いいいい、、、、実態実態実態実態にににに見合見合見合見合ったったったった金額金額金額金額にするとともににするとともににするとともににするとともに、、、、入学準備金入学準備金入学準備金入学準備金のののの

前倒前倒前倒前倒しししし支給支給支給支給（（（（２２２２月月月月３３３３月中月中月中月中））））とするとともにとするとともにとするとともにとするとともに、、、、そのそのそのその他他他他のののの支給支給支給支給についてもについてもについてもについても早早早早くすることくすることくすることくすること。。。。    

  （回答） 

     就学援助制度の支給金額については、国の補助基準と同額の支給としており、平成29 年度の

新入学学用品費の国基準額の増額についても、本町においてもこれに対応した予算を確保して支

給しているところです。  

次に、入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であ

ると考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたい

と考えています。 

 

②②②②大阪府及大阪府及大阪府及大阪府及びびびび各市各市各市各市のののの「「「「子子子子どものどものどものどもの生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査」」」」結果結果結果結果・・・・分析分析分析分析にににに鑑鑑鑑鑑みみみみ、、、、朝食支援朝食支援朝食支援朝食支援、、、、休日休日休日休日のののの食事支援食事支援食事支援食事支援にににに自自自自

治体治体治体治体としてとしてとしてとして本格的本格的本格的本格的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。学校給食学校給食学校給食学校給食はははは義務教育義務教育義務教育義務教育のののの一貫一貫一貫一貫としてとしてとしてとして無料無料無料無料としとしとしとし、、、、さらにさらにさらにさらに子子子子どものどものどものどもの食食食食

をささえるものにをささえるものにをささえるものにをささえるものに値値値値するするするする内容内容内容内容とすることとすることとすることとすること。。。。    

   （回答） 

    本町においては、住民提案型協働事業として採択され、貴会が今年度から運営されている「こ

どもレストラン」に対し、補助金を交付することを決定しており、実行委員会に出席するなど、

同レストランの運営に参画しております。 

なお、朝食支援などの食事支援の取組については、同レストランの運営状況及び事業効果を見

極めるとともに、大阪府の「子どもの生活に関する実態調査」の結果を踏まえた大阪府及び府下

市町村の動向を注視し、調査・研究を進めてまいります。 

 

③③③③学習支援学習支援学習支援学習支援・・・・無料塾無料塾無料塾無料塾についてはについてはについてはについては、、、、教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会、、、、生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課、、、、ひとりひとりひとりひとり親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等

がががが横断的横断的横断的横断的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。    

 （回答） 

     生活困窮世帯及び生活保護世帯の児童等に対する学習支援は、大阪府の委託を受けた大阪府

社会福祉協議会が実施しており、本町内では町民会館において週１回、日曜日の１０時から１

２時までの２時間を実施しております。 
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      また、実施にあたっては、町内各中学校へちらしを配付するなど、学校との連携に努めて実

施しております。 

 

④④④④ワクチンワクチンワクチンワクチン製造製造製造製造メーカーのメーカーのメーカーのメーカーの事情事情事情事情によりここによりここによりここによりここ数年数年数年数年、、、、麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンやワクチンやワクチンやワクチンや日本脳炎日本脳炎日本脳炎日本脳炎ワクチンワクチンワクチンワクチン、、、、

インフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチン不足不足不足不足がががが医療機関医療機関医療機関医療機関よりよりよりより報告報告報告報告があがっているがあがっているがあがっているがあがっている。。。。よってよってよってよって、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象者対象者対象者対象者がががが定定定定

期接種期間内期接種期間内期接種期間内期接種期間内にににに接種接種接種接種できないできないできないできない場合場合場合場合、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象対象対象対象とするようにとするようにとするようにとするように特別措置特別措置特別措置特別措置をとれないかをとれないかをとれないかをとれないか検討検討検討検討するこするこするこするこ

とととと。。。。国国国国またはまたはまたはまたは自治体自治体自治体自治体によるによるによるによる麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンワクチンワクチンワクチン接種接種接種接種などのなどのなどのなどの延長延長延長延長がされたがされたがされたがされた場合場合場合場合、、、、健康被害健康被害健康被害健康被害なななな

どどどど事故事故事故事故がががが起起起起きたきたきたきた場合場合場合場合のののの補償補償補償補償をすることをすることをすることをすること。。。。大阪府大阪府大阪府大阪府へへへへ接種率接種率接種率接種率のののの目標達成目標達成目標達成目標達成へへへへ向向向向けたけたけたけた勧奨勧奨勧奨勧奨やややや供給体制供給体制供給体制供給体制のののの確保確保確保確保

などをなどをなどをなどを含含含含めためためためた指導指導指導指導をおこなうことをおこなうことをおこなうことをおこなうこと。。。。ワクチンのワクチンのワクチンのワクチンの安定供給安定供給安定供給安定供給にににに一層一層一層一層のののの尽力尽力尽力尽力をいただくことをいただくことをいただくことをいただくこと。。。。    

   （回答） 

    麻しん・風しん混合ワクチンや日本脳炎ワクチン等の定期予防接種の実施につきましては、国

基準に基づき実施しており、町独自で定期予防接種の対象を拡大することは現時点では考えてお

りませんが、今後も引き続き国や自治体の動向を注視してまいります。 

また、国による接種期間の延長がされた場合は、国の規定に基づき、健康被害が生じた場合の

補償をおこなってまいります。 

予防接種率の向上のため、出生届出時の全数面接、乳児家庭全戸訪問事業、各種乳幼児健診、

就学前説明会、その他母子保健事業の機会をとおして、接種勧奨を引き続きおこなうとともに、

麻しん・風しんワクチン接種につきましては、国の目標値である 95％以上の接種率を維持する

ため、個別通知を今後も続けるなど、接種率の向上に努めてまいります。 

 

２２２２．．．．大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度についてについてについてについて    

    

①①①①大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度のののの一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速にににに行行行行わなわなわなわな

いことをいことをいことをいことを求求求求めることめることめることめること。。。。    

   （回答） 

    大阪府の福祉医療費助成制度については、「福祉医療費助成制度に関する研究会」で制度の維

持・継続のための見直しについて検討され、平成２８年３月には同研究会の報告書がとりまとめ

られました。 

そして、平成29 年２月大阪府議会定例会において、障がい者医療で対象となっていなかった

精神障がい者及び難病患者へも助成対象を拡充するとともに、福祉医療費助成制度を持続可能な

制度とするための再構築に係る予算を含む大阪府の当初予算が可決され、５月末に大阪府市町村

障がい者医療費助成事業費補助金交付要綱等が改正されました。 

これは、今後も高齢化の進展・医療の高度化に伴う医療費の増嵩や今回の福祉医療の再構築に

おける対象拡充により所要額が増加することが見込まれることや持続可能な制度としていく必

要があることから、対象者、給付の範囲を真に必要な方へ選択・集中することや一部自己負担額

の変更が決定されたものです。 

この制度改正により、助成の対象から外れる方には急激な負担増になるとして、当初１年の経

過措置で検討されていたものが、大阪府議会での審議を踏まえ３年とされるとともに、子育て支

援の観点から子ども医療及びひとり親医療については、一部自己負担については据え置かれたも

のです。 

本町としましても、福祉医療費助成制度を今後も維持・継続していくため、大阪府の制度改正

に準じた形で受益と負担の適正化を図るものとし、引き続き医療費助成事業を実施してまいりた

いと考えます。 
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②②②②現行制度現行制度現行制度現行制度をををを存続存続存続存続しししし、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金についてはについてはについてはについては全国自治体全国自治体全国自治体全国自治体レベルのレベルのレベルのレベルの「「「「無料制度無料制度無料制度無料制度」」」」とすることとすることとすることとすること。。。。    

 （回答） 

    一部自己負担を撤廃することで、モラルハザードが生じる可能性も指摘されているところであ

り、制度を維持・継続していくための適正な運用の観点からも現行制度を継続してまいりたいと

考えています。 

 

        ③③③③子子子子どものどものどものどもの医療費助成医療費助成医療費助成医療費助成についてはについてはについてはについては年齢年齢年齢年齢をををを18181818 歳歳歳歳までとすることまでとすることまでとすることまでとすること。。。。    

   （回答） 

     子ども医療費助成については、平成 27 年４月診療分から中学校３年生（15 歳に達した日以

降における最初の３月末日まで）まで通院医療の助成対象年齢を拡大し、これにより中学校３年

生までの子どもが、入院・通院の医療費助成の対象となりました。高校卒業までの引き上げにつ

いては、今後の子ども医療費助成の実績に基づき、この制度そのものが、持続可能なものとして

維持していくためにも、財政状況に与える影響等の研究を継続します。 

 

３３３３．．．．健診健診健診健診についてについてについてについて    

 

特定健診特定健診特定健診特定健診・がん・がん・がん・がん検診検診検診検診についてはについてはについてはについては、、、、来年度以降来年度以降来年度以降来年度以降、「、「、「、「保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度」」」」交付金交付金交付金交付金とのとのとのとの関係関係関係関係でででで非常非常非常非常にににに重重重重

要要要要となるとなるとなるとなる。。。。全国全国全国全国のののの受診率受診率受診率受診率とととと比比比比べべべべ大大大大きくきくきくきく立立立立ちちちち遅遅遅遅れているれているれているれている自治体自治体自治体自治体についてはについてはについてはについては、、、、これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの分分分分

析析析析・・・・評価評価評価評価をををを行行行行いいいい新新新新たなたなたなたな方策方策方策方策をををを進進進進めめめめることることることること。。。。    

 （回答） 

    特定健診については、現在も未受診者に対して直接、電話による受診勧奨や若年層への受診勧

奨などを積極的におこなっておりますが、今後も受診につながる効果的な実施方法の検討や、未

受診者への受診勧奨、啓発について工夫しながら、さらなる受診率の向上に努めてまいります。 

    さらに、がん検診につきましても、受診率向上のために、各種セット検診の実施、個別の受診

勧奨・再勧奨、乳がん・子宮頸がん検診の初診年齢へのクーポン券送付などを行うとともに、今

年度（２９年度）は「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しており、この調査結果をも

とにこれまでの取り組みの評価と今後の取り組みについての検討を行っていくこととしていま

す。 

 

４４４４．．．．介護保険介護保険介護保険介護保険、、、、高齢者施策高齢者施策高齢者施策高齢者施策についてについてについてについて    

    

①①①①利用者利用者利用者利用者のサービスのサービスのサービスのサービス選択権選択権選択権選択権をををを保障保障保障保障しししし、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型サービスについてサービスについてサービスについてサービスについて、、、、継続継続継続継続・・・・新規新規新規新規にににに

関関関関わらずすべてのわらずすべてのわらずすべてのわらずすべての要支援認定者要支援認定者要支援認定者要支援認定者がががが「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護・・・・介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護」」」」相当相当相当相当のサービスをのサービスをのサービスをのサービスを利用利用利用利用

できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること。。。。またまたまたまた、、、、新規新規新規新規・・・・更新者更新者更新者更新者ともともともとも要介護要介護要介護要介護（（（（要支援要支援要支援要支援））））認定認定認定認定をををを勧奨勧奨勧奨勧奨しししし、、、、認定申請認定申請認定申請認定申請をををを抑制抑制抑制抑制

しないことしないことしないことしないこと。。。。    

（回答） 

   本町における総合事業の訪問型・通所型サービスについては、平成２９年４月より現行相当の

介護予防訪問介護・介護予防通所介護サービスに加え、緩和した基準の訪問介護・通所介護サー

ビス及び短期集中予防の訪問介護・通所介護サービスを創設しスタートしています。 

総合事業のサービス利用に関して、要支援認定者で認定を更新する場合、訪問介護及び通所介

護のみを引き続き利用する際は、「基本チェックリスト」の実施後に地域包括支援センター等に

よるケアプランを作成し、利用者それぞれの状態に応じた、サービス利用に繋げています。 

なお、総合事業実施後も、新規・更新ともに本人の意向を尊重していくため、希望される場合
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は、要介護認定申請に対応します。 

 

②②②②介護従事者介護従事者介護従事者介護従事者のののの処遇処遇処遇処遇をををを維持維持維持維持・・・・改善改善改善改善しししし、、、、事業者事業者事業者事業者のののの経営経営経営経営をををを安定安定安定安定させるためさせるためさせるためさせるため、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型

サービスのサービスのサービスのサービスの単価単価単価単価についてはについてはについてはについては、、、、従来従来従来従来のののの額額額額をををを保証保証保証保証しししし、「、「、「、「出来高制出来高制出来高制出来高制」」」」等等等等によるによるによるによる自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの切切切切りりりり下下下下げをげをげをげを行行行行わわわわ

ないことないことないことないこと。。。。    

   （回答） 

    総合事業の訪問型、通所型サービスの単価については、国の定める額を上限として、市町村で

個別に設定出来ることとなっています。 

それを受け、本町を含め高石市以南８市４町においては、利用者がこれまで以上にサービスの

利用がしやすくなるよう利用回数に応じた出来高払いを採用しております。 

単価については、国の示す単価の上限を採用しており、介護事業者のご理解とご協力のもと、

介護サービスの提供をしております。 

 

③③③③介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用者利用者利用者利用者のののの負担負担負担負担をををを軽減軽減軽減軽減するためするためするためするため、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者についてについてについてについて無料無料無料無料となるようとなるようとなるようとなるよう、、、、自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの利利利利

用料減免制度用料減免制度用料減免制度用料減免制度をつくることをつくることをつくることをつくること。。。。介護保険法介護保険法介護保険法介護保険法改定改定改定改定によってによってによってによって導入導入導入導入されたされたされたされた「「「「３３３３割負担割負担割負担割負担」」」」についてはについてはについてはについては、、、、国国国国にににに実実実実

施中止施中止施中止施中止をををを働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに、、、、２２２２割負担者割負担者割負担者割負担者についてについてについてについて自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

   （回答） 

    町独自に利用料の減免を実施することは、その減免分を他の被保険者の保険料で賄うこととな

り、結果として保険料を引き上げることとなることから、減免制度の創設は考えておりません。 

国の制度改正により、平成３０年８月から導入される予定の「３割負担」については、介護保

険の持続可能性を高める為、現役世代に過度の負担をかけることなく、世代内・世代間の負担の

公平及び負担能力に応じた負担を求める観点から行なわれるものとなっていますのでご理解、ご

協力をお願いします。 

また、２割負担者についても、同趣旨によるものでございますので、町独自の軽減措置は考え

ておりません。 

 

④④④④介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料についてについてについてについて、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者にににに対対対対するするするする公費公費公費公費によるによるによるによる軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置のののの実施実施実施実施をををを国国国国にににに働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに自自自自

治体独自治体独自治体独自治体独自でででで第第第第１１１１～～～～第第第第３３３３所得段階所得段階所得段階所得段階のののの保険料保険料保険料保険料のののの軽減軽減軽減軽減をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。年収年収年収年収１５０１５０１５０１５０万以下万以下万以下万以下のののの人人人人のののの介護保険介護保険介護保険介護保険

料料料料をををを免除免除免除免除するするするする独自減免制度独自減免制度独自減免制度独自減免制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

   （回答） 

    低所得者に対する公費による保険料の軽減措置の実施については、平成２７年４月から第１段

階の保険料を軽減しています。 

今後、消費税率が引き上げられた際に、第２～３段階の保険料の軽減についても実施される予

定となっていることから、本町独自の減免を実施することは考えておりません。 

また、低所得者に対する保険料の独自減免については、既に実施しております。 

 

⑤⑤⑤⑤いわゆるいわゆるいわゆるいわゆる「「「「自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域ケアケアケアケア会議会議会議会議」」」」などなどなどなど、、、、介護介護介護介護サービスからのサービスからのサービスからのサービスからの「「「「卒業卒業卒業卒業」」」」をををを迫迫迫迫りりりり、、、、ケアマネジメケアマネジメケアマネジメケアマネジメ

ントにントにントにントに対対対対するするするする統制統制統制統制をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを作作作作らないことらないことらないことらないこと。。。。    

   （回答） 

  介護予防ケアマネジメントは、本人の「したい、できるようになりたい」ことの実現に向けた

支援であり、ケアマネジメントの統制を目的としていません。 

本町における「自立支援型地域ケア会議」としては、短期集中予防の訪問介護・通所介護サー

ビス利用者を対象に、理学療法士や言語聴覚士、薬剤師、ケアマネジャー等の専門職の方々によ

るアセスメント会議（地域ケア会議）を実施しています。 

このアセスメント会議は、本人の目標を達成するために利用者のサービス開始前とサービス終
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了時の心身状態や生活状況を把握し、心身機能の状況、本人の意向からサービス終了後に継続し

て社会参加を促す取組や運動継続を促すアドバイスを行っています。 

 

        ⑥⑥⑥⑥第第第第７７７７期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画のののの検討検討検討検討にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、実態実態実態実態をををを無視無視無視無視したしたしたした「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標」「」「」「」「給給給給

付抑制目標付抑制目標付抑制目標付抑制目標」」」」等等等等はははは盛盛盛盛りりりり込込込込まずまずまずまず、、、、必要必要必要必要なななな介護介護介護介護サービスがサービスがサービスがサービスが受受受受けられるけられるけられるけられる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。またまたまたまた、、、、介護介護介護介護保険保険保険保険

料料料料についてはについてはについてはについては公費投入公費投入公費投入公費投入によってによってによってによって引引引引きききき下下下下げをはかるげをはかるげをはかるげをはかる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。なおなおなおなお、、、、国国国国にににに対対対対しししし「「「「評価指標評価指標評価指標評価指標にににに基基基基

づくづくづくづく財政的財政的財政的財政的インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ」（」（」（」（ディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブを含含含含むむむむ））））についてはについてはについてはについては実施実施実施実施しないようしないようしないようしないよう求求求求めることめることめることめること。。。。    

  （回答） 

    「介護予防・重度化防止」は、介護保険制度の理念となっており、保険者として重点的に取り組

むべきものとなっており、目標を定め積極的に取り組むことは大変重要なことと考えております。 

    ７期計画においては、国からも計画策定の基本指針の１つとして示されていることから、本町に

おいても地域の状況、利用者の実態等を把握し、それに即した「介護予防・重度化防止目標」を設

定する予定です。 

     また、介護サービスの利用についても、介護保険法において、「被保険者の要介護状態等に関し、

必要な保険給付を行なうものとする。」と規定されており、保険者として、介護が必要なときに必

要なサービスを提供できるようにと考えております。 

    介護保険料の公費投入による引き下げは、平成２７年４月から低所得者の第１段階の方の保険料

を国１／２、府１／４、町１／４とそれぞれ負担し、軽減を行なっております。 

    こうした制度化された仕組み以外の公費投入については、被保険者間の公平制の確保や、健全な

介護保険財政の運営と財政規律の保持の観点から、行なう予定はありません。 

    「評価指標に基づく財政的インセンティブ」（ディスインセンティブを含む）の実施については、

現在、具体的な内容が示されておりませんが、評価指標の設定にあたっては、本町としても、被保

険者が、可能な限り住み慣れた地域で自身の能力に応じた自立した日常生活を営むことが出来るよ

う目標を持って取り組むことは重要であると考えております。     

 

        ⑦⑦⑦⑦高齢者高齢者高齢者高齢者のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防のののの実態調査実態調査実態調査実態調査をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。高齢者宅高齢者宅高齢者宅高齢者宅をををを毎日訪問毎日訪問毎日訪問毎日訪問しししし熱中症熱中症熱中症熱中症にならないにならないにならないにならない対策対策対策対策（（（（クククク

ーラーをーラーをーラーをーラーを動動動動かすなどかすなどかすなどかすなど））））ができるようにができるようにができるようにができるように、、、、社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会、、、、事業者事業者事業者事業者、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯなどによびかけなどによびかけなどによびかけなどによびかけ小学校単小学校単小学校単小学校単

位位位位（（（（地域包括地域包括地域包括地域包括ケアのケアのケアのケアの単位単位単位単位））））でででで見守見守見守見守りネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなど、、、、具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策をををを実行実行実行実行することすることすることすること。。。。介護保介護保介護保介護保

険険険険のののの給付限度額給付限度額給付限度額給付限度額のののの関係関係関係関係でででで、、、、町町町町のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防シェルターシェルターシェルターシェルター（（（（開放公共施設開放公共施設開放公共施設開放公共施設））））へへへへ介助介助介助介助をををを得得得得てててて避難避難避難避難することすることすることすること

がががが困難困難困難困難なケースへのなケースへのなケースへのなケースへの対策対策対策対策をををを各自治体各自治体各自治体各自治体がががが立立立立てることてることてることてること。。。。低額低額低額低額なななな年金生活者年金生活者年金生活者年金生活者やややや生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者のののの中中中中ではではではでは、、、、

高齢者高齢者高齢者高齢者がががが「「「「経済的経済的経済的経済的なななな理由理由理由理由」」」」でクーラーでクーラーでクーラーでクーラー設置設置設置設置をあきらめたりをあきらめたりをあきらめたりをあきらめたり、、、、設置設置設置設置していてもしていてもしていてもしていても利利利利用用用用をををを控控控控えざるをえざるをえざるをえざるを得得得得なななな

いいいい状況状況状況状況がありがありがありがあり、「、「、「、「貸付制度貸付制度貸付制度貸付制度のののの利用利用利用利用」」」」でなくクーラーでなくクーラーでなくクーラーでなくクーラー導入費用導入費用導入費用導入費用やややや電気料金電気料金電気料金電気料金にににに対対対対するするするする補助制度補助制度補助制度補助制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

  （回答） 

  独居高齢者については、必要に応じ定期的に地域包括支援センターから訪問等を行っており、ま

た緊急通報装置の活用についても周知しています。 

熱中症予防については、広報、ホームページのほか、介護事業者や長生会、自治会を通じ、機会

をとらえて普及啓発を継続して行っていきます。 

熱中症予防に限らず、地域での見守り体制の構築は重要であり、住民の方々をはじめ、関係機関

とともに努めてまいります。 

    

５５５５．．．．障害者施策障害者施策障害者施策障害者施策についてについてについてについて    

    

        ①①①①４０４０４０４０歳以上歳以上歳以上歳以上のののの特定疾患特定疾患特定疾患特定疾患・・・・６５６５６５６５歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者についてについてについてについて、「、「、「、「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに

支援支援支援支援するためのするためのするためのするための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度とのとのとのとの適用関係適用関係適用関係適用関係についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成 19191919 年年年年３３３３月月月月
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28282828 日障企発第日障企発第日障企発第日障企発第 0328002032800203280020328002 号号号号・・・・障障発第障障発第障障発第障障発第 0328002032800203280020328002 号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長・・・・

障障障障がいがいがいがい福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知））））ならびにならびにならびにならびに事務連絡事務連絡事務連絡事務連絡「「「「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援するするするする

ためのためのためのための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険介護保険介護保険介護保険制度制度制度制度のののの適用関係等適用関係等適用関係等適用関係等にににに係係係係るるるる留意事項等留意事項等留意事項等留意事項等についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成27272727

年年年年２２２２月月月月 18181818 日日日日））））をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、一律一律一律一律にににに介護保険利用介護保険利用介護保険利用介護保険利用のののの優先優先優先優先をををを利用者利用者利用者利用者にににに求求求求めるのではなくめるのではなくめるのではなくめるのではなく、、、、本人本人本人本人のののの意向意向意向意向をををを尊尊尊尊

重重重重したしたしたした柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。そのためにそのためにそのためにそのために、、、、当該障害者当該障害者当該障害者当該障害者がががが６５６５６５６５歳歳歳歳にににに到達到達到達到達するするするする前前前前にににに、、、、本人本人本人本人からからからから６５６５６５６５歳歳歳歳

到達後到達後到達後到達後のののの福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービス等等等等のののの利用意向利用意向利用意向利用意向をををを高齢高齢高齢高齢・・・・障害障害障害障害それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの担当職員担当職員担当職員担当職員がががが聞聞聞聞きききき取取取取りりりり、、、、本人本人本人本人のののの願願願願いにいにいにいに沿沿沿沿

ったったったった支援支援支援支援がががが提供提供提供提供されるようされるようされるようされるよう、、、、ケアプランケアプランケアプランケアプラン作成事業所作成事業所作成事業所作成事業所とととと十分十分十分十分にににに調整調整調整調整をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

 （回答） 

  ６５歳以上の障がい者や４０歳以上の特定疾患の障がい者は、原則として介護保険サービスへ移行

していだだくこととなりますが、本町では、個別の状況等をお聞きした上で、介護保険だけではサー

ビスが不足する方や、利用を希望するサービスが介護保険には相当するサービスがない場合、必要に

応じて障がい福祉サービスでの支給決定を行っています。今後も個々の実情を把握したうえで、厚生

労働省通知を踏まえ、適切な運用に努めてまいります。 

 

        ②②②②前述前述前述前述のののの調整調整調整調整にもかかわらにもかかわらにもかかわらにもかかわらずずずず、、、、本人本人本人本人がががが納得納得納得納得せずにせずにせずにせずに介護保険介護保険介護保険介護保険のののの利用申請手続利用申請手続利用申請手続利用申請手続きをきをきをきを行行行行わないわないわないわない場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てもてもてもても、、、、一一一一方的機械的方的機械的方的機械的方的機械的にににに障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを打打打打ちちちち切切切切ることなくることなくることなくることなく、、、、引引引引きききき続続続続きききき本人本人本人本人のののの納得納得納得納得をををを得得得得られるケアプられるケアプられるケアプられるケアプ

ランのランのランのランの作成作成作成作成にににに努努努努めることめることめることめること。。。。    

 （回答） 

   これまでも、障がい福祉サービスを利用されている方が６５歳になられる場合には、制度の趣旨説

明を行い、介護認定を受けていただくよう、ご案内をしております。今後も制度の趣旨をご理解いた

だけるよう、丁寧な説明を行ってまいります。 

 

    ③③③③障害者障害者障害者障害者のののの福祉福祉福祉福祉サービスとサービスとサービスとサービスと介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用利用利用利用はははは原則無料原則無料原則無料原則無料としとしとしとし、、、、少少少少なくともなくともなくともなくとも市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯のののの

利用負担利用負担利用負担利用負担はなくすことはなくすことはなくすことはなくすこと。。。。    

 （回答） 

  障がい福祉サービスの利用者負担は、所得に応じて負担上限月額が設定されております。 

なお、すでに市町村民税非課税世帯の負担上限月額は０円と設定されています。 

また、介護保険サービスの利用者負担については、所得に応じて、１割又は２割の負担をいただい

ております。 

そのため、障がい者の方の介護サービスの利用料のみを無料とすることは、他の介護サービス利用

者との公平性を欠くことから、考えておりません。 

   なお、市町村民税非世帯に属する被保険者に対しては、高額介護サービス費及び高額医療介護合算

サービス費の負担上限額が低くなっているほか、施設サービス利用時の食費・居住費を軽減する特定

入所者介護サービス費の給付制度があります。 

 

    ④④④④障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを継続継続継続継続してしてしてして受受受受けてきたがけてきたがけてきたがけてきたが方方方方がががが、、、、要介護認定要介護認定要介護認定要介護認定でででで要支援要支援要支援要支援１１１１、、、、２２２２となったとなったとなったとなった場合場合場合場合のののの総合総合総合総合

事業事業事業事業におけるにおけるにおけるにおける実施実施実施実施にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、障害者障害者障害者障害者にににに理解理解理解理解のあるのあるのあるのある有資格者有資格者有資格者有資格者がががが派遣派遣派遣派遣されるようにすることされるようにすることされるようにすることされるようにすること。。。。    

 （回答） 

本町においては、平成２９年４月から要支援１、２の方及び基本チェックリストにより事業対象者

となった方で訪問介護及び通所介護の利用を希望する方については、地域包括支援センター等が作成

するケアプランに基づき、一人ひとりの心身の状態に応じ、現行のサービスあるいは緩和した基準に

よるサービスの利用を勧めています。 

介護保険法の一部改正により、介護保険と障がい福祉制度に新たに共生型サービスが位置づけられ

ており、連携し対応に努めてまいります。 

    ⑤⑤⑤⑤2017201720172017 年年年年４４４４月診療分月診療分月診療分月診療分よりよりよりより見直見直見直見直されるされるされるされる重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度においてにおいてにおいてにおいて、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、
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利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速におこなわないことにおこなわないことにおこなわないことにおこなわないこと。。。。    

 （回答） 

   制度を維持・継続していくための一部自己負担の変更であり、大阪府の補助金交付要綱に準じて助

成制度を実施してまいりたいと考えています。 

 

６６６６．．．．独自独自独自独自要望要望要望要望についてについてについてについて    

 

1111．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが特定健診特定健診特定健診特定健診にににに心電図心電図心電図心電図をををを入入入入れることをれることをれることをれることを要望要望要望要望しますしますしますします。（。（。（。（泉州泉州泉州泉州のののの３３３３市市市市２２２２町町町町、、、、府下過半数府下過半数府下過半数府下過半数のののの市町村市町村市町村市町村

がががが実施実施実施実施））））    

 （回答） 

   本町の特定健診では、国の規定通り、心電図は「医師が必要とした場合」に実施しています。町

独自の対応としましては、特定保健指導対象者への初回面接時に心電図の導入や特定健診の診察項

目に脈診を追加する対応を行っております。 

また、特定健診の項目は、国において平成30 年度～35 年度の第三期特定健診・特定保健指導に

向けた見直しが行われており、現時点の案では、心電図検査も血圧や症状等によっては対象となる

など、対象者の幅が大きく広がる方向性が示されております。 

本町においても今年度は、「データヘルス計画」策定の年にあたり、各種データの分析を行い、

国の動向を注視していくなかで、心電図の対象者についても検討して参ります。 

 

2222．（．（．（．（1111））））少人数学級少人数学級少人数学級少人数学級をををを他学年他学年他学年他学年にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること（（（（泉佐野市泉佐野市泉佐野市泉佐野市がががが、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ28282828 年度年度年度年度にはにはにはには２２２２年生年生年生年生にににに、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ29292929 年度年度年度年度にはにはにはには

全学年全学年全学年全学年にもにもにもにも拡充拡充拡充拡充））））        

   （回答） 

   ３５人学級編制につきましては、「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定

数の標準に関する法律」により小学１年生対象に実施することが規定されておりま

す。また、小学２年生につきましては、府費で大阪府下の全公立小学校において実

施されております。 

本町におきましては、小学１・２年生の３５人学級の実施とともに、大阪府から

小・中学校８校に加配されている１６名の少人数担当の教職員を有効に活用し小・

中学校における「少人数・習熟度別指導」を実施しております。 個に応じた学習を

展開するため、小学校３年生から算数等において少人数・習熟度別指導を行っており、指導方法の

工夫・改善に取り組んでいるところでございます。 

また、それに加えて小中学校８校に学習支援ボランティアを９７人（H28実績）

配置し、授業への入り込みや学習補助を行い、児童一人一人に対してきめ細やかな

授業が行えるよう配慮しております。 

このようなことから、本町といたしましては、現在のところ、町独自での３５

人学級の実施は検討しておりません。今後、国の動向を注視するとともに、現在

の制度の中で、学校教育のより一層の充実に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 

（（（（2222））））教室教室教室教室へのエアコンへのエアコンへのエアコンへのエアコン（（（（冷暖房冷暖房冷暖房冷暖房））））をををを中学生中学生中学生中学生だけでなくだけでなくだけでなくだけでなく、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度にはにはにはには小学校小学校小学校小学校にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること、、、、

またまたまたまた全全全全てのトイレをてのトイレをてのトイレをてのトイレを洋式洋式洋式洋式にににに変更変更変更変更することすることすることすること（（（（トイレのトイレのトイレのトイレの洋式化率洋式化率洋式化率洋式化率はははは泉州最低泉州最低泉州最低泉州最低））））    

 （回答） 
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    小中学校へのエアコン整備つきましては、計画的に進めているところであり、まずは中学校へ

の整備を先行して進めており、平成２８年度において、中学校３年生の支援教室を含む普通教室

への整備を完了し、平成２９年度は中学校１年生及び２年生の普通教室及び特別教室への整備を

１２月中の稼働に向けて整備を進めているところであり、これをもって中学校への整備を完了し

ます。 

小学校へのエアコンの整備ついては、国の学校施設環境改善交付金の採択を受けることを前提

に、平成３０年度から整備を開始したいと考えております。 

また、トイレの洋式化については、基本的には、今後実施していく大規模修繕工事等に合わせ

て実施していきたいと考えています。 

 

3333．．．．（（（（1111））））今年度中今年度中今年度中今年度中にににに大阪大阪大阪大阪こどもこどもこどもこども生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査のののの項目項目項目項目にににに準拠準拠準拠準拠したしたしたした生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査（（（（例例例例えばえばえばえば、、、、毎日朝食毎日朝食毎日朝食毎日朝食をををを食食食食

べるかべるかべるかべるか、、、、学校学校学校学校のないのないのないのない日日日日にににに昼食昼食昼食昼食をををを毎日毎日毎日毎日たべるかたべるかたべるかたべるか、、、、毎日夕食毎日夕食毎日夕食毎日夕食をををを食食食食べているかべているかべているかべているか、、、、そのそのそのその他他他他））））をををを実施実施実施実施しししし、、、、公表公表公表公表

することすることすることすること、、、、そしてそしてそしてそして、、、、町町町町のののの課題課題課題課題とととと目標目標目標目標をををを年度内年度内年度内年度内にににに具体化具体化具体化具体化することすることすることすること    

（回答） 

  子どもの貧困問題の克服に向けた取り組みを統括する担当部署は、「熊取町子ども・子育て

支援計画」の総括をはじめ、保育所、小中学校など各現場における児童や家庭の問題への対応

時に関係機関とのコーディネートを行う健康福祉部子育て支援課が担っております。 

生活実態調査については、大阪府が実施しました「子どもの生活に関する実態調査」の結果

並びに当該結果を踏まえた大阪府及び府下市町村の動向を注視していくものの、本町におきま

しては、妊娠届出その他各健診時における情報や、保育所、小中学校等の各現場において、子

ども・保護者から出されるサイン・相談等を丁寧に分析することにより、貧困を含め、同調査

より詳細な実態を把握しており、支援が必要なケースについては、母子保健分野、保育所等を

所管する健康福祉部と、小中学校を所管する教育委員会が連携して適切な対応を行っているこ

とから、別途調査は行わず、現在の取組を推進していきたいと考えております。 

また、子どもの貧困問題における当面の課題と目標については、上記の大阪府等の動向を注

視し、適切に対応していくとともに、今後も、引き続き「熊取町子ども・子育て支援計画」に

掲載の施策を着実に推進することと捉え、支援が必要な児童や保護者に寄り添い、ケースごと

に適切な支援をきめ細かく継続的に行ってまいります。 

また、本町では、「第２次健康くまとり２１（健康増進計画・食育推進計画）」（計画年度：

平成２６年度～３０年度）に基づき、子どもの健康や食育推進に取り組んでおります。 

今年度（２９年度）は、次期計画策定に向けて、現計画の取り組みの評価と次期計画におけ

る目標設定を目的とした「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しております。 

調査の中では、子どもの食生活の状況や運動、生活習慣に関する質問項目がありますので、

その回答結果をもとに課題の整理と今後の目標設定を次期計画策定とともに行ってまいりた

いと考えます。 

 

            （（（（2222））））就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給基準支給基準支給基準支給基準をををを生活保護基準生活保護基準生活保護基準生活保護基準（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ26262626 年度旧基準年度旧基準年度旧基準年度旧基準））））のののの 1.11.11.11.1 倍倍倍倍からからからから 1.31.31.31.3 倍倍倍倍（（（（府下府下府下府下のののの平均平均平均平均））））

にひきあげることにひきあげることにひきあげることにひきあげること、、、、③③③③就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給日支給日支給日支給日をををを新入生新入生新入生新入生にはにはにはには入学前入学前入学前入学前（（（（3/13/13/13/1 頃頃頃頃））））にににに、、、、そしてそしてそしてそして全体全体全体全体のののの支支支支

給日給日給日給日をををを１１１１学期末学期末学期末学期末（（（（7/207/207/207/20 頃頃頃頃））））ではなくではなくではなくではなく、、、、平成平成平成平成 27272727 年年年年９９９９月議会月議会月議会月議会でででで採択採択採択採択されたされたされたされた請願請願請願請願のとおりのとおりのとおりのとおり、、、、新学期新学期新学期新学期

がががが始始始始まるまるまるまる前前前前（（（（4/14/14/14/1 頃頃頃頃））））にににに支給支給支給支給することすることすることすること    

    （回答） 

      就学援助費の認定基準額については、本町においては、要保護者及び前年中の所得が生活扶

助基準の１．１倍未満の世帯を対象としています。 

なお、この生活扶助基準については、国において、平成２５年８月に、就学援助費支給認定
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の際に根拠とする生活扶助基準の見直しがなされたところですが、これにより支給対象外とな

らないよう平成２６年度以降の就学援助費については、改正前の生活扶助基準により認定を行

っています。 

近隣市町（岸和田市以南５市３町）においては、本町の設定額が最も高いレベル、支給対象

者の範囲が最も広いレベルとなっているところであり、年々増加する援助費にかかる財源確保

が困難となっている状況の中でありますが、当面この水準を維持する努力をしていきたいと考

えています。 

入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であると

考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたいと

考えています。 

次に、就学援助費の全体の支給日については、近隣市町の中ではもっと早い７月下旬に支給

しています。 

この支給時期を早めることについては、課税決定前の確定申告書の写しやその他の所得に関

する資料を提出いただくしかなく、認定事務に際しては、間違いや漏れのないように進めるこ

と、また、一旦支給した援助費の返還が発生することのないように事務を進めていくことが大

切だと考えており、現状の７月中の支給を目標に事務を進めることが最善と考えます。 

 

            （（（（3333））））多子世帯多子世帯多子世帯多子世帯のののの給食費給食費給食費給食費についてについてについてについて、、、、第第第第２２２２子子子子はははは半額半額半額半額にににに、、、、第第第第３３３３子以降子以降子以降子以降はははは無償化無償化無償化無償化することすることすることすること    

    （回答） 

      給食の食材費については、学校給食法に基づき、保護者負担となっているところですが、 

経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対しましては、食材費の全額を就学援助

費として支給を行っているところです。 

      要望の第２子及び第３子以降の無償化ですが、年々増加する援助費にかかる財源確保が困難

になってきている状況の中で、援助の対象を就学援助費の対象世帯以外への援助まで拡げるこ

とは現在のところ考えておりません。 

 

            （（（（4444））））教科書以外教科書以外教科書以外教科書以外のののの学用品学用品学用品学用品についてはについてはについてはについては、、、、画一的義務的画一的義務的画一的義務的画一的義務的なななな購入購入購入購入をををを求求求求めるめるめるめる「「「「制定品制定品制定品制定品」」」」をやめをやめをやめをやめ、、、、安安安安くてくてくてくて良良良良

いいいい類似品類似品類似品類似品をををを各保護者各保護者各保護者各保護者がががが自由自由自由自由にににに選択選択選択選択できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること    

    （回答） 

      学用品につきましては、各学校において、類似品を自由に選択できるようにしております。 

 

        4444．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町にににに「「「「社会福祉法社会福祉法社会福祉法社会福祉法（（（（昭和昭和昭和昭和26262626 年法律第年法律第年法律第年法律第45454545 号号号号））））第第第第 14141414 条第条第条第条第３３３３項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより福祉福祉福祉福祉にににに関関関関するするするする事務事務事務事務

所所所所（（（（医科医科医科医科「「「「福祉事務所福祉事務所福祉事務所福祉事務所」」」」というというというという。）。）。）。）をををを設置設置設置設置するするするする。」。」。」。」ことのことのことのことの可否可否可否可否についてについてについてについて、、、、町民町民町民町民にとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットと

デメリットデメリットデメリットデメリット等等等等のののの様々様々様々様々なななな事項事項事項事項をををを調査調査調査調査・・・・検討検討検討検討しししし、、、、説明説明説明説明することすることすることすること。。。。    

 （回答） 

      福祉事務所につきましては、社会福祉法により都道府県及び市には設置が義務づけられ、

町村は任意で設置することができるとされています。 

本町における福祉事務所の所掌事務につきましては、大阪府である岸和田子ども家庭セン

ターにおいて執行されているところです。 

本町に福祉事務所を設置した場合には、進達経由事務が直接処理できるようになりますが、

福祉事務所の事務を遂行させるためには、法定基準による専門職の配置増員が必要となり、

一定の生活保護扶助費の国庫負担金や普通地方交付税の基準財政需用額に算入はされるもの

の、新たな経費も発生することとなります。 

住民の皆さまによりていねいに福祉サービスが提供できるように、平成28 年10 月からＣ

ＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）を１名増員するとともに、生活困窮者の相談窓口
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を本町役場の本館１階において週２回開設するなど、現在も行っている岸和田子ども家庭セ

ンターとの連携をより密にし、身近な所において直接福祉サービスの提供ができる連携体制

も整えているところです。 

以上のことから、本町における福祉事務所の設置につきましては、現段階におきましては想

定しておりません。ご理解をいただきますようお願いします。 

 

        5555．．．．大阪府大阪府大阪府大阪府はははは、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度からのからのからのからの国保国保国保国保のののの広域化広域化広域化広域化にあたってにあたってにあたってにあたって、、、、府民府民府民府民にににに説明責任説明責任説明責任説明責任をををを果果果果たしていませんたしていませんたしていませんたしていません。。。。町町町町

がががが、、、、大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式のののの一方的一方的一方的一方的なななな実施実施実施実施にににに反対反対反対反対するするするする大多数大多数大多数大多数のののの市町村市町村市町村市町村とととと足並足並足並足並みをみをみをみを揃揃揃揃ええええ、、、、住民住民住民住民

のののの福祉福祉福祉福祉とととと自治自治自治自治のののの順守順守順守順守をををを求求求求めることめることめることめること    

    （回答） 

     平成30 年度からの国保の広域化により大阪府が財政運営を担うことで、高額な新薬の承認

や感染症の発生などにより、想定以上に医療費が伸びるなどのリスクを大阪府全体で吸収し、

翌年度以降の急激な保険料率への影響を回避し、安定的な財政運営が図れるものです。 

また、同じ府内で同じ医療を受けても、居住する市町村によって保険料が異なるという現状

に対して、その負担の公平性を確保するためにも、統一の保険料率が設定されることとなって

います。 

現在、大阪府においても都道府県化に向けて、大阪府広域化調整会議等で協議、検討されて

いるところですので、その進捗状況や大阪府国民健康保険運営協議会での審議の経過、府内市

町村の動向に注視するとともに、具体的な内容が示されましたら適切に対応してまいりたいと

考えております。 

 

        6666．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券（（（（泉州泉州泉州泉州））））のののの医療資源医療資源医療資源医療資源（（（（大規模病院大規模病院大規模病院大規模病院やややや医師医師医師医師、、、、看護師看護師看護師看護師））））のののの不足不足不足不足のののの抜本的抜本的抜本的抜本的なななな

拡充拡充拡充拡充をををを早急早急早急早急にににに実現実現実現実現するようするようするようするよう大阪府大阪府大阪府大阪府とととと国国国国にににに要請要請要請要請することすることすることすること        

    （回答） 

     本町では、現在、広域医療対策として、泉州医療圏二次救急医療対策事業（高石市以南８市

４町参画）に参画するとともに、泉南地域３市３町（泉佐野市・泉南市・阪南市・熊取町・田

尻町・岬町）で泉佐野泉南医師会看護専門学校に補助金を支出するなど、地域の医療体制の整

備に努めているところです。 

     医療資源の不足については、大阪府及び国に対して必要な対策を求めてまいりたいと考えま

す。 
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                                    ２９熊保第４６６４号 

                                    平成２９年８月１６日 

 

大阪社会保障推進協議会 

会長 井上 賢二 様 

 

                                 熊取町長 藤 原 敏 司 

                                      （公印省略） 

 

２０１７年度自治体キャラバン行動・要望書への回答について 

 

平成２９年６月２８日付けで要望のありました項目について下記のとおり回答いたします。 

 

記 

 

１１１１．．．．子子子子どもどもどもども施策施策施策施策・・・・貧困対策貧困対策貧困対策貧困対策についてについてについてについて    

    

①①①①就学援助制度就学援助制度就学援助制度就学援助制度についてはについてはについてはについては、、、、実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行いいいい、、、、実態実態実態実態にににに見合見合見合見合ったったったった金額金額金額金額にするとともににするとともににするとともににするとともに、、、、入学準備金入学準備金入学準備金入学準備金のののの

前倒前倒前倒前倒しししし支給支給支給支給（（（（２２２２月月月月３３３３月中月中月中月中））））とするとともにとするとともにとするとともにとするとともに、、、、そのそのそのその他他他他のののの支給支給支給支給についてもについてもについてもについても早早早早くすることくすることくすることくすること。。。。    

  （回答） 

     就学援助制度の支給金額については、国の補助基準と同額の支給としており、平成29 年度の

新入学学用品費の国基準額の増額についても、本町においてもこれに対応した予算を確保して支

給しているところです。  

次に、入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であ

ると考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたい

と考えています。 

 

②②②②大阪府及大阪府及大阪府及大阪府及びびびび各市各市各市各市のののの「「「「子子子子どものどものどものどもの生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査」」」」結果結果結果結果・・・・分析分析分析分析にににに鑑鑑鑑鑑みみみみ、、、、朝食支援朝食支援朝食支援朝食支援、、、、休日休日休日休日のののの食事支援食事支援食事支援食事支援にににに自自自自

治体治体治体治体としてとしてとしてとして本格的本格的本格的本格的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。学校給食学校給食学校給食学校給食はははは義務教育義務教育義務教育義務教育のののの一貫一貫一貫一貫としてとしてとしてとして無料無料無料無料としとしとしとし、、、、さらにさらにさらにさらに子子子子どものどものどものどもの食食食食

をささえるものにをささえるものにをささえるものにをささえるものに値値値値するするするする内容内容内容内容とすることとすることとすることとすること。。。。    

   （回答） 

    本町においては、住民提案型協働事業として採択され、貴会が今年度から運営されている「こ

どもレストラン」に対し、補助金を交付することを決定しており、実行委員会に出席するなど、

同レストランの運営に参画しております。 

なお、朝食支援などの食事支援の取組については、同レストランの運営状況及び事業効果を見

極めるとともに、大阪府の「子どもの生活に関する実態調査」の結果を踏まえた大阪府及び府下

市町村の動向を注視し、調査・研究を進めてまいります。 

 

③③③③学習支援学習支援学習支援学習支援・・・・無料塾無料塾無料塾無料塾についてはについてはについてはについては、、、、教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会、、、、生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課、、、、ひとりひとりひとりひとり親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等

がががが横断的横断的横断的横断的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。    

 （回答） 

     生活困窮世帯及び生活保護世帯の児童等に対する学習支援は、大阪府の委託を受けた大阪府

社会福祉協議会が実施しており、本町内では町民会館において週１回、日曜日の１０時から１

２時までの２時間を実施しております。 
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      また、実施にあたっては、町内各中学校へちらしを配付するなど、学校との連携に努めて実

施しております。 

 

④④④④ワクチンワクチンワクチンワクチン製造製造製造製造メーカーのメーカーのメーカーのメーカーの事情事情事情事情によりここによりここによりここによりここ数年数年数年数年、、、、麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンやワクチンやワクチンやワクチンや日本脳炎日本脳炎日本脳炎日本脳炎ワクチンワクチンワクチンワクチン、、、、

インフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチン不足不足不足不足がががが医療機関医療機関医療機関医療機関よりよりよりより報告報告報告報告があがっているがあがっているがあがっているがあがっている。。。。よってよってよってよって、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象者対象者対象者対象者がががが定定定定

期接種期間内期接種期間内期接種期間内期接種期間内にににに接種接種接種接種できないできないできないできない場合場合場合場合、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象対象対象対象とするようにとするようにとするようにとするように特別措置特別措置特別措置特別措置をとれないかをとれないかをとれないかをとれないか検討検討検討検討するこするこするこするこ

とととと。。。。国国国国またはまたはまたはまたは自治体自治体自治体自治体によるによるによるによる麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンワクチンワクチンワクチン接種接種接種接種などのなどのなどのなどの延長延長延長延長がされたがされたがされたがされた場合場合場合場合、、、、健康被害健康被害健康被害健康被害なななな

どどどど事故事故事故事故がががが起起起起きたきたきたきた場合場合場合場合のののの補償補償補償補償をすることをすることをすることをすること。。。。大阪府大阪府大阪府大阪府へへへへ接種率接種率接種率接種率のののの目標達成目標達成目標達成目標達成へへへへ向向向向けたけたけたけた勧奨勧奨勧奨勧奨やややや供給体制供給体制供給体制供給体制のののの確保確保確保確保

などをなどをなどをなどを含含含含めためためためた指導指導指導指導をおこなうことをおこなうことをおこなうことをおこなうこと。。。。ワクチンのワクチンのワクチンのワクチンの安定供給安定供給安定供給安定供給にににに一層一層一層一層のののの尽力尽力尽力尽力をいただくことをいただくことをいただくことをいただくこと。。。。    

   （回答） 

    麻しん・風しん混合ワクチンや日本脳炎ワクチン等の定期予防接種の実施につきましては、国

基準に基づき実施しており、町独自で定期予防接種の対象を拡大することは現時点では考えてお

りませんが、今後も引き続き国や自治体の動向を注視してまいります。 

また、国による接種期間の延長がされた場合は、国の規定に基づき、健康被害が生じた場合の

補償をおこなってまいります。 

予防接種率の向上のため、出生届出時の全数面接、乳児家庭全戸訪問事業、各種乳幼児健診、

就学前説明会、その他母子保健事業の機会をとおして、接種勧奨を引き続きおこなうとともに、

麻しん・風しんワクチン接種につきましては、国の目標値である 95％以上の接種率を維持する

ため、個別通知を今後も続けるなど、接種率の向上に努めてまいります。 

 

２２２２．．．．大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度についてについてについてについて    

    

①①①①大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度のののの一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速にににに行行行行わなわなわなわな

いことをいことをいことをいことを求求求求めることめることめることめること。。。。    

   （回答） 

    大阪府の福祉医療費助成制度については、「福祉医療費助成制度に関する研究会」で制度の維

持・継続のための見直しについて検討され、平成２８年３月には同研究会の報告書がとりまとめ

られました。 

そして、平成29 年２月大阪府議会定例会において、障がい者医療で対象となっていなかった

精神障がい者及び難病患者へも助成対象を拡充するとともに、福祉医療費助成制度を持続可能な

制度とするための再構築に係る予算を含む大阪府の当初予算が可決され、５月末に大阪府市町村

障がい者医療費助成事業費補助金交付要綱等が改正されました。 

これは、今後も高齢化の進展・医療の高度化に伴う医療費の増嵩や今回の福祉医療の再構築に

おける対象拡充により所要額が増加することが見込まれることや持続可能な制度としていく必

要があることから、対象者、給付の範囲を真に必要な方へ選択・集中することや一部自己負担額

の変更が決定されたものです。 

この制度改正により、助成の対象から外れる方には急激な負担増になるとして、当初１年の経

過措置で検討されていたものが、大阪府議会での審議を踏まえ３年とされるとともに、子育て支

援の観点から子ども医療及びひとり親医療については、一部自己負担については据え置かれたも

のです。 

本町としましても、福祉医療費助成制度を今後も維持・継続していくため、大阪府の制度改正

に準じた形で受益と負担の適正化を図るものとし、引き続き医療費助成事業を実施してまいりた

いと考えます。 
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②②②②現行制度現行制度現行制度現行制度をををを存続存続存続存続しししし、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金についてはについてはについてはについては全国自治体全国自治体全国自治体全国自治体レベルのレベルのレベルのレベルの「「「「無料制度無料制度無料制度無料制度」」」」とすることとすることとすることとすること。。。。    

 （回答） 

    一部自己負担を撤廃することで、モラルハザードが生じる可能性も指摘されているところであ

り、制度を維持・継続していくための適正な運用の観点からも現行制度を継続してまいりたいと

考えています。 

 

        ③③③③子子子子どものどものどものどもの医療費助成医療費助成医療費助成医療費助成についてはについてはについてはについては年齢年齢年齢年齢をををを18181818 歳歳歳歳までとすることまでとすることまでとすることまでとすること。。。。    

   （回答） 

     子ども医療費助成については、平成 27 年４月診療分から中学校３年生（15 歳に達した日以

降における最初の３月末日まで）まで通院医療の助成対象年齢を拡大し、これにより中学校３年

生までの子どもが、入院・通院の医療費助成の対象となりました。高校卒業までの引き上げにつ

いては、今後の子ども医療費助成の実績に基づき、この制度そのものが、持続可能なものとして

維持していくためにも、財政状況に与える影響等の研究を継続します。 

 

３３３３．．．．健診健診健診健診についてについてについてについて    

 

特定健診特定健診特定健診特定健診・がん・がん・がん・がん検診検診検診検診についてはについてはについてはについては、、、、来年度以降来年度以降来年度以降来年度以降、「、「、「、「保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度」」」」交付金交付金交付金交付金とのとのとのとの関係関係関係関係でででで非常非常非常非常にににに重重重重

要要要要となるとなるとなるとなる。。。。全国全国全国全国のののの受診率受診率受診率受診率とととと比比比比べべべべ大大大大きくきくきくきく立立立立ちちちち遅遅遅遅れているれているれているれている自治体自治体自治体自治体についてはについてはについてはについては、、、、これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの分分分分

析析析析・・・・評価評価評価評価をををを行行行行いいいい新新新新たなたなたなたな方策方策方策方策をををを進進進進めめめめることることることること。。。。    

 （回答） 

    特定健診については、現在も未受診者に対して直接、電話による受診勧奨や若年層への受診勧

奨などを積極的におこなっておりますが、今後も受診につながる効果的な実施方法の検討や、未

受診者への受診勧奨、啓発について工夫しながら、さらなる受診率の向上に努めてまいります。 

    さらに、がん検診につきましても、受診率向上のために、各種セット検診の実施、個別の受診

勧奨・再勧奨、乳がん・子宮頸がん検診の初診年齢へのクーポン券送付などを行うとともに、今

年度（２９年度）は「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しており、この調査結果をも

とにこれまでの取り組みの評価と今後の取り組みについての検討を行っていくこととしていま

す。 

 

４４４４．．．．介護保険介護保険介護保険介護保険、、、、高齢者施策高齢者施策高齢者施策高齢者施策についてについてについてについて    

    

①①①①利用者利用者利用者利用者のサービスのサービスのサービスのサービス選択権選択権選択権選択権をををを保障保障保障保障しししし、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型サービスについてサービスについてサービスについてサービスについて、、、、継続継続継続継続・・・・新規新規新規新規にににに

関関関関わらずすべてのわらずすべてのわらずすべてのわらずすべての要支援認定者要支援認定者要支援認定者要支援認定者がががが「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護・・・・介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護」」」」相当相当相当相当のサービスをのサービスをのサービスをのサービスを利用利用利用利用

できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること。。。。またまたまたまた、、、、新規新規新規新規・・・・更新者更新者更新者更新者ともともともとも要介護要介護要介護要介護（（（（要支援要支援要支援要支援））））認定認定認定認定をををを勧奨勧奨勧奨勧奨しししし、、、、認定申請認定申請認定申請認定申請をををを抑制抑制抑制抑制

しないことしないことしないことしないこと。。。。    

（回答） 

   本町における総合事業の訪問型・通所型サービスについては、平成２９年４月より現行相当の

介護予防訪問介護・介護予防通所介護サービスに加え、緩和した基準の訪問介護・通所介護サー

ビス及び短期集中予防の訪問介護・通所介護サービスを創設しスタートしています。 

総合事業のサービス利用に関して、要支援認定者で認定を更新する場合、訪問介護及び通所介

護のみを引き続き利用する際は、「基本チェックリスト」の実施後に地域包括支援センター等に

よるケアプランを作成し、利用者それぞれの状態に応じた、サービス利用に繋げています。 

なお、総合事業実施後も、新規・更新ともに本人の意向を尊重していくため、希望される場合
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は、要介護認定申請に対応します。 

 

②②②②介護従事者介護従事者介護従事者介護従事者のののの処遇処遇処遇処遇をををを維持維持維持維持・・・・改善改善改善改善しししし、、、、事業者事業者事業者事業者のののの経営経営経営経営をををを安定安定安定安定させるためさせるためさせるためさせるため、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型

サービスのサービスのサービスのサービスの単価単価単価単価についてはについてはについてはについては、、、、従来従来従来従来のののの額額額額をををを保証保証保証保証しししし、「、「、「、「出来高制出来高制出来高制出来高制」」」」等等等等によるによるによるによる自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの切切切切りりりり下下下下げをげをげをげを行行行行わわわわ

ないことないことないことないこと。。。。    

   （回答） 

    総合事業の訪問型、通所型サービスの単価については、国の定める額を上限として、市町村で

個別に設定出来ることとなっています。 

それを受け、本町を含め高石市以南８市４町においては、利用者がこれまで以上にサービスの

利用がしやすくなるよう利用回数に応じた出来高払いを採用しております。 

単価については、国の示す単価の上限を採用しており、介護事業者のご理解とご協力のもと、

介護サービスの提供をしております。 

 

③③③③介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用者利用者利用者利用者のののの負担負担負担負担をををを軽減軽減軽減軽減するためするためするためするため、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者についてについてについてについて無料無料無料無料となるようとなるようとなるようとなるよう、、、、自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの利利利利

用料減免制度用料減免制度用料減免制度用料減免制度をつくることをつくることをつくることをつくること。。。。介護保険法介護保険法介護保険法介護保険法改定改定改定改定によってによってによってによって導入導入導入導入されたされたされたされた「「「「３３３３割負担割負担割負担割負担」」」」についてはについてはについてはについては、、、、国国国国にににに実実実実

施中止施中止施中止施中止をををを働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに、、、、２２２２割負担者割負担者割負担者割負担者についてについてについてについて自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

   （回答） 

    町独自に利用料の減免を実施することは、その減免分を他の被保険者の保険料で賄うこととな

り、結果として保険料を引き上げることとなることから、減免制度の創設は考えておりません。 

国の制度改正により、平成３０年８月から導入される予定の「３割負担」については、介護保

険の持続可能性を高める為、現役世代に過度の負担をかけることなく、世代内・世代間の負担の

公平及び負担能力に応じた負担を求める観点から行なわれるものとなっていますのでご理解、ご

協力をお願いします。 

また、２割負担者についても、同趣旨によるものでございますので、町独自の軽減措置は考え

ておりません。 

 

④④④④介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料についてについてについてについて、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者にににに対対対対するするするする公費公費公費公費によるによるによるによる軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置のののの実施実施実施実施をををを国国国国にににに働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに自自自自

治体独自治体独自治体独自治体独自でででで第第第第１１１１～～～～第第第第３３３３所得段階所得段階所得段階所得段階のののの保険料保険料保険料保険料のののの軽減軽減軽減軽減をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。年収年収年収年収１５０１５０１５０１５０万以下万以下万以下万以下のののの人人人人のののの介護保険介護保険介護保険介護保険

料料料料をををを免除免除免除免除するするするする独自減免制度独自減免制度独自減免制度独自減免制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

   （回答） 

    低所得者に対する公費による保険料の軽減措置の実施については、平成２７年４月から第１段

階の保険料を軽減しています。 

今後、消費税率が引き上げられた際に、第２～３段階の保険料の軽減についても実施される予

定となっていることから、本町独自の減免を実施することは考えておりません。 

また、低所得者に対する保険料の独自減免については、既に実施しております。 

 

⑤⑤⑤⑤いわゆるいわゆるいわゆるいわゆる「「「「自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域ケアケアケアケア会議会議会議会議」」」」などなどなどなど、、、、介護介護介護介護サービスからのサービスからのサービスからのサービスからの「「「「卒業卒業卒業卒業」」」」をををを迫迫迫迫りりりり、、、、ケアマネジメケアマネジメケアマネジメケアマネジメ

ントにントにントにントに対対対対するするするする統制統制統制統制をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを作作作作らないことらないことらないことらないこと。。。。    

   （回答） 

  介護予防ケアマネジメントは、本人の「したい、できるようになりたい」ことの実現に向けた

支援であり、ケアマネジメントの統制を目的としていません。 

本町における「自立支援型地域ケア会議」としては、短期集中予防の訪問介護・通所介護サー

ビス利用者を対象に、理学療法士や言語聴覚士、薬剤師、ケアマネジャー等の専門職の方々によ

るアセスメント会議（地域ケア会議）を実施しています。 

このアセスメント会議は、本人の目標を達成するために利用者のサービス開始前とサービス終
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了時の心身状態や生活状況を把握し、心身機能の状況、本人の意向からサービス終了後に継続し

て社会参加を促す取組や運動継続を促すアドバイスを行っています。 

 

        ⑥⑥⑥⑥第第第第７７７７期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画のののの検討検討検討検討にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、実態実態実態実態をををを無視無視無視無視したしたしたした「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標」「」「」「」「給給給給

付抑制目標付抑制目標付抑制目標付抑制目標」」」」等等等等はははは盛盛盛盛りりりり込込込込まずまずまずまず、、、、必要必要必要必要なななな介護介護介護介護サービスがサービスがサービスがサービスが受受受受けられるけられるけられるけられる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。またまたまたまた、、、、介護介護介護介護保険保険保険保険

料料料料についてはについてはについてはについては公費投入公費投入公費投入公費投入によってによってによってによって引引引引きききき下下下下げをはかるげをはかるげをはかるげをはかる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。なおなおなおなお、、、、国国国国にににに対対対対しししし「「「「評価指標評価指標評価指標評価指標にににに基基基基

づくづくづくづく財政的財政的財政的財政的インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ」（」（」（」（ディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブを含含含含むむむむ））））についてはについてはについてはについては実施実施実施実施しないようしないようしないようしないよう求求求求めることめることめることめること。。。。    

  （回答） 

    「介護予防・重度化防止」は、介護保険制度の理念となっており、保険者として重点的に取り組

むべきものとなっており、目標を定め積極的に取り組むことは大変重要なことと考えております。 

    ７期計画においては、国からも計画策定の基本指針の１つとして示されていることから、本町に

おいても地域の状況、利用者の実態等を把握し、それに即した「介護予防・重度化防止目標」を設

定する予定です。 

     また、介護サービスの利用についても、介護保険法において、「被保険者の要介護状態等に関し、

必要な保険給付を行なうものとする。」と規定されており、保険者として、介護が必要なときに必

要なサービスを提供できるようにと考えております。 

    介護保険料の公費投入による引き下げは、平成２７年４月から低所得者の第１段階の方の保険料

を国１／２、府１／４、町１／４とそれぞれ負担し、軽減を行なっております。 

    こうした制度化された仕組み以外の公費投入については、被保険者間の公平制の確保や、健全な

介護保険財政の運営と財政規律の保持の観点から、行なう予定はありません。 

    「評価指標に基づく財政的インセンティブ」（ディスインセンティブを含む）の実施については、

現在、具体的な内容が示されておりませんが、評価指標の設定にあたっては、本町としても、被保

険者が、可能な限り住み慣れた地域で自身の能力に応じた自立した日常生活を営むことが出来るよ

う目標を持って取り組むことは重要であると考えております。     

 

        ⑦⑦⑦⑦高齢者高齢者高齢者高齢者のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防のののの実態調査実態調査実態調査実態調査をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。高齢者宅高齢者宅高齢者宅高齢者宅をををを毎日訪問毎日訪問毎日訪問毎日訪問しししし熱中症熱中症熱中症熱中症にならないにならないにならないにならない対策対策対策対策（（（（クククク

ーラーをーラーをーラーをーラーを動動動動かすなどかすなどかすなどかすなど））））ができるようにができるようにができるようにができるように、、、、社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会、、、、事業者事業者事業者事業者、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯなどによびかけなどによびかけなどによびかけなどによびかけ小学校単小学校単小学校単小学校単

位位位位（（（（地域包括地域包括地域包括地域包括ケアのケアのケアのケアの単位単位単位単位））））でででで見守見守見守見守りネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなど、、、、具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策をををを実行実行実行実行することすることすることすること。。。。介護保介護保介護保介護保

険険険険のののの給付限度額給付限度額給付限度額給付限度額のののの関係関係関係関係でででで、、、、町町町町のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防シェルターシェルターシェルターシェルター（（（（開放公共施設開放公共施設開放公共施設開放公共施設））））へへへへ介助介助介助介助をををを得得得得てててて避難避難避難避難することすることすることすること

がががが困難困難困難困難なケースへのなケースへのなケースへのなケースへの対策対策対策対策をををを各自治体各自治体各自治体各自治体がががが立立立立てることてることてることてること。。。。低額低額低額低額なななな年金生活者年金生活者年金生活者年金生活者やややや生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者のののの中中中中ではではではでは、、、、

高齢者高齢者高齢者高齢者がががが「「「「経済的経済的経済的経済的なななな理由理由理由理由」」」」でクーラーでクーラーでクーラーでクーラー設置設置設置設置をあきらめたりをあきらめたりをあきらめたりをあきらめたり、、、、設置設置設置設置していてもしていてもしていてもしていても利利利利用用用用をををを控控控控えざるをえざるをえざるをえざるを得得得得なななな

いいいい状況状況状況状況がありがありがありがあり、「、「、「、「貸付制度貸付制度貸付制度貸付制度のののの利用利用利用利用」」」」でなくクーラーでなくクーラーでなくクーラーでなくクーラー導入費用導入費用導入費用導入費用やややや電気料金電気料金電気料金電気料金にににに対対対対するするするする補助制度補助制度補助制度補助制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

  （回答） 

  独居高齢者については、必要に応じ定期的に地域包括支援センターから訪問等を行っており、ま

た緊急通報装置の活用についても周知しています。 

熱中症予防については、広報、ホームページのほか、介護事業者や長生会、自治会を通じ、機会

をとらえて普及啓発を継続して行っていきます。 

熱中症予防に限らず、地域での見守り体制の構築は重要であり、住民の方々をはじめ、関係機関

とともに努めてまいります。 

    

５５５５．．．．障害者施策障害者施策障害者施策障害者施策についてについてについてについて    

    

        ①①①①４０４０４０４０歳以上歳以上歳以上歳以上のののの特定疾患特定疾患特定疾患特定疾患・・・・６５６５６５６５歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者についてについてについてについて、「、「、「、「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに

支援支援支援支援するためのするためのするためのするための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度とのとのとのとの適用関係適用関係適用関係適用関係についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成 19191919 年年年年３３３３月月月月
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28282828 日障企発第日障企発第日障企発第日障企発第 0328002032800203280020328002 号号号号・・・・障障発第障障発第障障発第障障発第 0328002032800203280020328002 号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長・・・・

障障障障がいがいがいがい福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知））））ならびにならびにならびにならびに事務連絡事務連絡事務連絡事務連絡「「「「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援するするするする

ためのためのためのための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険介護保険介護保険介護保険制度制度制度制度のののの適用関係等適用関係等適用関係等適用関係等にににに係係係係るるるる留意事項等留意事項等留意事項等留意事項等についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成27272727

年年年年２２２２月月月月 18181818 日日日日））））をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、一律一律一律一律にににに介護保険利用介護保険利用介護保険利用介護保険利用のののの優先優先優先優先をををを利用者利用者利用者利用者にににに求求求求めるのではなくめるのではなくめるのではなくめるのではなく、、、、本人本人本人本人のののの意向意向意向意向をををを尊尊尊尊

重重重重したしたしたした柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。そのためにそのためにそのためにそのために、、、、当該障害者当該障害者当該障害者当該障害者がががが６５６５６５６５歳歳歳歳にににに到達到達到達到達するするするする前前前前にににに、、、、本人本人本人本人からからからから６５６５６５６５歳歳歳歳

到達後到達後到達後到達後のののの福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービス等等等等のののの利用意向利用意向利用意向利用意向をををを高齢高齢高齢高齢・・・・障害障害障害障害それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの担当職員担当職員担当職員担当職員がががが聞聞聞聞きききき取取取取りりりり、、、、本人本人本人本人のののの願願願願いにいにいにいに沿沿沿沿

ったったったった支援支援支援支援がががが提供提供提供提供されるようされるようされるようされるよう、、、、ケアプランケアプランケアプランケアプラン作成事業所作成事業所作成事業所作成事業所とととと十分十分十分十分にににに調整調整調整調整をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

 （回答） 

  ６５歳以上の障がい者や４０歳以上の特定疾患の障がい者は、原則として介護保険サービスへ移行

していだだくこととなりますが、本町では、個別の状況等をお聞きした上で、介護保険だけではサー

ビスが不足する方や、利用を希望するサービスが介護保険には相当するサービスがない場合、必要に

応じて障がい福祉サービスでの支給決定を行っています。今後も個々の実情を把握したうえで、厚生

労働省通知を踏まえ、適切な運用に努めてまいります。 

 

        ②②②②前述前述前述前述のののの調整調整調整調整にもかかわらにもかかわらにもかかわらにもかかわらずずずず、、、、本人本人本人本人がががが納得納得納得納得せずにせずにせずにせずに介護保険介護保険介護保険介護保険のののの利用申請手続利用申請手続利用申請手続利用申請手続きをきをきをきを行行行行わないわないわないわない場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てもてもてもても、、、、一一一一方的機械的方的機械的方的機械的方的機械的にににに障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを打打打打ちちちち切切切切ることなくることなくることなくることなく、、、、引引引引きききき続続続続きききき本人本人本人本人のののの納得納得納得納得をををを得得得得られるケアプられるケアプられるケアプられるケアプ

ランのランのランのランの作成作成作成作成にににに努努努努めることめることめることめること。。。。    

 （回答） 

   これまでも、障がい福祉サービスを利用されている方が６５歳になられる場合には、制度の趣旨説

明を行い、介護認定を受けていただくよう、ご案内をしております。今後も制度の趣旨をご理解いた

だけるよう、丁寧な説明を行ってまいります。 

 

    ③③③③障害者障害者障害者障害者のののの福祉福祉福祉福祉サービスとサービスとサービスとサービスと介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用利用利用利用はははは原則無料原則無料原則無料原則無料としとしとしとし、、、、少少少少なくともなくともなくともなくとも市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯のののの

利用負担利用負担利用負担利用負担はなくすことはなくすことはなくすことはなくすこと。。。。    

 （回答） 

  障がい福祉サービスの利用者負担は、所得に応じて負担上限月額が設定されております。 

なお、すでに市町村民税非課税世帯の負担上限月額は０円と設定されています。 

また、介護保険サービスの利用者負担については、所得に応じて、１割又は２割の負担をいただい

ております。 

そのため、障がい者の方の介護サービスの利用料のみを無料とすることは、他の介護サービス利用

者との公平性を欠くことから、考えておりません。 

   なお、市町村民税非世帯に属する被保険者に対しては、高額介護サービス費及び高額医療介護合算

サービス費の負担上限額が低くなっているほか、施設サービス利用時の食費・居住費を軽減する特定

入所者介護サービス費の給付制度があります。 

 

    ④④④④障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを継続継続継続継続してしてしてして受受受受けてきたがけてきたがけてきたがけてきたが方方方方がががが、、、、要介護認定要介護認定要介護認定要介護認定でででで要支援要支援要支援要支援１１１１、、、、２２２２となったとなったとなったとなった場合場合場合場合のののの総合総合総合総合

事業事業事業事業におけるにおけるにおけるにおける実施実施実施実施にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、障害者障害者障害者障害者にににに理解理解理解理解のあるのあるのあるのある有資格者有資格者有資格者有資格者がががが派遣派遣派遣派遣されるようにすることされるようにすることされるようにすることされるようにすること。。。。    

 （回答） 

本町においては、平成２９年４月から要支援１、２の方及び基本チェックリストにより事業対象者

となった方で訪問介護及び通所介護の利用を希望する方については、地域包括支援センター等が作成

するケアプランに基づき、一人ひとりの心身の状態に応じ、現行のサービスあるいは緩和した基準に

よるサービスの利用を勧めています。 

介護保険法の一部改正により、介護保険と障がい福祉制度に新たに共生型サービスが位置づけられ

ており、連携し対応に努めてまいります。 

    ⑤⑤⑤⑤2017201720172017 年年年年４４４４月診療分月診療分月診療分月診療分よりよりよりより見直見直見直見直されるされるされるされる重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度においてにおいてにおいてにおいて、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、
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利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速におこなわないことにおこなわないことにおこなわないことにおこなわないこと。。。。    

 （回答） 

   制度を維持・継続していくための一部自己負担の変更であり、大阪府の補助金交付要綱に準じて助

成制度を実施してまいりたいと考えています。 

 

６６６６．．．．独自独自独自独自要望要望要望要望についてについてについてについて    

 

1111．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが特定健診特定健診特定健診特定健診にににに心電図心電図心電図心電図をををを入入入入れることをれることをれることをれることを要望要望要望要望しますしますしますします。（。（。（。（泉州泉州泉州泉州のののの３３３３市市市市２２２２町町町町、、、、府下過半数府下過半数府下過半数府下過半数のののの市町村市町村市町村市町村

がががが実施実施実施実施））））    

 （回答） 

   本町の特定健診では、国の規定通り、心電図は「医師が必要とした場合」に実施しています。町

独自の対応としましては、特定保健指導対象者への初回面接時に心電図の導入や特定健診の診察項

目に脈診を追加する対応を行っております。 

また、特定健診の項目は、国において平成30 年度～35 年度の第三期特定健診・特定保健指導に

向けた見直しが行われており、現時点の案では、心電図検査も血圧や症状等によっては対象となる

など、対象者の幅が大きく広がる方向性が示されております。 

本町においても今年度は、「データヘルス計画」策定の年にあたり、各種データの分析を行い、

国の動向を注視していくなかで、心電図の対象者についても検討して参ります。 

 

2222．（．（．（．（1111））））少人数学級少人数学級少人数学級少人数学級をををを他学年他学年他学年他学年にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること（（（（泉佐野市泉佐野市泉佐野市泉佐野市がががが、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ28282828 年度年度年度年度にはにはにはには２２２２年生年生年生年生にににに、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ29292929 年度年度年度年度にはにはにはには

全学年全学年全学年全学年にもにもにもにも拡充拡充拡充拡充））））        

   （回答） 

   ３５人学級編制につきましては、「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定

数の標準に関する法律」により小学１年生対象に実施することが規定されておりま

す。また、小学２年生につきましては、府費で大阪府下の全公立小学校において実

施されております。 

本町におきましては、小学１・２年生の３５人学級の実施とともに、大阪府から

小・中学校８校に加配されている１６名の少人数担当の教職員を有効に活用し小・

中学校における「少人数・習熟度別指導」を実施しております。 個に応じた学習を

展開するため、小学校３年生から算数等において少人数・習熟度別指導を行っており、指導方法の

工夫・改善に取り組んでいるところでございます。 

また、それに加えて小中学校８校に学習支援ボランティアを９７人（H28実績）

配置し、授業への入り込みや学習補助を行い、児童一人一人に対してきめ細やかな

授業が行えるよう配慮しております。 

このようなことから、本町といたしましては、現在のところ、町独自での３５

人学級の実施は検討しておりません。今後、国の動向を注視するとともに、現在

の制度の中で、学校教育のより一層の充実に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 

（（（（2222））））教室教室教室教室へのエアコンへのエアコンへのエアコンへのエアコン（（（（冷暖房冷暖房冷暖房冷暖房））））をををを中学生中学生中学生中学生だけでなくだけでなくだけでなくだけでなく、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度にはにはにはには小学校小学校小学校小学校にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること、、、、

またまたまたまた全全全全てのトイレをてのトイレをてのトイレをてのトイレを洋式洋式洋式洋式にににに変更変更変更変更することすることすることすること（（（（トイレのトイレのトイレのトイレの洋式化率洋式化率洋式化率洋式化率はははは泉州最低泉州最低泉州最低泉州最低））））    

 （回答） 
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    小中学校へのエアコン整備つきましては、計画的に進めているところであり、まずは中学校へ

の整備を先行して進めており、平成２８年度において、中学校３年生の支援教室を含む普通教室

への整備を完了し、平成２９年度は中学校１年生及び２年生の普通教室及び特別教室への整備を

１２月中の稼働に向けて整備を進めているところであり、これをもって中学校への整備を完了し

ます。 

小学校へのエアコンの整備ついては、国の学校施設環境改善交付金の採択を受けることを前提

に、平成３０年度から整備を開始したいと考えております。 

また、トイレの洋式化については、基本的には、今後実施していく大規模修繕工事等に合わせ

て実施していきたいと考えています。 

 

3333．．．．（（（（1111））））今年度中今年度中今年度中今年度中にににに大阪大阪大阪大阪こどもこどもこどもこども生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査のののの項目項目項目項目にににに準拠準拠準拠準拠したしたしたした生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査（（（（例例例例えばえばえばえば、、、、毎日朝食毎日朝食毎日朝食毎日朝食をををを食食食食

べるかべるかべるかべるか、、、、学校学校学校学校のないのないのないのない日日日日にににに昼食昼食昼食昼食をををを毎日毎日毎日毎日たべるかたべるかたべるかたべるか、、、、毎日夕食毎日夕食毎日夕食毎日夕食をををを食食食食べているかべているかべているかべているか、、、、そのそのそのその他他他他））））をををを実施実施実施実施しししし、、、、公表公表公表公表

することすることすることすること、、、、そしてそしてそしてそして、、、、町町町町のののの課題課題課題課題とととと目標目標目標目標をををを年度内年度内年度内年度内にににに具体化具体化具体化具体化することすることすることすること    

（回答） 

  子どもの貧困問題の克服に向けた取り組みを統括する担当部署は、「熊取町子ども・子育て

支援計画」の総括をはじめ、保育所、小中学校など各現場における児童や家庭の問題への対応

時に関係機関とのコーディネートを行う健康福祉部子育て支援課が担っております。 

生活実態調査については、大阪府が実施しました「子どもの生活に関する実態調査」の結果

並びに当該結果を踏まえた大阪府及び府下市町村の動向を注視していくものの、本町におきま

しては、妊娠届出その他各健診時における情報や、保育所、小中学校等の各現場において、子

ども・保護者から出されるサイン・相談等を丁寧に分析することにより、貧困を含め、同調査

より詳細な実態を把握しており、支援が必要なケースについては、母子保健分野、保育所等を

所管する健康福祉部と、小中学校を所管する教育委員会が連携して適切な対応を行っているこ

とから、別途調査は行わず、現在の取組を推進していきたいと考えております。 

また、子どもの貧困問題における当面の課題と目標については、上記の大阪府等の動向を注

視し、適切に対応していくとともに、今後も、引き続き「熊取町子ども・子育て支援計画」に

掲載の施策を着実に推進することと捉え、支援が必要な児童や保護者に寄り添い、ケースごと

に適切な支援をきめ細かく継続的に行ってまいります。 

また、本町では、「第２次健康くまとり２１（健康増進計画・食育推進計画）」（計画年度：

平成２６年度～３０年度）に基づき、子どもの健康や食育推進に取り組んでおります。 

今年度（２９年度）は、次期計画策定に向けて、現計画の取り組みの評価と次期計画におけ

る目標設定を目的とした「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しております。 

調査の中では、子どもの食生活の状況や運動、生活習慣に関する質問項目がありますので、

その回答結果をもとに課題の整理と今後の目標設定を次期計画策定とともに行ってまいりた

いと考えます。 

 

            （（（（2222））））就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給基準支給基準支給基準支給基準をををを生活保護基準生活保護基準生活保護基準生活保護基準（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ26262626 年度旧基準年度旧基準年度旧基準年度旧基準））））のののの 1.11.11.11.1 倍倍倍倍からからからから 1.31.31.31.3 倍倍倍倍（（（（府下府下府下府下のののの平均平均平均平均））））

にひきあげることにひきあげることにひきあげることにひきあげること、、、、③③③③就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給日支給日支給日支給日をををを新入生新入生新入生新入生にはにはにはには入学前入学前入学前入学前（（（（3/13/13/13/1 頃頃頃頃））））にににに、、、、そしてそしてそしてそして全体全体全体全体のののの支支支支

給日給日給日給日をををを１１１１学期末学期末学期末学期末（（（（7/207/207/207/20 頃頃頃頃））））ではなくではなくではなくではなく、、、、平成平成平成平成 27272727 年年年年９９９９月議会月議会月議会月議会でででで採択採択採択採択されたされたされたされた請願請願請願請願のとおりのとおりのとおりのとおり、、、、新学期新学期新学期新学期

がががが始始始始まるまるまるまる前前前前（（（（4/14/14/14/1 頃頃頃頃））））にににに支給支給支給支給することすることすることすること    

    （回答） 

      就学援助費の認定基準額については、本町においては、要保護者及び前年中の所得が生活扶

助基準の１．１倍未満の世帯を対象としています。 

なお、この生活扶助基準については、国において、平成２５年８月に、就学援助費支給認定
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の際に根拠とする生活扶助基準の見直しがなされたところですが、これにより支給対象外とな

らないよう平成２６年度以降の就学援助費については、改正前の生活扶助基準により認定を行

っています。 

近隣市町（岸和田市以南５市３町）においては、本町の設定額が最も高いレベル、支給対象

者の範囲が最も広いレベルとなっているところであり、年々増加する援助費にかかる財源確保

が困難となっている状況の中でありますが、当面この水準を維持する努力をしていきたいと考

えています。 

入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であると

考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたいと

考えています。 

次に、就学援助費の全体の支給日については、近隣市町の中ではもっと早い７月下旬に支給

しています。 

この支給時期を早めることについては、課税決定前の確定申告書の写しやその他の所得に関

する資料を提出いただくしかなく、認定事務に際しては、間違いや漏れのないように進めるこ

と、また、一旦支給した援助費の返還が発生することのないように事務を進めていくことが大

切だと考えており、現状の７月中の支給を目標に事務を進めることが最善と考えます。 

 

            （（（（3333））））多子世帯多子世帯多子世帯多子世帯のののの給食費給食費給食費給食費についてについてについてについて、、、、第第第第２２２２子子子子はははは半額半額半額半額にににに、、、、第第第第３３３３子以降子以降子以降子以降はははは無償化無償化無償化無償化することすることすることすること    

    （回答） 

      給食の食材費については、学校給食法に基づき、保護者負担となっているところですが、 

経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対しましては、食材費の全額を就学援助

費として支給を行っているところです。 

      要望の第２子及び第３子以降の無償化ですが、年々増加する援助費にかかる財源確保が困難

になってきている状況の中で、援助の対象を就学援助費の対象世帯以外への援助まで拡げるこ

とは現在のところ考えておりません。 

 

            （（（（4444））））教科書以外教科書以外教科書以外教科書以外のののの学用品学用品学用品学用品についてはについてはについてはについては、、、、画一的義務的画一的義務的画一的義務的画一的義務的なななな購入購入購入購入をををを求求求求めるめるめるめる「「「「制定品制定品制定品制定品」」」」をやめをやめをやめをやめ、、、、安安安安くてくてくてくて良良良良

いいいい類似品類似品類似品類似品をををを各保護者各保護者各保護者各保護者がががが自由自由自由自由にににに選択選択選択選択できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること    

    （回答） 

      学用品につきましては、各学校において、類似品を自由に選択できるようにしております。 

 

        4444．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町にににに「「「「社会福祉法社会福祉法社会福祉法社会福祉法（（（（昭和昭和昭和昭和26262626 年法律第年法律第年法律第年法律第45454545 号号号号））））第第第第 14141414 条第条第条第条第３３３３項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより福祉福祉福祉福祉にににに関関関関するするするする事務事務事務事務

所所所所（（（（医科医科医科医科「「「「福祉事務所福祉事務所福祉事務所福祉事務所」」」」というというというという。）。）。）。）をををを設置設置設置設置するするするする。」。」。」。」ことのことのことのことの可否可否可否可否についてについてについてについて、、、、町民町民町民町民にとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットと

デメリットデメリットデメリットデメリット等等等等のののの様々様々様々様々なななな事項事項事項事項をををを調査調査調査調査・・・・検討検討検討検討しししし、、、、説明説明説明説明することすることすることすること。。。。    

 （回答） 

      福祉事務所につきましては、社会福祉法により都道府県及び市には設置が義務づけられ、

町村は任意で設置することができるとされています。 

本町における福祉事務所の所掌事務につきましては、大阪府である岸和田子ども家庭セン

ターにおいて執行されているところです。 

本町に福祉事務所を設置した場合には、進達経由事務が直接処理できるようになりますが、

福祉事務所の事務を遂行させるためには、法定基準による専門職の配置増員が必要となり、

一定の生活保護扶助費の国庫負担金や普通地方交付税の基準財政需用額に算入はされるもの

の、新たな経費も発生することとなります。 

住民の皆さまによりていねいに福祉サービスが提供できるように、平成28 年10 月からＣ

ＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）を１名増員するとともに、生活困窮者の相談窓口
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を本町役場の本館１階において週２回開設するなど、現在も行っている岸和田子ども家庭セ

ンターとの連携をより密にし、身近な所において直接福祉サービスの提供ができる連携体制

も整えているところです。 

以上のことから、本町における福祉事務所の設置につきましては、現段階におきましては想

定しておりません。ご理解をいただきますようお願いします。 

 

        5555．．．．大阪府大阪府大阪府大阪府はははは、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度からのからのからのからの国保国保国保国保のののの広域化広域化広域化広域化にあたってにあたってにあたってにあたって、、、、府民府民府民府民にににに説明責任説明責任説明責任説明責任をををを果果果果たしていませんたしていませんたしていませんたしていません。。。。町町町町

がががが、、、、大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式のののの一方的一方的一方的一方的なななな実施実施実施実施にににに反対反対反対反対するするするする大多数大多数大多数大多数のののの市町村市町村市町村市町村とととと足並足並足並足並みをみをみをみを揃揃揃揃ええええ、、、、住民住民住民住民

のののの福祉福祉福祉福祉とととと自治自治自治自治のののの順守順守順守順守をををを求求求求めることめることめることめること    

    （回答） 

     平成30 年度からの国保の広域化により大阪府が財政運営を担うことで、高額な新薬の承認

や感染症の発生などにより、想定以上に医療費が伸びるなどのリスクを大阪府全体で吸収し、

翌年度以降の急激な保険料率への影響を回避し、安定的な財政運営が図れるものです。 

また、同じ府内で同じ医療を受けても、居住する市町村によって保険料が異なるという現状

に対して、その負担の公平性を確保するためにも、統一の保険料率が設定されることとなって

います。 

現在、大阪府においても都道府県化に向けて、大阪府広域化調整会議等で協議、検討されて

いるところですので、その進捗状況や大阪府国民健康保険運営協議会での審議の経過、府内市

町村の動向に注視するとともに、具体的な内容が示されましたら適切に対応してまいりたいと

考えております。 

 

        6666．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券（（（（泉州泉州泉州泉州））））のののの医療資源医療資源医療資源医療資源（（（（大規模病院大規模病院大規模病院大規模病院やややや医師医師医師医師、、、、看護師看護師看護師看護師））））のののの不足不足不足不足のののの抜本的抜本的抜本的抜本的なななな

拡充拡充拡充拡充をををを早急早急早急早急にににに実現実現実現実現するようするようするようするよう大阪府大阪府大阪府大阪府とととと国国国国にににに要請要請要請要請することすることすることすること        

    （回答） 

     本町では、現在、広域医療対策として、泉州医療圏二次救急医療対策事業（高石市以南８市

４町参画）に参画するとともに、泉南地域３市３町（泉佐野市・泉南市・阪南市・熊取町・田

尻町・岬町）で泉佐野泉南医師会看護専門学校に補助金を支出するなど、地域の医療体制の整

備に努めているところです。 

     医療資源の不足については、大阪府及び国に対して必要な対策を求めてまいりたいと考えま

す。 
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                                    ２９熊保第４６６４号 

                                    平成２９年８月１６日 

 

大阪社会保障推進協議会 

会長 井上 賢二 様 

 

                                 熊取町長 藤 原 敏 司 

                                      （公印省略） 

 

２０１７年度自治体キャラバン行動・要望書への回答について 

 

平成２９年６月２８日付けで要望のありました項目について下記のとおり回答いたします。 

 

記 

 

１１１１．．．．子子子子どもどもどもども施策施策施策施策・・・・貧困対策貧困対策貧困対策貧困対策についてについてについてについて    

    

①①①①就学援助制度就学援助制度就学援助制度就学援助制度についてはについてはについてはについては、、、、実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行いいいい、、、、実態実態実態実態にににに見合見合見合見合ったったったった金額金額金額金額にするとともににするとともににするとともににするとともに、、、、入学準備金入学準備金入学準備金入学準備金のののの

前倒前倒前倒前倒しししし支給支給支給支給（（（（２２２２月月月月３３３３月中月中月中月中））））とするとともにとするとともにとするとともにとするとともに、、、、そのそのそのその他他他他のののの支給支給支給支給についてもについてもについてもについても早早早早くすることくすることくすることくすること。。。。    

  （回答） 

     就学援助制度の支給金額については、国の補助基準と同額の支給としており、平成29 年度の

新入学学用品費の国基準額の増額についても、本町においてもこれに対応した予算を確保して支

給しているところです。  

次に、入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であ

ると考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたい

と考えています。 

 

②②②②大阪府及大阪府及大阪府及大阪府及びびびび各市各市各市各市のののの「「「「子子子子どものどものどものどもの生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査」」」」結果結果結果結果・・・・分析分析分析分析にににに鑑鑑鑑鑑みみみみ、、、、朝食支援朝食支援朝食支援朝食支援、、、、休日休日休日休日のののの食事支援食事支援食事支援食事支援にににに自自自自

治体治体治体治体としてとしてとしてとして本格的本格的本格的本格的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。学校給食学校給食学校給食学校給食はははは義務教育義務教育義務教育義務教育のののの一貫一貫一貫一貫としてとしてとしてとして無料無料無料無料としとしとしとし、、、、さらにさらにさらにさらに子子子子どものどものどものどもの食食食食

をささえるものにをささえるものにをささえるものにをささえるものに値値値値するするするする内容内容内容内容とすることとすることとすることとすること。。。。    

   （回答） 

    本町においては、住民提案型協働事業として採択され、貴会が今年度から運営されている「こ

どもレストラン」に対し、補助金を交付することを決定しており、実行委員会に出席するなど、

同レストランの運営に参画しております。 

なお、朝食支援などの食事支援の取組については、同レストランの運営状況及び事業効果を見

極めるとともに、大阪府の「子どもの生活に関する実態調査」の結果を踏まえた大阪府及び府下

市町村の動向を注視し、調査・研究を進めてまいります。 

 

③③③③学習支援学習支援学習支援学習支援・・・・無料塾無料塾無料塾無料塾についてはについてはについてはについては、、、、教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会、、、、生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課、、、、ひとりひとりひとりひとり親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等

がががが横断的横断的横断的横断的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。    

 （回答） 

     生活困窮世帯及び生活保護世帯の児童等に対する学習支援は、大阪府の委託を受けた大阪府

社会福祉協議会が実施しており、本町内では町民会館において週１回、日曜日の１０時から１

２時までの２時間を実施しております。 
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      また、実施にあたっては、町内各中学校へちらしを配付するなど、学校との連携に努めて実

施しております。 

 

④④④④ワクチンワクチンワクチンワクチン製造製造製造製造メーカーのメーカーのメーカーのメーカーの事情事情事情事情によりここによりここによりここによりここ数年数年数年数年、、、、麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンやワクチンやワクチンやワクチンや日本脳炎日本脳炎日本脳炎日本脳炎ワクチンワクチンワクチンワクチン、、、、

インフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチン不足不足不足不足がががが医療機関医療機関医療機関医療機関よりよりよりより報告報告報告報告があがっているがあがっているがあがっているがあがっている。。。。よってよってよってよって、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象者対象者対象者対象者がががが定定定定

期接種期間内期接種期間内期接種期間内期接種期間内にににに接種接種接種接種できないできないできないできない場合場合場合場合、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象対象対象対象とするようにとするようにとするようにとするように特別措置特別措置特別措置特別措置をとれないかをとれないかをとれないかをとれないか検討検討検討検討するこするこするこするこ

とととと。。。。国国国国またはまたはまたはまたは自治体自治体自治体自治体によるによるによるによる麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンワクチンワクチンワクチン接種接種接種接種などのなどのなどのなどの延長延長延長延長がされたがされたがされたがされた場合場合場合場合、、、、健康被害健康被害健康被害健康被害なななな

どどどど事故事故事故事故がががが起起起起きたきたきたきた場合場合場合場合のののの補償補償補償補償をすることをすることをすることをすること。。。。大阪府大阪府大阪府大阪府へへへへ接種率接種率接種率接種率のののの目標達成目標達成目標達成目標達成へへへへ向向向向けたけたけたけた勧奨勧奨勧奨勧奨やややや供給体制供給体制供給体制供給体制のののの確保確保確保確保

などをなどをなどをなどを含含含含めためためためた指導指導指導指導をおこなうことをおこなうことをおこなうことをおこなうこと。。。。ワクチンのワクチンのワクチンのワクチンの安定供給安定供給安定供給安定供給にににに一層一層一層一層のののの尽力尽力尽力尽力をいただくことをいただくことをいただくことをいただくこと。。。。    

   （回答） 

    麻しん・風しん混合ワクチンや日本脳炎ワクチン等の定期予防接種の実施につきましては、国

基準に基づき実施しており、町独自で定期予防接種の対象を拡大することは現時点では考えてお

りませんが、今後も引き続き国や自治体の動向を注視してまいります。 

また、国による接種期間の延長がされた場合は、国の規定に基づき、健康被害が生じた場合の

補償をおこなってまいります。 

予防接種率の向上のため、出生届出時の全数面接、乳児家庭全戸訪問事業、各種乳幼児健診、

就学前説明会、その他母子保健事業の機会をとおして、接種勧奨を引き続きおこなうとともに、

麻しん・風しんワクチン接種につきましては、国の目標値である 95％以上の接種率を維持する

ため、個別通知を今後も続けるなど、接種率の向上に努めてまいります。 

 

２２２２．．．．大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度についてについてについてについて    

    

①①①①大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度のののの一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速にににに行行行行わなわなわなわな

いことをいことをいことをいことを求求求求めることめることめることめること。。。。    

   （回答） 

    大阪府の福祉医療費助成制度については、「福祉医療費助成制度に関する研究会」で制度の維

持・継続のための見直しについて検討され、平成２８年３月には同研究会の報告書がとりまとめ

られました。 

そして、平成29 年２月大阪府議会定例会において、障がい者医療で対象となっていなかった

精神障がい者及び難病患者へも助成対象を拡充するとともに、福祉医療費助成制度を持続可能な

制度とするための再構築に係る予算を含む大阪府の当初予算が可決され、５月末に大阪府市町村

障がい者医療費助成事業費補助金交付要綱等が改正されました。 

これは、今後も高齢化の進展・医療の高度化に伴う医療費の増嵩や今回の福祉医療の再構築に

おける対象拡充により所要額が増加することが見込まれることや持続可能な制度としていく必

要があることから、対象者、給付の範囲を真に必要な方へ選択・集中することや一部自己負担額

の変更が決定されたものです。 

この制度改正により、助成の対象から外れる方には急激な負担増になるとして、当初１年の経

過措置で検討されていたものが、大阪府議会での審議を踏まえ３年とされるとともに、子育て支

援の観点から子ども医療及びひとり親医療については、一部自己負担については据え置かれたも

のです。 

本町としましても、福祉医療費助成制度を今後も維持・継続していくため、大阪府の制度改正

に準じた形で受益と負担の適正化を図るものとし、引き続き医療費助成事業を実施してまいりた

いと考えます。 
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②②②②現行制度現行制度現行制度現行制度をををを存続存続存続存続しししし、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金についてはについてはについてはについては全国自治体全国自治体全国自治体全国自治体レベルのレベルのレベルのレベルの「「「「無料制度無料制度無料制度無料制度」」」」とすることとすることとすることとすること。。。。    

 （回答） 

    一部自己負担を撤廃することで、モラルハザードが生じる可能性も指摘されているところであ

り、制度を維持・継続していくための適正な運用の観点からも現行制度を継続してまいりたいと

考えています。 

 

        ③③③③子子子子どものどものどものどもの医療費助成医療費助成医療費助成医療費助成についてはについてはについてはについては年齢年齢年齢年齢をををを18181818 歳歳歳歳までとすることまでとすることまでとすることまでとすること。。。。    

   （回答） 

     子ども医療費助成については、平成 27 年４月診療分から中学校３年生（15 歳に達した日以

降における最初の３月末日まで）まで通院医療の助成対象年齢を拡大し、これにより中学校３年

生までの子どもが、入院・通院の医療費助成の対象となりました。高校卒業までの引き上げにつ

いては、今後の子ども医療費助成の実績に基づき、この制度そのものが、持続可能なものとして

維持していくためにも、財政状況に与える影響等の研究を継続します。 

 

３３３３．．．．健診健診健診健診についてについてについてについて    

 

特定健診特定健診特定健診特定健診・がん・がん・がん・がん検診検診検診検診についてはについてはについてはについては、、、、来年度以降来年度以降来年度以降来年度以降、「、「、「、「保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度」」」」交付金交付金交付金交付金とのとのとのとの関係関係関係関係でででで非常非常非常非常にににに重重重重

要要要要となるとなるとなるとなる。。。。全国全国全国全国のののの受診率受診率受診率受診率とととと比比比比べべべべ大大大大きくきくきくきく立立立立ちちちち遅遅遅遅れているれているれているれている自治体自治体自治体自治体についてはについてはについてはについては、、、、これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの分分分分

析析析析・・・・評価評価評価評価をををを行行行行いいいい新新新新たなたなたなたな方策方策方策方策をををを進進進進めめめめることることることること。。。。    

 （回答） 

    特定健診については、現在も未受診者に対して直接、電話による受診勧奨や若年層への受診勧

奨などを積極的におこなっておりますが、今後も受診につながる効果的な実施方法の検討や、未

受診者への受診勧奨、啓発について工夫しながら、さらなる受診率の向上に努めてまいります。 

    さらに、がん検診につきましても、受診率向上のために、各種セット検診の実施、個別の受診

勧奨・再勧奨、乳がん・子宮頸がん検診の初診年齢へのクーポン券送付などを行うとともに、今

年度（２９年度）は「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しており、この調査結果をも

とにこれまでの取り組みの評価と今後の取り組みについての検討を行っていくこととしていま

す。 

 

４４４４．．．．介護保険介護保険介護保険介護保険、、、、高齢者施策高齢者施策高齢者施策高齢者施策についてについてについてについて    

    

①①①①利用者利用者利用者利用者のサービスのサービスのサービスのサービス選択権選択権選択権選択権をををを保障保障保障保障しししし、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型サービスについてサービスについてサービスについてサービスについて、、、、継続継続継続継続・・・・新規新規新規新規にににに

関関関関わらずすべてのわらずすべてのわらずすべてのわらずすべての要支援認定者要支援認定者要支援認定者要支援認定者がががが「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護・・・・介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護」」」」相当相当相当相当のサービスをのサービスをのサービスをのサービスを利用利用利用利用

できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること。。。。またまたまたまた、、、、新規新規新規新規・・・・更新者更新者更新者更新者ともともともとも要介護要介護要介護要介護（（（（要支援要支援要支援要支援））））認定認定認定認定をををを勧奨勧奨勧奨勧奨しししし、、、、認定申請認定申請認定申請認定申請をををを抑制抑制抑制抑制

しないことしないことしないことしないこと。。。。    

（回答） 

   本町における総合事業の訪問型・通所型サービスについては、平成２９年４月より現行相当の

介護予防訪問介護・介護予防通所介護サービスに加え、緩和した基準の訪問介護・通所介護サー

ビス及び短期集中予防の訪問介護・通所介護サービスを創設しスタートしています。 

総合事業のサービス利用に関して、要支援認定者で認定を更新する場合、訪問介護及び通所介

護のみを引き続き利用する際は、「基本チェックリスト」の実施後に地域包括支援センター等に

よるケアプランを作成し、利用者それぞれの状態に応じた、サービス利用に繋げています。 

なお、総合事業実施後も、新規・更新ともに本人の意向を尊重していくため、希望される場合
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は、要介護認定申請に対応します。 

 

②②②②介護従事者介護従事者介護従事者介護従事者のののの処遇処遇処遇処遇をををを維持維持維持維持・・・・改善改善改善改善しししし、、、、事業者事業者事業者事業者のののの経営経営経営経営をををを安定安定安定安定させるためさせるためさせるためさせるため、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型

サービスのサービスのサービスのサービスの単価単価単価単価についてはについてはについてはについては、、、、従来従来従来従来のののの額額額額をををを保証保証保証保証しししし、「、「、「、「出来高制出来高制出来高制出来高制」」」」等等等等によるによるによるによる自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの切切切切りりりり下下下下げをげをげをげを行行行行わわわわ

ないことないことないことないこと。。。。    

   （回答） 

    総合事業の訪問型、通所型サービスの単価については、国の定める額を上限として、市町村で

個別に設定出来ることとなっています。 

それを受け、本町を含め高石市以南８市４町においては、利用者がこれまで以上にサービスの

利用がしやすくなるよう利用回数に応じた出来高払いを採用しております。 

単価については、国の示す単価の上限を採用しており、介護事業者のご理解とご協力のもと、

介護サービスの提供をしております。 

 

③③③③介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用者利用者利用者利用者のののの負担負担負担負担をををを軽減軽減軽減軽減するためするためするためするため、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者についてについてについてについて無料無料無料無料となるようとなるようとなるようとなるよう、、、、自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの利利利利

用料減免制度用料減免制度用料減免制度用料減免制度をつくることをつくることをつくることをつくること。。。。介護保険法介護保険法介護保険法介護保険法改定改定改定改定によってによってによってによって導入導入導入導入されたされたされたされた「「「「３３３３割負担割負担割負担割負担」」」」についてはについてはについてはについては、、、、国国国国にににに実実実実

施中止施中止施中止施中止をををを働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに、、、、２２２２割負担者割負担者割負担者割負担者についてについてについてについて自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

   （回答） 

    町独自に利用料の減免を実施することは、その減免分を他の被保険者の保険料で賄うこととな

り、結果として保険料を引き上げることとなることから、減免制度の創設は考えておりません。 

国の制度改正により、平成３０年８月から導入される予定の「３割負担」については、介護保

険の持続可能性を高める為、現役世代に過度の負担をかけることなく、世代内・世代間の負担の

公平及び負担能力に応じた負担を求める観点から行なわれるものとなっていますのでご理解、ご

協力をお願いします。 

また、２割負担者についても、同趣旨によるものでございますので、町独自の軽減措置は考え

ておりません。 

 

④④④④介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料についてについてについてについて、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者にににに対対対対するするするする公費公費公費公費によるによるによるによる軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置のののの実施実施実施実施をををを国国国国にににに働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに自自自自

治体独自治体独自治体独自治体独自でででで第第第第１１１１～～～～第第第第３３３３所得段階所得段階所得段階所得段階のののの保険料保険料保険料保険料のののの軽減軽減軽減軽減をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。年収年収年収年収１５０１５０１５０１５０万以下万以下万以下万以下のののの人人人人のののの介護保険介護保険介護保険介護保険

料料料料をををを免除免除免除免除するするするする独自減免制度独自減免制度独自減免制度独自減免制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

   （回答） 

    低所得者に対する公費による保険料の軽減措置の実施については、平成２７年４月から第１段

階の保険料を軽減しています。 

今後、消費税率が引き上げられた際に、第２～３段階の保険料の軽減についても実施される予

定となっていることから、本町独自の減免を実施することは考えておりません。 

また、低所得者に対する保険料の独自減免については、既に実施しております。 

 

⑤⑤⑤⑤いわゆるいわゆるいわゆるいわゆる「「「「自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域ケアケアケアケア会議会議会議会議」」」」などなどなどなど、、、、介護介護介護介護サービスからのサービスからのサービスからのサービスからの「「「「卒業卒業卒業卒業」」」」をををを迫迫迫迫りりりり、、、、ケアマネジメケアマネジメケアマネジメケアマネジメ

ントにントにントにントに対対対対するするするする統制統制統制統制をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを作作作作らないことらないことらないことらないこと。。。。    

   （回答） 

  介護予防ケアマネジメントは、本人の「したい、できるようになりたい」ことの実現に向けた

支援であり、ケアマネジメントの統制を目的としていません。 

本町における「自立支援型地域ケア会議」としては、短期集中予防の訪問介護・通所介護サー

ビス利用者を対象に、理学療法士や言語聴覚士、薬剤師、ケアマネジャー等の専門職の方々によ

るアセスメント会議（地域ケア会議）を実施しています。 

このアセスメント会議は、本人の目標を達成するために利用者のサービス開始前とサービス終
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了時の心身状態や生活状況を把握し、心身機能の状況、本人の意向からサービス終了後に継続し

て社会参加を促す取組や運動継続を促すアドバイスを行っています。 

 

        ⑥⑥⑥⑥第第第第７７７７期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画のののの検討検討検討検討にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、実態実態実態実態をををを無視無視無視無視したしたしたした「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標」「」「」「」「給給給給

付抑制目標付抑制目標付抑制目標付抑制目標」」」」等等等等はははは盛盛盛盛りりりり込込込込まずまずまずまず、、、、必要必要必要必要なななな介護介護介護介護サービスがサービスがサービスがサービスが受受受受けられるけられるけられるけられる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。またまたまたまた、、、、介護介護介護介護保険保険保険保険

料料料料についてはについてはについてはについては公費投入公費投入公費投入公費投入によってによってによってによって引引引引きききき下下下下げをはかるげをはかるげをはかるげをはかる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。なおなおなおなお、、、、国国国国にににに対対対対しししし「「「「評価指標評価指標評価指標評価指標にににに基基基基

づくづくづくづく財政的財政的財政的財政的インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ」（」（」（」（ディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブを含含含含むむむむ））））についてはについてはについてはについては実施実施実施実施しないようしないようしないようしないよう求求求求めることめることめることめること。。。。    

  （回答） 

    「介護予防・重度化防止」は、介護保険制度の理念となっており、保険者として重点的に取り組

むべきものとなっており、目標を定め積極的に取り組むことは大変重要なことと考えております。 

    ７期計画においては、国からも計画策定の基本指針の１つとして示されていることから、本町に

おいても地域の状況、利用者の実態等を把握し、それに即した「介護予防・重度化防止目標」を設

定する予定です。 

     また、介護サービスの利用についても、介護保険法において、「被保険者の要介護状態等に関し、

必要な保険給付を行なうものとする。」と規定されており、保険者として、介護が必要なときに必

要なサービスを提供できるようにと考えております。 

    介護保険料の公費投入による引き下げは、平成２７年４月から低所得者の第１段階の方の保険料

を国１／２、府１／４、町１／４とそれぞれ負担し、軽減を行なっております。 

    こうした制度化された仕組み以外の公費投入については、被保険者間の公平制の確保や、健全な

介護保険財政の運営と財政規律の保持の観点から、行なう予定はありません。 

    「評価指標に基づく財政的インセンティブ」（ディスインセンティブを含む）の実施については、

現在、具体的な内容が示されておりませんが、評価指標の設定にあたっては、本町としても、被保

険者が、可能な限り住み慣れた地域で自身の能力に応じた自立した日常生活を営むことが出来るよ

う目標を持って取り組むことは重要であると考えております。     

 

        ⑦⑦⑦⑦高齢者高齢者高齢者高齢者のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防のののの実態調査実態調査実態調査実態調査をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。高齢者宅高齢者宅高齢者宅高齢者宅をををを毎日訪問毎日訪問毎日訪問毎日訪問しししし熱中症熱中症熱中症熱中症にならないにならないにならないにならない対策対策対策対策（（（（クククク

ーラーをーラーをーラーをーラーを動動動動かすなどかすなどかすなどかすなど））））ができるようにができるようにができるようにができるように、、、、社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会、、、、事業者事業者事業者事業者、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯなどによびかけなどによびかけなどによびかけなどによびかけ小学校単小学校単小学校単小学校単

位位位位（（（（地域包括地域包括地域包括地域包括ケアのケアのケアのケアの単位単位単位単位））））でででで見守見守見守見守りネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなど、、、、具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策をををを実行実行実行実行することすることすることすること。。。。介護保介護保介護保介護保

険険険険のののの給付限度額給付限度額給付限度額給付限度額のののの関係関係関係関係でででで、、、、町町町町のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防シェルターシェルターシェルターシェルター（（（（開放公共施設開放公共施設開放公共施設開放公共施設））））へへへへ介助介助介助介助をををを得得得得てててて避難避難避難避難することすることすることすること

がががが困難困難困難困難なケースへのなケースへのなケースへのなケースへの対策対策対策対策をををを各自治体各自治体各自治体各自治体がががが立立立立てることてることてることてること。。。。低額低額低額低額なななな年金生活者年金生活者年金生活者年金生活者やややや生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者のののの中中中中ではではではでは、、、、

高齢者高齢者高齢者高齢者がががが「「「「経済的経済的経済的経済的なななな理由理由理由理由」」」」でクーラーでクーラーでクーラーでクーラー設置設置設置設置をあきらめたりをあきらめたりをあきらめたりをあきらめたり、、、、設置設置設置設置していてもしていてもしていてもしていても利利利利用用用用をををを控控控控えざるをえざるをえざるをえざるを得得得得なななな

いいいい状況状況状況状況がありがありがありがあり、「、「、「、「貸付制度貸付制度貸付制度貸付制度のののの利用利用利用利用」」」」でなくクーラーでなくクーラーでなくクーラーでなくクーラー導入費用導入費用導入費用導入費用やややや電気料金電気料金電気料金電気料金にににに対対対対するするするする補助制度補助制度補助制度補助制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

  （回答） 

  独居高齢者については、必要に応じ定期的に地域包括支援センターから訪問等を行っており、ま

た緊急通報装置の活用についても周知しています。 

熱中症予防については、広報、ホームページのほか、介護事業者や長生会、自治会を通じ、機会

をとらえて普及啓発を継続して行っていきます。 

熱中症予防に限らず、地域での見守り体制の構築は重要であり、住民の方々をはじめ、関係機関

とともに努めてまいります。 

    

５５５５．．．．障害者施策障害者施策障害者施策障害者施策についてについてについてについて    

    

        ①①①①４０４０４０４０歳以上歳以上歳以上歳以上のののの特定疾患特定疾患特定疾患特定疾患・・・・６５６５６５６５歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者についてについてについてについて、「、「、「、「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに

支援支援支援支援するためのするためのするためのするための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度とのとのとのとの適用関係適用関係適用関係適用関係についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成 19191919 年年年年３３３３月月月月
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28282828 日障企発第日障企発第日障企発第日障企発第 0328002032800203280020328002 号号号号・・・・障障発第障障発第障障発第障障発第 0328002032800203280020328002 号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長・・・・

障障障障がいがいがいがい福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知））））ならびにならびにならびにならびに事務連絡事務連絡事務連絡事務連絡「「「「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援するするするする

ためのためのためのための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険介護保険介護保険介護保険制度制度制度制度のののの適用関係等適用関係等適用関係等適用関係等にににに係係係係るるるる留意事項等留意事項等留意事項等留意事項等についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成27272727

年年年年２２２２月月月月 18181818 日日日日））））をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、一律一律一律一律にににに介護保険利用介護保険利用介護保険利用介護保険利用のののの優先優先優先優先をををを利用者利用者利用者利用者にににに求求求求めるのではなくめるのではなくめるのではなくめるのではなく、、、、本人本人本人本人のののの意向意向意向意向をををを尊尊尊尊

重重重重したしたしたした柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。そのためにそのためにそのためにそのために、、、、当該障害者当該障害者当該障害者当該障害者がががが６５６５６５６５歳歳歳歳にににに到達到達到達到達するするするする前前前前にににに、、、、本人本人本人本人からからからから６５６５６５６５歳歳歳歳

到達後到達後到達後到達後のののの福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービス等等等等のののの利用意向利用意向利用意向利用意向をををを高齢高齢高齢高齢・・・・障害障害障害障害それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの担当職員担当職員担当職員担当職員がががが聞聞聞聞きききき取取取取りりりり、、、、本人本人本人本人のののの願願願願いにいにいにいに沿沿沿沿

ったったったった支援支援支援支援がががが提供提供提供提供されるようされるようされるようされるよう、、、、ケアプランケアプランケアプランケアプラン作成事業所作成事業所作成事業所作成事業所とととと十分十分十分十分にににに調整調整調整調整をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

 （回答） 

  ６５歳以上の障がい者や４０歳以上の特定疾患の障がい者は、原則として介護保険サービスへ移行

していだだくこととなりますが、本町では、個別の状況等をお聞きした上で、介護保険だけではサー

ビスが不足する方や、利用を希望するサービスが介護保険には相当するサービスがない場合、必要に

応じて障がい福祉サービスでの支給決定を行っています。今後も個々の実情を把握したうえで、厚生

労働省通知を踏まえ、適切な運用に努めてまいります。 

 

        ②②②②前述前述前述前述のののの調整調整調整調整にもかかわらにもかかわらにもかかわらにもかかわらずずずず、、、、本人本人本人本人がががが納得納得納得納得せずにせずにせずにせずに介護保険介護保険介護保険介護保険のののの利用申請手続利用申請手続利用申請手続利用申請手続きをきをきをきを行行行行わないわないわないわない場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てもてもてもても、、、、一一一一方的機械的方的機械的方的機械的方的機械的にににに障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを打打打打ちちちち切切切切ることなくることなくることなくることなく、、、、引引引引きききき続続続続きききき本人本人本人本人のののの納得納得納得納得をををを得得得得られるケアプられるケアプられるケアプられるケアプ

ランのランのランのランの作成作成作成作成にににに努努努努めることめることめることめること。。。。    

 （回答） 

   これまでも、障がい福祉サービスを利用されている方が６５歳になられる場合には、制度の趣旨説

明を行い、介護認定を受けていただくよう、ご案内をしております。今後も制度の趣旨をご理解いた

だけるよう、丁寧な説明を行ってまいります。 

 

    ③③③③障害者障害者障害者障害者のののの福祉福祉福祉福祉サービスとサービスとサービスとサービスと介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用利用利用利用はははは原則無料原則無料原則無料原則無料としとしとしとし、、、、少少少少なくともなくともなくともなくとも市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯のののの

利用負担利用負担利用負担利用負担はなくすことはなくすことはなくすことはなくすこと。。。。    

 （回答） 

  障がい福祉サービスの利用者負担は、所得に応じて負担上限月額が設定されております。 

なお、すでに市町村民税非課税世帯の負担上限月額は０円と設定されています。 

また、介護保険サービスの利用者負担については、所得に応じて、１割又は２割の負担をいただい

ております。 

そのため、障がい者の方の介護サービスの利用料のみを無料とすることは、他の介護サービス利用

者との公平性を欠くことから、考えておりません。 

   なお、市町村民税非世帯に属する被保険者に対しては、高額介護サービス費及び高額医療介護合算

サービス費の負担上限額が低くなっているほか、施設サービス利用時の食費・居住費を軽減する特定

入所者介護サービス費の給付制度があります。 

 

    ④④④④障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを継続継続継続継続してしてしてして受受受受けてきたがけてきたがけてきたがけてきたが方方方方がががが、、、、要介護認定要介護認定要介護認定要介護認定でででで要支援要支援要支援要支援１１１１、、、、２２２２となったとなったとなったとなった場合場合場合場合のののの総合総合総合総合

事業事業事業事業におけるにおけるにおけるにおける実施実施実施実施にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、障害者障害者障害者障害者にににに理解理解理解理解のあるのあるのあるのある有資格者有資格者有資格者有資格者がががが派遣派遣派遣派遣されるようにすることされるようにすることされるようにすることされるようにすること。。。。    

 （回答） 

本町においては、平成２９年４月から要支援１、２の方及び基本チェックリストにより事業対象者

となった方で訪問介護及び通所介護の利用を希望する方については、地域包括支援センター等が作成

するケアプランに基づき、一人ひとりの心身の状態に応じ、現行のサービスあるいは緩和した基準に

よるサービスの利用を勧めています。 

介護保険法の一部改正により、介護保険と障がい福祉制度に新たに共生型サービスが位置づけられ

ており、連携し対応に努めてまいります。 

    ⑤⑤⑤⑤2017201720172017 年年年年４４４４月診療分月診療分月診療分月診療分よりよりよりより見直見直見直見直されるされるされるされる重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度においてにおいてにおいてにおいて、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、
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利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速におこなわないことにおこなわないことにおこなわないことにおこなわないこと。。。。    

 （回答） 

   制度を維持・継続していくための一部自己負担の変更であり、大阪府の補助金交付要綱に準じて助

成制度を実施してまいりたいと考えています。 

 

６６６６．．．．独自独自独自独自要望要望要望要望についてについてについてについて    

 

1111．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが特定健診特定健診特定健診特定健診にににに心電図心電図心電図心電図をををを入入入入れることをれることをれることをれることを要望要望要望要望しますしますしますします。（。（。（。（泉州泉州泉州泉州のののの３３３３市市市市２２２２町町町町、、、、府下過半数府下過半数府下過半数府下過半数のののの市町村市町村市町村市町村

がががが実施実施実施実施））））    

 （回答） 

   本町の特定健診では、国の規定通り、心電図は「医師が必要とした場合」に実施しています。町

独自の対応としましては、特定保健指導対象者への初回面接時に心電図の導入や特定健診の診察項

目に脈診を追加する対応を行っております。 

また、特定健診の項目は、国において平成30 年度～35 年度の第三期特定健診・特定保健指導に

向けた見直しが行われており、現時点の案では、心電図検査も血圧や症状等によっては対象となる

など、対象者の幅が大きく広がる方向性が示されております。 

本町においても今年度は、「データヘルス計画」策定の年にあたり、各種データの分析を行い、

国の動向を注視していくなかで、心電図の対象者についても検討して参ります。 

 

2222．（．（．（．（1111））））少人数学級少人数学級少人数学級少人数学級をををを他学年他学年他学年他学年にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること（（（（泉佐野市泉佐野市泉佐野市泉佐野市がががが、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ28282828 年度年度年度年度にはにはにはには２２２２年生年生年生年生にににに、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ29292929 年度年度年度年度にはにはにはには

全学年全学年全学年全学年にもにもにもにも拡充拡充拡充拡充））））        

   （回答） 

   ３５人学級編制につきましては、「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定

数の標準に関する法律」により小学１年生対象に実施することが規定されておりま

す。また、小学２年生につきましては、府費で大阪府下の全公立小学校において実

施されております。 

本町におきましては、小学１・２年生の３５人学級の実施とともに、大阪府から

小・中学校８校に加配されている１６名の少人数担当の教職員を有効に活用し小・

中学校における「少人数・習熟度別指導」を実施しております。 個に応じた学習を

展開するため、小学校３年生から算数等において少人数・習熟度別指導を行っており、指導方法の

工夫・改善に取り組んでいるところでございます。 

また、それに加えて小中学校８校に学習支援ボランティアを９７人（H28実績）

配置し、授業への入り込みや学習補助を行い、児童一人一人に対してきめ細やかな

授業が行えるよう配慮しております。 

このようなことから、本町といたしましては、現在のところ、町独自での３５

人学級の実施は検討しておりません。今後、国の動向を注視するとともに、現在

の制度の中で、学校教育のより一層の充実に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 

（（（（2222））））教室教室教室教室へのエアコンへのエアコンへのエアコンへのエアコン（（（（冷暖房冷暖房冷暖房冷暖房））））をををを中学生中学生中学生中学生だけでなくだけでなくだけでなくだけでなく、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度にはにはにはには小学校小学校小学校小学校にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること、、、、

またまたまたまた全全全全てのトイレをてのトイレをてのトイレをてのトイレを洋式洋式洋式洋式にににに変更変更変更変更することすることすることすること（（（（トイレのトイレのトイレのトイレの洋式化率洋式化率洋式化率洋式化率はははは泉州最低泉州最低泉州最低泉州最低））））    

 （回答） 
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    小中学校へのエアコン整備つきましては、計画的に進めているところであり、まずは中学校へ

の整備を先行して進めており、平成２８年度において、中学校３年生の支援教室を含む普通教室

への整備を完了し、平成２９年度は中学校１年生及び２年生の普通教室及び特別教室への整備を

１２月中の稼働に向けて整備を進めているところであり、これをもって中学校への整備を完了し

ます。 

小学校へのエアコンの整備ついては、国の学校施設環境改善交付金の採択を受けることを前提

に、平成３０年度から整備を開始したいと考えております。 

また、トイレの洋式化については、基本的には、今後実施していく大規模修繕工事等に合わせ

て実施していきたいと考えています。 

 

3333．．．．（（（（1111））））今年度中今年度中今年度中今年度中にににに大阪大阪大阪大阪こどもこどもこどもこども生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査のののの項目項目項目項目にににに準拠準拠準拠準拠したしたしたした生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査（（（（例例例例えばえばえばえば、、、、毎日朝食毎日朝食毎日朝食毎日朝食をををを食食食食

べるかべるかべるかべるか、、、、学校学校学校学校のないのないのないのない日日日日にににに昼食昼食昼食昼食をををを毎日毎日毎日毎日たべるかたべるかたべるかたべるか、、、、毎日夕食毎日夕食毎日夕食毎日夕食をををを食食食食べているかべているかべているかべているか、、、、そのそのそのその他他他他））））をををを実施実施実施実施しししし、、、、公表公表公表公表

することすることすることすること、、、、そしてそしてそしてそして、、、、町町町町のののの課題課題課題課題とととと目標目標目標目標をををを年度内年度内年度内年度内にににに具体化具体化具体化具体化することすることすることすること    

（回答） 

  子どもの貧困問題の克服に向けた取り組みを統括する担当部署は、「熊取町子ども・子育て

支援計画」の総括をはじめ、保育所、小中学校など各現場における児童や家庭の問題への対応

時に関係機関とのコーディネートを行う健康福祉部子育て支援課が担っております。 

生活実態調査については、大阪府が実施しました「子どもの生活に関する実態調査」の結果

並びに当該結果を踏まえた大阪府及び府下市町村の動向を注視していくものの、本町におきま

しては、妊娠届出その他各健診時における情報や、保育所、小中学校等の各現場において、子

ども・保護者から出されるサイン・相談等を丁寧に分析することにより、貧困を含め、同調査

より詳細な実態を把握しており、支援が必要なケースについては、母子保健分野、保育所等を

所管する健康福祉部と、小中学校を所管する教育委員会が連携して適切な対応を行っているこ

とから、別途調査は行わず、現在の取組を推進していきたいと考えております。 

また、子どもの貧困問題における当面の課題と目標については、上記の大阪府等の動向を注

視し、適切に対応していくとともに、今後も、引き続き「熊取町子ども・子育て支援計画」に

掲載の施策を着実に推進することと捉え、支援が必要な児童や保護者に寄り添い、ケースごと

に適切な支援をきめ細かく継続的に行ってまいります。 

また、本町では、「第２次健康くまとり２１（健康増進計画・食育推進計画）」（計画年度：

平成２６年度～３０年度）に基づき、子どもの健康や食育推進に取り組んでおります。 

今年度（２９年度）は、次期計画策定に向けて、現計画の取り組みの評価と次期計画におけ

る目標設定を目的とした「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しております。 

調査の中では、子どもの食生活の状況や運動、生活習慣に関する質問項目がありますので、

その回答結果をもとに課題の整理と今後の目標設定を次期計画策定とともに行ってまいりた

いと考えます。 

 

            （（（（2222））））就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給基準支給基準支給基準支給基準をををを生活保護基準生活保護基準生活保護基準生活保護基準（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ26262626 年度旧基準年度旧基準年度旧基準年度旧基準））））のののの 1.11.11.11.1 倍倍倍倍からからからから 1.31.31.31.3 倍倍倍倍（（（（府下府下府下府下のののの平均平均平均平均））））

にひきあげることにひきあげることにひきあげることにひきあげること、、、、③③③③就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給日支給日支給日支給日をををを新入生新入生新入生新入生にはにはにはには入学前入学前入学前入学前（（（（3/13/13/13/1 頃頃頃頃））））にににに、、、、そしてそしてそしてそして全体全体全体全体のののの支支支支

給日給日給日給日をををを１１１１学期末学期末学期末学期末（（（（7/207/207/207/20 頃頃頃頃））））ではなくではなくではなくではなく、、、、平成平成平成平成 27272727 年年年年９９９９月議会月議会月議会月議会でででで採択採択採択採択されたされたされたされた請願請願請願請願のとおりのとおりのとおりのとおり、、、、新学期新学期新学期新学期

がががが始始始始まるまるまるまる前前前前（（（（4/14/14/14/1 頃頃頃頃））））にににに支給支給支給支給することすることすることすること    

    （回答） 

      就学援助費の認定基準額については、本町においては、要保護者及び前年中の所得が生活扶

助基準の１．１倍未満の世帯を対象としています。 

なお、この生活扶助基準については、国において、平成２５年８月に、就学援助費支給認定
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の際に根拠とする生活扶助基準の見直しがなされたところですが、これにより支給対象外とな

らないよう平成２６年度以降の就学援助費については、改正前の生活扶助基準により認定を行

っています。 

近隣市町（岸和田市以南５市３町）においては、本町の設定額が最も高いレベル、支給対象

者の範囲が最も広いレベルとなっているところであり、年々増加する援助費にかかる財源確保

が困難となっている状況の中でありますが、当面この水準を維持する努力をしていきたいと考

えています。 

入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であると

考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたいと

考えています。 

次に、就学援助費の全体の支給日については、近隣市町の中ではもっと早い７月下旬に支給

しています。 

この支給時期を早めることについては、課税決定前の確定申告書の写しやその他の所得に関

する資料を提出いただくしかなく、認定事務に際しては、間違いや漏れのないように進めるこ

と、また、一旦支給した援助費の返還が発生することのないように事務を進めていくことが大

切だと考えており、現状の７月中の支給を目標に事務を進めることが最善と考えます。 

 

            （（（（3333））））多子世帯多子世帯多子世帯多子世帯のののの給食費給食費給食費給食費についてについてについてについて、、、、第第第第２２２２子子子子はははは半額半額半額半額にににに、、、、第第第第３３３３子以降子以降子以降子以降はははは無償化無償化無償化無償化することすることすることすること    

    （回答） 

      給食の食材費については、学校給食法に基づき、保護者負担となっているところですが、 

経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対しましては、食材費の全額を就学援助

費として支給を行っているところです。 

      要望の第２子及び第３子以降の無償化ですが、年々増加する援助費にかかる財源確保が困難

になってきている状況の中で、援助の対象を就学援助費の対象世帯以外への援助まで拡げるこ

とは現在のところ考えておりません。 

 

            （（（（4444））））教科書以外教科書以外教科書以外教科書以外のののの学用品学用品学用品学用品についてはについてはについてはについては、、、、画一的義務的画一的義務的画一的義務的画一的義務的なななな購入購入購入購入をををを求求求求めるめるめるめる「「「「制定品制定品制定品制定品」」」」をやめをやめをやめをやめ、、、、安安安安くてくてくてくて良良良良

いいいい類似品類似品類似品類似品をををを各保護者各保護者各保護者各保護者がががが自由自由自由自由にににに選択選択選択選択できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること    

    （回答） 

      学用品につきましては、各学校において、類似品を自由に選択できるようにしております。 

 

        4444．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町にににに「「「「社会福祉法社会福祉法社会福祉法社会福祉法（（（（昭和昭和昭和昭和26262626 年法律第年法律第年法律第年法律第45454545 号号号号））））第第第第 14141414 条第条第条第条第３３３３項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより福祉福祉福祉福祉にににに関関関関するするするする事務事務事務事務

所所所所（（（（医科医科医科医科「「「「福祉事務所福祉事務所福祉事務所福祉事務所」」」」というというというという。）。）。）。）をををを設置設置設置設置するするするする。」。」。」。」ことのことのことのことの可否可否可否可否についてについてについてについて、、、、町民町民町民町民にとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットと

デメリットデメリットデメリットデメリット等等等等のののの様々様々様々様々なななな事項事項事項事項をををを調査調査調査調査・・・・検討検討検討検討しししし、、、、説明説明説明説明することすることすることすること。。。。    

 （回答） 

      福祉事務所につきましては、社会福祉法により都道府県及び市には設置が義務づけられ、

町村は任意で設置することができるとされています。 

本町における福祉事務所の所掌事務につきましては、大阪府である岸和田子ども家庭セン

ターにおいて執行されているところです。 

本町に福祉事務所を設置した場合には、進達経由事務が直接処理できるようになりますが、

福祉事務所の事務を遂行させるためには、法定基準による専門職の配置増員が必要となり、

一定の生活保護扶助費の国庫負担金や普通地方交付税の基準財政需用額に算入はされるもの

の、新たな経費も発生することとなります。 

住民の皆さまによりていねいに福祉サービスが提供できるように、平成28 年10 月からＣ

ＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）を１名増員するとともに、生活困窮者の相談窓口
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を本町役場の本館１階において週２回開設するなど、現在も行っている岸和田子ども家庭セ

ンターとの連携をより密にし、身近な所において直接福祉サービスの提供ができる連携体制

も整えているところです。 

以上のことから、本町における福祉事務所の設置につきましては、現段階におきましては想

定しておりません。ご理解をいただきますようお願いします。 

 

        5555．．．．大阪府大阪府大阪府大阪府はははは、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度からのからのからのからの国保国保国保国保のののの広域化広域化広域化広域化にあたってにあたってにあたってにあたって、、、、府民府民府民府民にににに説明責任説明責任説明責任説明責任をををを果果果果たしていませんたしていませんたしていませんたしていません。。。。町町町町

がががが、、、、大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式のののの一方的一方的一方的一方的なななな実施実施実施実施にににに反対反対反対反対するするするする大多数大多数大多数大多数のののの市町村市町村市町村市町村とととと足並足並足並足並みをみをみをみを揃揃揃揃ええええ、、、、住民住民住民住民

のののの福祉福祉福祉福祉とととと自治自治自治自治のののの順守順守順守順守をををを求求求求めることめることめることめること    

    （回答） 

     平成30 年度からの国保の広域化により大阪府が財政運営を担うことで、高額な新薬の承認

や感染症の発生などにより、想定以上に医療費が伸びるなどのリスクを大阪府全体で吸収し、

翌年度以降の急激な保険料率への影響を回避し、安定的な財政運営が図れるものです。 

また、同じ府内で同じ医療を受けても、居住する市町村によって保険料が異なるという現状

に対して、その負担の公平性を確保するためにも、統一の保険料率が設定されることとなって

います。 

現在、大阪府においても都道府県化に向けて、大阪府広域化調整会議等で協議、検討されて

いるところですので、その進捗状況や大阪府国民健康保険運営協議会での審議の経過、府内市

町村の動向に注視するとともに、具体的な内容が示されましたら適切に対応してまいりたいと

考えております。 

 

        6666．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券（（（（泉州泉州泉州泉州））））のののの医療資源医療資源医療資源医療資源（（（（大規模病院大規模病院大規模病院大規模病院やややや医師医師医師医師、、、、看護師看護師看護師看護師））））のののの不足不足不足不足のののの抜本的抜本的抜本的抜本的なななな

拡充拡充拡充拡充をををを早急早急早急早急にににに実現実現実現実現するようするようするようするよう大阪府大阪府大阪府大阪府とととと国国国国にににに要請要請要請要請することすることすることすること        

    （回答） 

     本町では、現在、広域医療対策として、泉州医療圏二次救急医療対策事業（高石市以南８市

４町参画）に参画するとともに、泉南地域３市３町（泉佐野市・泉南市・阪南市・熊取町・田

尻町・岬町）で泉佐野泉南医師会看護専門学校に補助金を支出するなど、地域の医療体制の整

備に努めているところです。 

     医療資源の不足については、大阪府及び国に対して必要な対策を求めてまいりたいと考えま

す。 
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                                    ２９熊保第４６６４号 

                                    平成２９年８月１６日 

 

大阪社会保障推進協議会 

会長 井上 賢二 様 

 

                                 熊取町長 藤 原 敏 司 

                                      （公印省略） 

 

２０１７年度自治体キャラバン行動・要望書への回答について 

 

平成２９年６月２８日付けで要望のありました項目について下記のとおり回答いたします。 

 

記 

 

１１１１．．．．子子子子どもどもどもども施策施策施策施策・・・・貧困対策貧困対策貧困対策貧困対策についてについてについてについて    

    

①①①①就学援助制度就学援助制度就学援助制度就学援助制度についてはについてはについてはについては、、、、実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行いいいい、、、、実態実態実態実態にににに見合見合見合見合ったったったった金額金額金額金額にするとともににするとともににするとともににするとともに、、、、入学準備金入学準備金入学準備金入学準備金のののの

前倒前倒前倒前倒しししし支給支給支給支給（（（（２２２２月月月月３３３３月中月中月中月中））））とするとともにとするとともにとするとともにとするとともに、、、、そのそのそのその他他他他のののの支給支給支給支給についてもについてもについてもについても早早早早くすることくすることくすることくすること。。。。    

  （回答） 

     就学援助制度の支給金額については、国の補助基準と同額の支給としており、平成29 年度の

新入学学用品費の国基準額の増額についても、本町においてもこれに対応した予算を確保して支

給しているところです。  

次に、入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であ

ると考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたい

と考えています。 

 

②②②②大阪府及大阪府及大阪府及大阪府及びびびび各市各市各市各市のののの「「「「子子子子どものどものどものどもの生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査」」」」結果結果結果結果・・・・分析分析分析分析にににに鑑鑑鑑鑑みみみみ、、、、朝食支援朝食支援朝食支援朝食支援、、、、休日休日休日休日のののの食事支援食事支援食事支援食事支援にににに自自自自

治体治体治体治体としてとしてとしてとして本格的本格的本格的本格的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。学校給食学校給食学校給食学校給食はははは義務教育義務教育義務教育義務教育のののの一貫一貫一貫一貫としてとしてとしてとして無料無料無料無料としとしとしとし、、、、さらにさらにさらにさらに子子子子どものどものどものどもの食食食食

をささえるものにをささえるものにをささえるものにをささえるものに値値値値するするするする内容内容内容内容とすることとすることとすることとすること。。。。    

   （回答） 

    本町においては、住民提案型協働事業として採択され、貴会が今年度から運営されている「こ

どもレストラン」に対し、補助金を交付することを決定しており、実行委員会に出席するなど、

同レストランの運営に参画しております。 

なお、朝食支援などの食事支援の取組については、同レストランの運営状況及び事業効果を見

極めるとともに、大阪府の「子どもの生活に関する実態調査」の結果を踏まえた大阪府及び府下

市町村の動向を注視し、調査・研究を進めてまいります。 

 

③③③③学習支援学習支援学習支援学習支援・・・・無料塾無料塾無料塾無料塾についてはについてはについてはについては、、、、教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会、、、、生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課、、、、ひとりひとりひとりひとり親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等

がががが横断的横断的横断的横断的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。    

 （回答） 

     生活困窮世帯及び生活保護世帯の児童等に対する学習支援は、大阪府の委託を受けた大阪府

社会福祉協議会が実施しており、本町内では町民会館において週１回、日曜日の１０時から１

２時までの２時間を実施しております。 
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      また、実施にあたっては、町内各中学校へちらしを配付するなど、学校との連携に努めて実

施しております。 

 

④④④④ワクチンワクチンワクチンワクチン製造製造製造製造メーカーのメーカーのメーカーのメーカーの事情事情事情事情によりここによりここによりここによりここ数年数年数年数年、、、、麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンやワクチンやワクチンやワクチンや日本脳炎日本脳炎日本脳炎日本脳炎ワクチンワクチンワクチンワクチン、、、、

インフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチン不足不足不足不足がががが医療機関医療機関医療機関医療機関よりよりよりより報告報告報告報告があがっているがあがっているがあがっているがあがっている。。。。よってよってよってよって、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象者対象者対象者対象者がががが定定定定

期接種期間内期接種期間内期接種期間内期接種期間内にににに接種接種接種接種できないできないできないできない場合場合場合場合、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象対象対象対象とするようにとするようにとするようにとするように特別措置特別措置特別措置特別措置をとれないかをとれないかをとれないかをとれないか検討検討検討検討するこするこするこするこ

とととと。。。。国国国国またはまたはまたはまたは自治体自治体自治体自治体によるによるによるによる麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンワクチンワクチンワクチン接種接種接種接種などのなどのなどのなどの延長延長延長延長がされたがされたがされたがされた場合場合場合場合、、、、健康被害健康被害健康被害健康被害なななな

どどどど事故事故事故事故がががが起起起起きたきたきたきた場合場合場合場合のののの補償補償補償補償をすることをすることをすることをすること。。。。大阪府大阪府大阪府大阪府へへへへ接種率接種率接種率接種率のののの目標達成目標達成目標達成目標達成へへへへ向向向向けたけたけたけた勧奨勧奨勧奨勧奨やややや供給体制供給体制供給体制供給体制のののの確保確保確保確保

などをなどをなどをなどを含含含含めためためためた指導指導指導指導をおこなうことをおこなうことをおこなうことをおこなうこと。。。。ワクチンのワクチンのワクチンのワクチンの安定供給安定供給安定供給安定供給にににに一層一層一層一層のののの尽力尽力尽力尽力をいただくことをいただくことをいただくことをいただくこと。。。。    

   （回答） 

    麻しん・風しん混合ワクチンや日本脳炎ワクチン等の定期予防接種の実施につきましては、国

基準に基づき実施しており、町独自で定期予防接種の対象を拡大することは現時点では考えてお

りませんが、今後も引き続き国や自治体の動向を注視してまいります。 

また、国による接種期間の延長がされた場合は、国の規定に基づき、健康被害が生じた場合の

補償をおこなってまいります。 

予防接種率の向上のため、出生届出時の全数面接、乳児家庭全戸訪問事業、各種乳幼児健診、

就学前説明会、その他母子保健事業の機会をとおして、接種勧奨を引き続きおこなうとともに、

麻しん・風しんワクチン接種につきましては、国の目標値である 95％以上の接種率を維持する

ため、個別通知を今後も続けるなど、接種率の向上に努めてまいります。 

 

２２２２．．．．大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度についてについてについてについて    

    

①①①①大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度のののの一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速にににに行行行行わなわなわなわな

いことをいことをいことをいことを求求求求めることめることめることめること。。。。    

   （回答） 

    大阪府の福祉医療費助成制度については、「福祉医療費助成制度に関する研究会」で制度の維

持・継続のための見直しについて検討され、平成２８年３月には同研究会の報告書がとりまとめ

られました。 

そして、平成29 年２月大阪府議会定例会において、障がい者医療で対象となっていなかった

精神障がい者及び難病患者へも助成対象を拡充するとともに、福祉医療費助成制度を持続可能な

制度とするための再構築に係る予算を含む大阪府の当初予算が可決され、５月末に大阪府市町村

障がい者医療費助成事業費補助金交付要綱等が改正されました。 

これは、今後も高齢化の進展・医療の高度化に伴う医療費の増嵩や今回の福祉医療の再構築に

おける対象拡充により所要額が増加することが見込まれることや持続可能な制度としていく必

要があることから、対象者、給付の範囲を真に必要な方へ選択・集中することや一部自己負担額

の変更が決定されたものです。 

この制度改正により、助成の対象から外れる方には急激な負担増になるとして、当初１年の経

過措置で検討されていたものが、大阪府議会での審議を踏まえ３年とされるとともに、子育て支

援の観点から子ども医療及びひとり親医療については、一部自己負担については据え置かれたも

のです。 

本町としましても、福祉医療費助成制度を今後も維持・継続していくため、大阪府の制度改正

に準じた形で受益と負担の適正化を図るものとし、引き続き医療費助成事業を実施してまいりた

いと考えます。 
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②②②②現行制度現行制度現行制度現行制度をををを存続存続存続存続しししし、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金についてはについてはについてはについては全国自治体全国自治体全国自治体全国自治体レベルのレベルのレベルのレベルの「「「「無料制度無料制度無料制度無料制度」」」」とすることとすることとすることとすること。。。。    

 （回答） 

    一部自己負担を撤廃することで、モラルハザードが生じる可能性も指摘されているところであ

り、制度を維持・継続していくための適正な運用の観点からも現行制度を継続してまいりたいと

考えています。 

 

        ③③③③子子子子どものどものどものどもの医療費助成医療費助成医療費助成医療費助成についてはについてはについてはについては年齢年齢年齢年齢をををを18181818 歳歳歳歳までとすることまでとすることまでとすることまでとすること。。。。    

   （回答） 

     子ども医療費助成については、平成 27 年４月診療分から中学校３年生（15 歳に達した日以

降における最初の３月末日まで）まで通院医療の助成対象年齢を拡大し、これにより中学校３年

生までの子どもが、入院・通院の医療費助成の対象となりました。高校卒業までの引き上げにつ

いては、今後の子ども医療費助成の実績に基づき、この制度そのものが、持続可能なものとして

維持していくためにも、財政状況に与える影響等の研究を継続します。 

 

３３３３．．．．健診健診健診健診についてについてについてについて    

 

特定健診特定健診特定健診特定健診・がん・がん・がん・がん検診検診検診検診についてはについてはについてはについては、、、、来年度以降来年度以降来年度以降来年度以降、「、「、「、「保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度」」」」交付金交付金交付金交付金とのとのとのとの関係関係関係関係でででで非常非常非常非常にににに重重重重

要要要要となるとなるとなるとなる。。。。全国全国全国全国のののの受診率受診率受診率受診率とととと比比比比べべべべ大大大大きくきくきくきく立立立立ちちちち遅遅遅遅れているれているれているれている自治体自治体自治体自治体についてはについてはについてはについては、、、、これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの分分分分

析析析析・・・・評価評価評価評価をををを行行行行いいいい新新新新たなたなたなたな方策方策方策方策をををを進進進進めめめめることることることること。。。。    

 （回答） 

    特定健診については、現在も未受診者に対して直接、電話による受診勧奨や若年層への受診勧

奨などを積極的におこなっておりますが、今後も受診につながる効果的な実施方法の検討や、未

受診者への受診勧奨、啓発について工夫しながら、さらなる受診率の向上に努めてまいります。 

    さらに、がん検診につきましても、受診率向上のために、各種セット検診の実施、個別の受診

勧奨・再勧奨、乳がん・子宮頸がん検診の初診年齢へのクーポン券送付などを行うとともに、今

年度（２９年度）は「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しており、この調査結果をも

とにこれまでの取り組みの評価と今後の取り組みについての検討を行っていくこととしていま

す。 

 

４４４４．．．．介護保険介護保険介護保険介護保険、、、、高齢者施策高齢者施策高齢者施策高齢者施策についてについてについてについて    

    

①①①①利用者利用者利用者利用者のサービスのサービスのサービスのサービス選択権選択権選択権選択権をををを保障保障保障保障しししし、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型サービスについてサービスについてサービスについてサービスについて、、、、継続継続継続継続・・・・新規新規新規新規にににに

関関関関わらずすべてのわらずすべてのわらずすべてのわらずすべての要支援認定者要支援認定者要支援認定者要支援認定者がががが「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護・・・・介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護」」」」相当相当相当相当のサービスをのサービスをのサービスをのサービスを利用利用利用利用

できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること。。。。またまたまたまた、、、、新規新規新規新規・・・・更新者更新者更新者更新者ともともともとも要介護要介護要介護要介護（（（（要支援要支援要支援要支援））））認定認定認定認定をををを勧奨勧奨勧奨勧奨しししし、、、、認定申請認定申請認定申請認定申請をををを抑制抑制抑制抑制

しないことしないことしないことしないこと。。。。    

（回答） 

   本町における総合事業の訪問型・通所型サービスについては、平成２９年４月より現行相当の

介護予防訪問介護・介護予防通所介護サービスに加え、緩和した基準の訪問介護・通所介護サー

ビス及び短期集中予防の訪問介護・通所介護サービスを創設しスタートしています。 

総合事業のサービス利用に関して、要支援認定者で認定を更新する場合、訪問介護及び通所介

護のみを引き続き利用する際は、「基本チェックリスト」の実施後に地域包括支援センター等に

よるケアプランを作成し、利用者それぞれの状態に応じた、サービス利用に繋げています。 

なお、総合事業実施後も、新規・更新ともに本人の意向を尊重していくため、希望される場合



4 

 

は、要介護認定申請に対応します。 

 

②②②②介護従事者介護従事者介護従事者介護従事者のののの処遇処遇処遇処遇をををを維持維持維持維持・・・・改善改善改善改善しししし、、、、事業者事業者事業者事業者のののの経営経営経営経営をををを安定安定安定安定させるためさせるためさせるためさせるため、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型

サービスのサービスのサービスのサービスの単価単価単価単価についてはについてはについてはについては、、、、従来従来従来従来のののの額額額額をををを保証保証保証保証しししし、「、「、「、「出来高制出来高制出来高制出来高制」」」」等等等等によるによるによるによる自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの切切切切りりりり下下下下げをげをげをげを行行行行わわわわ

ないことないことないことないこと。。。。    

   （回答） 

    総合事業の訪問型、通所型サービスの単価については、国の定める額を上限として、市町村で

個別に設定出来ることとなっています。 

それを受け、本町を含め高石市以南８市４町においては、利用者がこれまで以上にサービスの

利用がしやすくなるよう利用回数に応じた出来高払いを採用しております。 

単価については、国の示す単価の上限を採用しており、介護事業者のご理解とご協力のもと、

介護サービスの提供をしております。 

 

③③③③介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用者利用者利用者利用者のののの負担負担負担負担をををを軽減軽減軽減軽減するためするためするためするため、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者についてについてについてについて無料無料無料無料となるようとなるようとなるようとなるよう、、、、自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの利利利利

用料減免制度用料減免制度用料減免制度用料減免制度をつくることをつくることをつくることをつくること。。。。介護保険法介護保険法介護保険法介護保険法改定改定改定改定によってによってによってによって導入導入導入導入されたされたされたされた「「「「３３３３割負担割負担割負担割負担」」」」についてはについてはについてはについては、、、、国国国国にににに実実実実

施中止施中止施中止施中止をををを働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに、、、、２２２２割負担者割負担者割負担者割負担者についてについてについてについて自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

   （回答） 

    町独自に利用料の減免を実施することは、その減免分を他の被保険者の保険料で賄うこととな

り、結果として保険料を引き上げることとなることから、減免制度の創設は考えておりません。 

国の制度改正により、平成３０年８月から導入される予定の「３割負担」については、介護保

険の持続可能性を高める為、現役世代に過度の負担をかけることなく、世代内・世代間の負担の

公平及び負担能力に応じた負担を求める観点から行なわれるものとなっていますのでご理解、ご

協力をお願いします。 

また、２割負担者についても、同趣旨によるものでございますので、町独自の軽減措置は考え

ておりません。 

 

④④④④介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料についてについてについてについて、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者にににに対対対対するするするする公費公費公費公費によるによるによるによる軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置のののの実施実施実施実施をををを国国国国にににに働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに自自自自

治体独自治体独自治体独自治体独自でででで第第第第１１１１～～～～第第第第３３３３所得段階所得段階所得段階所得段階のののの保険料保険料保険料保険料のののの軽減軽減軽減軽減をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。年収年収年収年収１５０１５０１５０１５０万以下万以下万以下万以下のののの人人人人のののの介護保険介護保険介護保険介護保険

料料料料をををを免除免除免除免除するするするする独自減免制度独自減免制度独自減免制度独自減免制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

   （回答） 

    低所得者に対する公費による保険料の軽減措置の実施については、平成２７年４月から第１段

階の保険料を軽減しています。 

今後、消費税率が引き上げられた際に、第２～３段階の保険料の軽減についても実施される予

定となっていることから、本町独自の減免を実施することは考えておりません。 

また、低所得者に対する保険料の独自減免については、既に実施しております。 

 

⑤⑤⑤⑤いわゆるいわゆるいわゆるいわゆる「「「「自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域ケアケアケアケア会議会議会議会議」」」」などなどなどなど、、、、介護介護介護介護サービスからのサービスからのサービスからのサービスからの「「「「卒業卒業卒業卒業」」」」をををを迫迫迫迫りりりり、、、、ケアマネジメケアマネジメケアマネジメケアマネジメ

ントにントにントにントに対対対対するするするする統制統制統制統制をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを作作作作らないことらないことらないことらないこと。。。。    

   （回答） 

  介護予防ケアマネジメントは、本人の「したい、できるようになりたい」ことの実現に向けた

支援であり、ケアマネジメントの統制を目的としていません。 

本町における「自立支援型地域ケア会議」としては、短期集中予防の訪問介護・通所介護サー

ビス利用者を対象に、理学療法士や言語聴覚士、薬剤師、ケアマネジャー等の専門職の方々によ

るアセスメント会議（地域ケア会議）を実施しています。 

このアセスメント会議は、本人の目標を達成するために利用者のサービス開始前とサービス終
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了時の心身状態や生活状況を把握し、心身機能の状況、本人の意向からサービス終了後に継続し

て社会参加を促す取組や運動継続を促すアドバイスを行っています。 

 

        ⑥⑥⑥⑥第第第第７７７７期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画のののの検討検討検討検討にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、実態実態実態実態をををを無視無視無視無視したしたしたした「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標」「」「」「」「給給給給

付抑制目標付抑制目標付抑制目標付抑制目標」」」」等等等等はははは盛盛盛盛りりりり込込込込まずまずまずまず、、、、必要必要必要必要なななな介護介護介護介護サービスがサービスがサービスがサービスが受受受受けられるけられるけられるけられる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。またまたまたまた、、、、介護介護介護介護保険保険保険保険

料料料料についてはについてはについてはについては公費投入公費投入公費投入公費投入によってによってによってによって引引引引きききき下下下下げをはかるげをはかるげをはかるげをはかる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。なおなおなおなお、、、、国国国国にににに対対対対しししし「「「「評価指標評価指標評価指標評価指標にににに基基基基

づくづくづくづく財政的財政的財政的財政的インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ」（」（」（」（ディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブを含含含含むむむむ））））についてはについてはについてはについては実施実施実施実施しないようしないようしないようしないよう求求求求めることめることめることめること。。。。    

  （回答） 

    「介護予防・重度化防止」は、介護保険制度の理念となっており、保険者として重点的に取り組

むべきものとなっており、目標を定め積極的に取り組むことは大変重要なことと考えております。 

    ７期計画においては、国からも計画策定の基本指針の１つとして示されていることから、本町に

おいても地域の状況、利用者の実態等を把握し、それに即した「介護予防・重度化防止目標」を設

定する予定です。 

     また、介護サービスの利用についても、介護保険法において、「被保険者の要介護状態等に関し、

必要な保険給付を行なうものとする。」と規定されており、保険者として、介護が必要なときに必

要なサービスを提供できるようにと考えております。 

    介護保険料の公費投入による引き下げは、平成２７年４月から低所得者の第１段階の方の保険料

を国１／２、府１／４、町１／４とそれぞれ負担し、軽減を行なっております。 

    こうした制度化された仕組み以外の公費投入については、被保険者間の公平制の確保や、健全な

介護保険財政の運営と財政規律の保持の観点から、行なう予定はありません。 

    「評価指標に基づく財政的インセンティブ」（ディスインセンティブを含む）の実施については、

現在、具体的な内容が示されておりませんが、評価指標の設定にあたっては、本町としても、被保

険者が、可能な限り住み慣れた地域で自身の能力に応じた自立した日常生活を営むことが出来るよ

う目標を持って取り組むことは重要であると考えております。     

 

        ⑦⑦⑦⑦高齢者高齢者高齢者高齢者のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防のののの実態調査実態調査実態調査実態調査をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。高齢者宅高齢者宅高齢者宅高齢者宅をををを毎日訪問毎日訪問毎日訪問毎日訪問しししし熱中症熱中症熱中症熱中症にならないにならないにならないにならない対策対策対策対策（（（（クククク

ーラーをーラーをーラーをーラーを動動動動かすなどかすなどかすなどかすなど））））ができるようにができるようにができるようにができるように、、、、社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会、、、、事業者事業者事業者事業者、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯなどによびかけなどによびかけなどによびかけなどによびかけ小学校単小学校単小学校単小学校単

位位位位（（（（地域包括地域包括地域包括地域包括ケアのケアのケアのケアの単位単位単位単位））））でででで見守見守見守見守りネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなど、、、、具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策をををを実行実行実行実行することすることすることすること。。。。介護保介護保介護保介護保

険険険険のののの給付限度額給付限度額給付限度額給付限度額のののの関係関係関係関係でででで、、、、町町町町のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防シェルターシェルターシェルターシェルター（（（（開放公共施設開放公共施設開放公共施設開放公共施設））））へへへへ介助介助介助介助をををを得得得得てててて避難避難避難避難することすることすることすること

がががが困難困難困難困難なケースへのなケースへのなケースへのなケースへの対策対策対策対策をををを各自治体各自治体各自治体各自治体がががが立立立立てることてることてることてること。。。。低額低額低額低額なななな年金生活者年金生活者年金生活者年金生活者やややや生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者のののの中中中中ではではではでは、、、、

高齢者高齢者高齢者高齢者がががが「「「「経済的経済的経済的経済的なななな理由理由理由理由」」」」でクーラーでクーラーでクーラーでクーラー設置設置設置設置をあきらめたりをあきらめたりをあきらめたりをあきらめたり、、、、設置設置設置設置していてもしていてもしていてもしていても利利利利用用用用をををを控控控控えざるをえざるをえざるをえざるを得得得得なななな

いいいい状況状況状況状況がありがありがありがあり、「、「、「、「貸付制度貸付制度貸付制度貸付制度のののの利用利用利用利用」」」」でなくクーラーでなくクーラーでなくクーラーでなくクーラー導入費用導入費用導入費用導入費用やややや電気料金電気料金電気料金電気料金にににに対対対対するするするする補助制度補助制度補助制度補助制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

  （回答） 

  独居高齢者については、必要に応じ定期的に地域包括支援センターから訪問等を行っており、ま

た緊急通報装置の活用についても周知しています。 

熱中症予防については、広報、ホームページのほか、介護事業者や長生会、自治会を通じ、機会

をとらえて普及啓発を継続して行っていきます。 

熱中症予防に限らず、地域での見守り体制の構築は重要であり、住民の方々をはじめ、関係機関

とともに努めてまいります。 

    

５５５５．．．．障害者施策障害者施策障害者施策障害者施策についてについてについてについて    

    

        ①①①①４０４０４０４０歳以上歳以上歳以上歳以上のののの特定疾患特定疾患特定疾患特定疾患・・・・６５６５６５６５歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者についてについてについてについて、「、「、「、「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに

支援支援支援支援するためのするためのするためのするための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度とのとのとのとの適用関係適用関係適用関係適用関係についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成 19191919 年年年年３３３３月月月月
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28282828 日障企発第日障企発第日障企発第日障企発第 0328002032800203280020328002 号号号号・・・・障障発第障障発第障障発第障障発第 0328002032800203280020328002 号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長・・・・

障障障障がいがいがいがい福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知））））ならびにならびにならびにならびに事務連絡事務連絡事務連絡事務連絡「「「「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援するするするする

ためのためのためのための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険介護保険介護保険介護保険制度制度制度制度のののの適用関係等適用関係等適用関係等適用関係等にににに係係係係るるるる留意事項等留意事項等留意事項等留意事項等についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成27272727

年年年年２２２２月月月月 18181818 日日日日））））をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、一律一律一律一律にににに介護保険利用介護保険利用介護保険利用介護保険利用のののの優先優先優先優先をををを利用者利用者利用者利用者にににに求求求求めるのではなくめるのではなくめるのではなくめるのではなく、、、、本人本人本人本人のののの意向意向意向意向をををを尊尊尊尊

重重重重したしたしたした柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。そのためにそのためにそのためにそのために、、、、当該障害者当該障害者当該障害者当該障害者がががが６５６５６５６５歳歳歳歳にににに到達到達到達到達するするするする前前前前にににに、、、、本人本人本人本人からからからから６５６５６５６５歳歳歳歳

到達後到達後到達後到達後のののの福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービス等等等等のののの利用意向利用意向利用意向利用意向をををを高齢高齢高齢高齢・・・・障害障害障害障害それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの担当職員担当職員担当職員担当職員がががが聞聞聞聞きききき取取取取りりりり、、、、本人本人本人本人のののの願願願願いにいにいにいに沿沿沿沿

ったったったった支援支援支援支援がががが提供提供提供提供されるようされるようされるようされるよう、、、、ケアプランケアプランケアプランケアプラン作成事業所作成事業所作成事業所作成事業所とととと十分十分十分十分にににに調整調整調整調整をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

 （回答） 

  ６５歳以上の障がい者や４０歳以上の特定疾患の障がい者は、原則として介護保険サービスへ移行

していだだくこととなりますが、本町では、個別の状況等をお聞きした上で、介護保険だけではサー

ビスが不足する方や、利用を希望するサービスが介護保険には相当するサービスがない場合、必要に

応じて障がい福祉サービスでの支給決定を行っています。今後も個々の実情を把握したうえで、厚生

労働省通知を踏まえ、適切な運用に努めてまいります。 

 

        ②②②②前述前述前述前述のののの調整調整調整調整にもかかわらにもかかわらにもかかわらにもかかわらずずずず、、、、本人本人本人本人がががが納得納得納得納得せずにせずにせずにせずに介護保険介護保険介護保険介護保険のののの利用申請手続利用申請手続利用申請手続利用申請手続きをきをきをきを行行行行わないわないわないわない場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てもてもてもても、、、、一一一一方的機械的方的機械的方的機械的方的機械的にににに障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを打打打打ちちちち切切切切ることなくることなくることなくることなく、、、、引引引引きききき続続続続きききき本人本人本人本人のののの納得納得納得納得をををを得得得得られるケアプられるケアプられるケアプられるケアプ

ランのランのランのランの作成作成作成作成にににに努努努努めることめることめることめること。。。。    

 （回答） 

   これまでも、障がい福祉サービスを利用されている方が６５歳になられる場合には、制度の趣旨説

明を行い、介護認定を受けていただくよう、ご案内をしております。今後も制度の趣旨をご理解いた

だけるよう、丁寧な説明を行ってまいります。 

 

    ③③③③障害者障害者障害者障害者のののの福祉福祉福祉福祉サービスとサービスとサービスとサービスと介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用利用利用利用はははは原則無料原則無料原則無料原則無料としとしとしとし、、、、少少少少なくともなくともなくともなくとも市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯のののの

利用負担利用負担利用負担利用負担はなくすことはなくすことはなくすことはなくすこと。。。。    

 （回答） 

  障がい福祉サービスの利用者負担は、所得に応じて負担上限月額が設定されております。 

なお、すでに市町村民税非課税世帯の負担上限月額は０円と設定されています。 

また、介護保険サービスの利用者負担については、所得に応じて、１割又は２割の負担をいただい

ております。 

そのため、障がい者の方の介護サービスの利用料のみを無料とすることは、他の介護サービス利用

者との公平性を欠くことから、考えておりません。 

   なお、市町村民税非世帯に属する被保険者に対しては、高額介護サービス費及び高額医療介護合算

サービス費の負担上限額が低くなっているほか、施設サービス利用時の食費・居住費を軽減する特定

入所者介護サービス費の給付制度があります。 

 

    ④④④④障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを継続継続継続継続してしてしてして受受受受けてきたがけてきたがけてきたがけてきたが方方方方がががが、、、、要介護認定要介護認定要介護認定要介護認定でででで要支援要支援要支援要支援１１１１、、、、２２２２となったとなったとなったとなった場合場合場合場合のののの総合総合総合総合

事業事業事業事業におけるにおけるにおけるにおける実施実施実施実施にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、障害者障害者障害者障害者にににに理解理解理解理解のあるのあるのあるのある有資格者有資格者有資格者有資格者がががが派遣派遣派遣派遣されるようにすることされるようにすることされるようにすることされるようにすること。。。。    

 （回答） 

本町においては、平成２９年４月から要支援１、２の方及び基本チェックリストにより事業対象者

となった方で訪問介護及び通所介護の利用を希望する方については、地域包括支援センター等が作成

するケアプランに基づき、一人ひとりの心身の状態に応じ、現行のサービスあるいは緩和した基準に

よるサービスの利用を勧めています。 

介護保険法の一部改正により、介護保険と障がい福祉制度に新たに共生型サービスが位置づけられ

ており、連携し対応に努めてまいります。 

    ⑤⑤⑤⑤2017201720172017 年年年年４４４４月診療分月診療分月診療分月診療分よりよりよりより見直見直見直見直されるされるされるされる重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度においてにおいてにおいてにおいて、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、
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利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速におこなわないことにおこなわないことにおこなわないことにおこなわないこと。。。。    

 （回答） 

   制度を維持・継続していくための一部自己負担の変更であり、大阪府の補助金交付要綱に準じて助

成制度を実施してまいりたいと考えています。 

 

６６６６．．．．独自独自独自独自要望要望要望要望についてについてについてについて    

 

1111．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが特定健診特定健診特定健診特定健診にににに心電図心電図心電図心電図をををを入入入入れることをれることをれることをれることを要望要望要望要望しますしますしますします。（。（。（。（泉州泉州泉州泉州のののの３３３３市市市市２２２２町町町町、、、、府下過半数府下過半数府下過半数府下過半数のののの市町村市町村市町村市町村

がががが実施実施実施実施））））    

 （回答） 

   本町の特定健診では、国の規定通り、心電図は「医師が必要とした場合」に実施しています。町

独自の対応としましては、特定保健指導対象者への初回面接時に心電図の導入や特定健診の診察項

目に脈診を追加する対応を行っております。 

また、特定健診の項目は、国において平成30 年度～35 年度の第三期特定健診・特定保健指導に

向けた見直しが行われており、現時点の案では、心電図検査も血圧や症状等によっては対象となる

など、対象者の幅が大きく広がる方向性が示されております。 

本町においても今年度は、「データヘルス計画」策定の年にあたり、各種データの分析を行い、

国の動向を注視していくなかで、心電図の対象者についても検討して参ります。 

 

2222．（．（．（．（1111））））少人数学級少人数学級少人数学級少人数学級をををを他学年他学年他学年他学年にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること（（（（泉佐野市泉佐野市泉佐野市泉佐野市がががが、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ28282828 年度年度年度年度にはにはにはには２２２２年生年生年生年生にににに、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ29292929 年度年度年度年度にはにはにはには

全学年全学年全学年全学年にもにもにもにも拡充拡充拡充拡充））））        

   （回答） 

   ３５人学級編制につきましては、「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定

数の標準に関する法律」により小学１年生対象に実施することが規定されておりま

す。また、小学２年生につきましては、府費で大阪府下の全公立小学校において実

施されております。 

本町におきましては、小学１・２年生の３５人学級の実施とともに、大阪府から

小・中学校８校に加配されている１６名の少人数担当の教職員を有効に活用し小・

中学校における「少人数・習熟度別指導」を実施しております。 個に応じた学習を

展開するため、小学校３年生から算数等において少人数・習熟度別指導を行っており、指導方法の

工夫・改善に取り組んでいるところでございます。 

また、それに加えて小中学校８校に学習支援ボランティアを９７人（H28実績）

配置し、授業への入り込みや学習補助を行い、児童一人一人に対してきめ細やかな

授業が行えるよう配慮しております。 

このようなことから、本町といたしましては、現在のところ、町独自での３５

人学級の実施は検討しておりません。今後、国の動向を注視するとともに、現在

の制度の中で、学校教育のより一層の充実に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 

（（（（2222））））教室教室教室教室へのエアコンへのエアコンへのエアコンへのエアコン（（（（冷暖房冷暖房冷暖房冷暖房））））をををを中学生中学生中学生中学生だけでなくだけでなくだけでなくだけでなく、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度にはにはにはには小学校小学校小学校小学校にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること、、、、

またまたまたまた全全全全てのトイレをてのトイレをてのトイレをてのトイレを洋式洋式洋式洋式にににに変更変更変更変更することすることすることすること（（（（トイレのトイレのトイレのトイレの洋式化率洋式化率洋式化率洋式化率はははは泉州最低泉州最低泉州最低泉州最低））））    

 （回答） 
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    小中学校へのエアコン整備つきましては、計画的に進めているところであり、まずは中学校へ

の整備を先行して進めており、平成２８年度において、中学校３年生の支援教室を含む普通教室

への整備を完了し、平成２９年度は中学校１年生及び２年生の普通教室及び特別教室への整備を

１２月中の稼働に向けて整備を進めているところであり、これをもって中学校への整備を完了し

ます。 

小学校へのエアコンの整備ついては、国の学校施設環境改善交付金の採択を受けることを前提

に、平成３０年度から整備を開始したいと考えております。 

また、トイレの洋式化については、基本的には、今後実施していく大規模修繕工事等に合わせ

て実施していきたいと考えています。 

 

3333．．．．（（（（1111））））今年度中今年度中今年度中今年度中にににに大阪大阪大阪大阪こどもこどもこどもこども生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査のののの項目項目項目項目にににに準拠準拠準拠準拠したしたしたした生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査（（（（例例例例えばえばえばえば、、、、毎日朝食毎日朝食毎日朝食毎日朝食をををを食食食食

べるかべるかべるかべるか、、、、学校学校学校学校のないのないのないのない日日日日にににに昼食昼食昼食昼食をををを毎日毎日毎日毎日たべるかたべるかたべるかたべるか、、、、毎日夕食毎日夕食毎日夕食毎日夕食をををを食食食食べているかべているかべているかべているか、、、、そのそのそのその他他他他））））をををを実施実施実施実施しししし、、、、公表公表公表公表

することすることすることすること、、、、そしてそしてそしてそして、、、、町町町町のののの課題課題課題課題とととと目標目標目標目標をををを年度内年度内年度内年度内にににに具体化具体化具体化具体化することすることすることすること    

（回答） 

  子どもの貧困問題の克服に向けた取り組みを統括する担当部署は、「熊取町子ども・子育て

支援計画」の総括をはじめ、保育所、小中学校など各現場における児童や家庭の問題への対応

時に関係機関とのコーディネートを行う健康福祉部子育て支援課が担っております。 

生活実態調査については、大阪府が実施しました「子どもの生活に関する実態調査」の結果

並びに当該結果を踏まえた大阪府及び府下市町村の動向を注視していくものの、本町におきま

しては、妊娠届出その他各健診時における情報や、保育所、小中学校等の各現場において、子

ども・保護者から出されるサイン・相談等を丁寧に分析することにより、貧困を含め、同調査

より詳細な実態を把握しており、支援が必要なケースについては、母子保健分野、保育所等を

所管する健康福祉部と、小中学校を所管する教育委員会が連携して適切な対応を行っているこ

とから、別途調査は行わず、現在の取組を推進していきたいと考えております。 

また、子どもの貧困問題における当面の課題と目標については、上記の大阪府等の動向を注

視し、適切に対応していくとともに、今後も、引き続き「熊取町子ども・子育て支援計画」に

掲載の施策を着実に推進することと捉え、支援が必要な児童や保護者に寄り添い、ケースごと

に適切な支援をきめ細かく継続的に行ってまいります。 

また、本町では、「第２次健康くまとり２１（健康増進計画・食育推進計画）」（計画年度：

平成２６年度～３０年度）に基づき、子どもの健康や食育推進に取り組んでおります。 

今年度（２９年度）は、次期計画策定に向けて、現計画の取り組みの評価と次期計画におけ

る目標設定を目的とした「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しております。 

調査の中では、子どもの食生活の状況や運動、生活習慣に関する質問項目がありますので、

その回答結果をもとに課題の整理と今後の目標設定を次期計画策定とともに行ってまいりた

いと考えます。 

 

            （（（（2222））））就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給基準支給基準支給基準支給基準をををを生活保護基準生活保護基準生活保護基準生活保護基準（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ26262626 年度旧基準年度旧基準年度旧基準年度旧基準））））のののの 1.11.11.11.1 倍倍倍倍からからからから 1.31.31.31.3 倍倍倍倍（（（（府下府下府下府下のののの平均平均平均平均））））

にひきあげることにひきあげることにひきあげることにひきあげること、、、、③③③③就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給日支給日支給日支給日をををを新入生新入生新入生新入生にはにはにはには入学前入学前入学前入学前（（（（3/13/13/13/1 頃頃頃頃））））にににに、、、、そしてそしてそしてそして全体全体全体全体のののの支支支支

給日給日給日給日をををを１１１１学期末学期末学期末学期末（（（（7/207/207/207/20 頃頃頃頃））））ではなくではなくではなくではなく、、、、平成平成平成平成 27272727 年年年年９９９９月議会月議会月議会月議会でででで採択採択採択採択されたされたされたされた請願請願請願請願のとおりのとおりのとおりのとおり、、、、新学期新学期新学期新学期

がががが始始始始まるまるまるまる前前前前（（（（4/14/14/14/1 頃頃頃頃））））にににに支給支給支給支給することすることすることすること    

    （回答） 

      就学援助費の認定基準額については、本町においては、要保護者及び前年中の所得が生活扶

助基準の１．１倍未満の世帯を対象としています。 

なお、この生活扶助基準については、国において、平成２５年８月に、就学援助費支給認定
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の際に根拠とする生活扶助基準の見直しがなされたところですが、これにより支給対象外とな

らないよう平成２６年度以降の就学援助費については、改正前の生活扶助基準により認定を行

っています。 

近隣市町（岸和田市以南５市３町）においては、本町の設定額が最も高いレベル、支給対象

者の範囲が最も広いレベルとなっているところであり、年々増加する援助費にかかる財源確保

が困難となっている状況の中でありますが、当面この水準を維持する努力をしていきたいと考

えています。 

入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であると

考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたいと

考えています。 

次に、就学援助費の全体の支給日については、近隣市町の中ではもっと早い７月下旬に支給

しています。 

この支給時期を早めることについては、課税決定前の確定申告書の写しやその他の所得に関

する資料を提出いただくしかなく、認定事務に際しては、間違いや漏れのないように進めるこ

と、また、一旦支給した援助費の返還が発生することのないように事務を進めていくことが大

切だと考えており、現状の７月中の支給を目標に事務を進めることが最善と考えます。 

 

            （（（（3333））））多子世帯多子世帯多子世帯多子世帯のののの給食費給食費給食費給食費についてについてについてについて、、、、第第第第２２２２子子子子はははは半額半額半額半額にににに、、、、第第第第３３３３子以降子以降子以降子以降はははは無償化無償化無償化無償化することすることすることすること    

    （回答） 

      給食の食材費については、学校給食法に基づき、保護者負担となっているところですが、 

経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対しましては、食材費の全額を就学援助

費として支給を行っているところです。 

      要望の第２子及び第３子以降の無償化ですが、年々増加する援助費にかかる財源確保が困難

になってきている状況の中で、援助の対象を就学援助費の対象世帯以外への援助まで拡げるこ

とは現在のところ考えておりません。 

 

            （（（（4444））））教科書以外教科書以外教科書以外教科書以外のののの学用品学用品学用品学用品についてはについてはについてはについては、、、、画一的義務的画一的義務的画一的義務的画一的義務的なななな購入購入購入購入をををを求求求求めるめるめるめる「「「「制定品制定品制定品制定品」」」」をやめをやめをやめをやめ、、、、安安安安くてくてくてくて良良良良

いいいい類似品類似品類似品類似品をををを各保護者各保護者各保護者各保護者がががが自由自由自由自由にににに選択選択選択選択できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること    

    （回答） 

      学用品につきましては、各学校において、類似品を自由に選択できるようにしております。 

 

        4444．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町にににに「「「「社会福祉法社会福祉法社会福祉法社会福祉法（（（（昭和昭和昭和昭和26262626 年法律第年法律第年法律第年法律第45454545 号号号号））））第第第第 14141414 条第条第条第条第３３３３項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより福祉福祉福祉福祉にににに関関関関するするするする事務事務事務事務

所所所所（（（（医科医科医科医科「「「「福祉事務所福祉事務所福祉事務所福祉事務所」」」」というというというという。）。）。）。）をををを設置設置設置設置するするするする。」。」。」。」ことのことのことのことの可否可否可否可否についてについてについてについて、、、、町民町民町民町民にとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットと

デメリットデメリットデメリットデメリット等等等等のののの様々様々様々様々なななな事項事項事項事項をををを調査調査調査調査・・・・検討検討検討検討しししし、、、、説明説明説明説明することすることすることすること。。。。    

 （回答） 

      福祉事務所につきましては、社会福祉法により都道府県及び市には設置が義務づけられ、

町村は任意で設置することができるとされています。 

本町における福祉事務所の所掌事務につきましては、大阪府である岸和田子ども家庭セン

ターにおいて執行されているところです。 

本町に福祉事務所を設置した場合には、進達経由事務が直接処理できるようになりますが、

福祉事務所の事務を遂行させるためには、法定基準による専門職の配置増員が必要となり、

一定の生活保護扶助費の国庫負担金や普通地方交付税の基準財政需用額に算入はされるもの

の、新たな経費も発生することとなります。 

住民の皆さまによりていねいに福祉サービスが提供できるように、平成28 年10 月からＣ

ＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）を１名増員するとともに、生活困窮者の相談窓口
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を本町役場の本館１階において週２回開設するなど、現在も行っている岸和田子ども家庭セ

ンターとの連携をより密にし、身近な所において直接福祉サービスの提供ができる連携体制

も整えているところです。 

以上のことから、本町における福祉事務所の設置につきましては、現段階におきましては想

定しておりません。ご理解をいただきますようお願いします。 

 

        5555．．．．大阪府大阪府大阪府大阪府はははは、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度からのからのからのからの国保国保国保国保のののの広域化広域化広域化広域化にあたってにあたってにあたってにあたって、、、、府民府民府民府民にににに説明責任説明責任説明責任説明責任をををを果果果果たしていませんたしていませんたしていませんたしていません。。。。町町町町

がががが、、、、大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式のののの一方的一方的一方的一方的なななな実施実施実施実施にににに反対反対反対反対するするするする大多数大多数大多数大多数のののの市町村市町村市町村市町村とととと足並足並足並足並みをみをみをみを揃揃揃揃ええええ、、、、住民住民住民住民

のののの福祉福祉福祉福祉とととと自治自治自治自治のののの順守順守順守順守をををを求求求求めることめることめることめること    

    （回答） 

     平成30 年度からの国保の広域化により大阪府が財政運営を担うことで、高額な新薬の承認

や感染症の発生などにより、想定以上に医療費が伸びるなどのリスクを大阪府全体で吸収し、

翌年度以降の急激な保険料率への影響を回避し、安定的な財政運営が図れるものです。 

また、同じ府内で同じ医療を受けても、居住する市町村によって保険料が異なるという現状

に対して、その負担の公平性を確保するためにも、統一の保険料率が設定されることとなって

います。 

現在、大阪府においても都道府県化に向けて、大阪府広域化調整会議等で協議、検討されて

いるところですので、その進捗状況や大阪府国民健康保険運営協議会での審議の経過、府内市

町村の動向に注視するとともに、具体的な内容が示されましたら適切に対応してまいりたいと

考えております。 

 

        6666．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券（（（（泉州泉州泉州泉州））））のののの医療資源医療資源医療資源医療資源（（（（大規模病院大規模病院大規模病院大規模病院やややや医師医師医師医師、、、、看護師看護師看護師看護師））））のののの不足不足不足不足のののの抜本的抜本的抜本的抜本的なななな

拡充拡充拡充拡充をををを早急早急早急早急にににに実現実現実現実現するようするようするようするよう大阪府大阪府大阪府大阪府とととと国国国国にににに要請要請要請要請することすることすることすること        

    （回答） 

     本町では、現在、広域医療対策として、泉州医療圏二次救急医療対策事業（高石市以南８市

４町参画）に参画するとともに、泉南地域３市３町（泉佐野市・泉南市・阪南市・熊取町・田

尻町・岬町）で泉佐野泉南医師会看護専門学校に補助金を支出するなど、地域の医療体制の整

備に努めているところです。 

     医療資源の不足については、大阪府及び国に対して必要な対策を求めてまいりたいと考えま

す。 
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                                    ２９熊保第４６６４号 

                                    平成２９年８月１６日 

 

大阪社会保障推進協議会 

会長 井上 賢二 様 

 

                                 熊取町長 藤 原 敏 司 

                                      （公印省略） 

 

２０１７年度自治体キャラバン行動・要望書への回答について 

 

平成２９年６月２８日付けで要望のありました項目について下記のとおり回答いたします。 

 

記 

 

１１１１．．．．子子子子どもどもどもども施策施策施策施策・・・・貧困対策貧困対策貧困対策貧困対策についてについてについてについて    

    

①①①①就学援助制度就学援助制度就学援助制度就学援助制度についてはについてはについてはについては、、、、実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行いいいい、、、、実態実態実態実態にににに見合見合見合見合ったったったった金額金額金額金額にするとともににするとともににするとともににするとともに、、、、入学準備金入学準備金入学準備金入学準備金のののの

前倒前倒前倒前倒しししし支給支給支給支給（（（（２２２２月月月月３３３３月中月中月中月中））））とするとともにとするとともにとするとともにとするとともに、、、、そのそのそのその他他他他のののの支給支給支給支給についてもについてもについてもについても早早早早くすることくすることくすることくすること。。。。    

  （回答） 

     就学援助制度の支給金額については、国の補助基準と同額の支給としており、平成29 年度の

新入学学用品費の国基準額の増額についても、本町においてもこれに対応した予算を確保して支

給しているところです。  

次に、入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であ

ると考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたい

と考えています。 

 

②②②②大阪府及大阪府及大阪府及大阪府及びびびび各市各市各市各市のののの「「「「子子子子どものどものどものどもの生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査」」」」結果結果結果結果・・・・分析分析分析分析にににに鑑鑑鑑鑑みみみみ、、、、朝食支援朝食支援朝食支援朝食支援、、、、休日休日休日休日のののの食事支援食事支援食事支援食事支援にににに自自自自

治体治体治体治体としてとしてとしてとして本格的本格的本格的本格的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。学校給食学校給食学校給食学校給食はははは義務教育義務教育義務教育義務教育のののの一貫一貫一貫一貫としてとしてとしてとして無料無料無料無料としとしとしとし、、、、さらにさらにさらにさらに子子子子どものどものどものどもの食食食食

をささえるものにをささえるものにをささえるものにをささえるものに値値値値するするするする内容内容内容内容とすることとすることとすることとすること。。。。    

   （回答） 

    本町においては、住民提案型協働事業として採択され、貴会が今年度から運営されている「こ

どもレストラン」に対し、補助金を交付することを決定しており、実行委員会に出席するなど、

同レストランの運営に参画しております。 

なお、朝食支援などの食事支援の取組については、同レストランの運営状況及び事業効果を見

極めるとともに、大阪府の「子どもの生活に関する実態調査」の結果を踏まえた大阪府及び府下

市町村の動向を注視し、調査・研究を進めてまいります。 

 

③③③③学習支援学習支援学習支援学習支援・・・・無料塾無料塾無料塾無料塾についてはについてはについてはについては、、、、教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会、、、、生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課生活困窮者自立支援担当課、、、、ひとりひとりひとりひとり親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等親施策担当課等

がががが横断的横断的横断的横断的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。    

 （回答） 

     生活困窮世帯及び生活保護世帯の児童等に対する学習支援は、大阪府の委託を受けた大阪府

社会福祉協議会が実施しており、本町内では町民会館において週１回、日曜日の１０時から１

２時までの２時間を実施しております。 
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      また、実施にあたっては、町内各中学校へちらしを配付するなど、学校との連携に努めて実

施しております。 

 

④④④④ワクチンワクチンワクチンワクチン製造製造製造製造メーカーのメーカーのメーカーのメーカーの事情事情事情事情によりここによりここによりここによりここ数年数年数年数年、、、、麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンやワクチンやワクチンやワクチンや日本脳炎日本脳炎日本脳炎日本脳炎ワクチンワクチンワクチンワクチン、、、、

インフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチン不足不足不足不足がががが医療機関医療機関医療機関医療機関よりよりよりより報告報告報告報告があがっているがあがっているがあがっているがあがっている。。。。よってよってよってよって、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象者対象者対象者対象者がががが定定定定

期接種期間内期接種期間内期接種期間内期接種期間内にににに接種接種接種接種できないできないできないできない場合場合場合場合、、、、定期接種定期接種定期接種定期接種のののの対象対象対象対象とするようにとするようにとするようにとするように特別措置特別措置特別措置特別措置をとれないかをとれないかをとれないかをとれないか検討検討検討検討するこするこするこするこ

とととと。。。。国国国国またはまたはまたはまたは自治体自治体自治体自治体によるによるによるによる麻麻麻麻しん・しん・しん・しん・風風風風しんしんしんしん混合混合混合混合ワクチンワクチンワクチンワクチン接種接種接種接種などのなどのなどのなどの延長延長延長延長がされたがされたがされたがされた場合場合場合場合、、、、健康被害健康被害健康被害健康被害なななな

どどどど事故事故事故事故がががが起起起起きたきたきたきた場合場合場合場合のののの補償補償補償補償をすることをすることをすることをすること。。。。大阪府大阪府大阪府大阪府へへへへ接種率接種率接種率接種率のののの目標達成目標達成目標達成目標達成へへへへ向向向向けたけたけたけた勧奨勧奨勧奨勧奨やややや供給体制供給体制供給体制供給体制のののの確保確保確保確保

などをなどをなどをなどを含含含含めためためためた指導指導指導指導をおこなうことをおこなうことをおこなうことをおこなうこと。。。。ワクチンのワクチンのワクチンのワクチンの安定供給安定供給安定供給安定供給にににに一層一層一層一層のののの尽力尽力尽力尽力をいただくことをいただくことをいただくことをいただくこと。。。。    

   （回答） 

    麻しん・風しん混合ワクチンや日本脳炎ワクチン等の定期予防接種の実施につきましては、国

基準に基づき実施しており、町独自で定期予防接種の対象を拡大することは現時点では考えてお

りませんが、今後も引き続き国や自治体の動向を注視してまいります。 

また、国による接種期間の延長がされた場合は、国の規定に基づき、健康被害が生じた場合の

補償をおこなってまいります。 

予防接種率の向上のため、出生届出時の全数面接、乳児家庭全戸訪問事業、各種乳幼児健診、

就学前説明会、その他母子保健事業の機会をとおして、接種勧奨を引き続きおこなうとともに、

麻しん・風しんワクチン接種につきましては、国の目標値である 95％以上の接種率を維持する

ため、個別通知を今後も続けるなど、接種率の向上に努めてまいります。 

 

２２２２．．．．大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度大阪府福祉医療費助成制度についてについてについてについて    

    

①①①①大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度福祉医療費助成制度のののの一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速にににに行行行行わなわなわなわな

いことをいことをいことをいことを求求求求めることめることめることめること。。。。    

   （回答） 

    大阪府の福祉医療費助成制度については、「福祉医療費助成制度に関する研究会」で制度の維

持・継続のための見直しについて検討され、平成２８年３月には同研究会の報告書がとりまとめ

られました。 

そして、平成29 年２月大阪府議会定例会において、障がい者医療で対象となっていなかった

精神障がい者及び難病患者へも助成対象を拡充するとともに、福祉医療費助成制度を持続可能な

制度とするための再構築に係る予算を含む大阪府の当初予算が可決され、５月末に大阪府市町村

障がい者医療費助成事業費補助金交付要綱等が改正されました。 

これは、今後も高齢化の進展・医療の高度化に伴う医療費の増嵩や今回の福祉医療の再構築に

おける対象拡充により所要額が増加することが見込まれることや持続可能な制度としていく必

要があることから、対象者、給付の範囲を真に必要な方へ選択・集中することや一部自己負担額

の変更が決定されたものです。 

この制度改正により、助成の対象から外れる方には急激な負担増になるとして、当初１年の経

過措置で検討されていたものが、大阪府議会での審議を踏まえ３年とされるとともに、子育て支

援の観点から子ども医療及びひとり親医療については、一部自己負担については据え置かれたも

のです。 

本町としましても、福祉医療費助成制度を今後も維持・継続していくため、大阪府の制度改正

に準じた形で受益と負担の適正化を図るものとし、引き続き医療費助成事業を実施してまいりた

いと考えます。 
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②②②②現行制度現行制度現行制度現行制度をををを存続存続存続存続しししし、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金についてはについてはについてはについては全国自治体全国自治体全国自治体全国自治体レベルのレベルのレベルのレベルの「「「「無料制度無料制度無料制度無料制度」」」」とすることとすることとすることとすること。。。。    

 （回答） 

    一部自己負担を撤廃することで、モラルハザードが生じる可能性も指摘されているところであ

り、制度を維持・継続していくための適正な運用の観点からも現行制度を継続してまいりたいと

考えています。 

 

        ③③③③子子子子どものどものどものどもの医療費助成医療費助成医療費助成医療費助成についてはについてはについてはについては年齢年齢年齢年齢をををを18181818 歳歳歳歳までとすることまでとすることまでとすることまでとすること。。。。    

   （回答） 

     子ども医療費助成については、平成 27 年４月診療分から中学校３年生（15 歳に達した日以

降における最初の３月末日まで）まで通院医療の助成対象年齢を拡大し、これにより中学校３年

生までの子どもが、入院・通院の医療費助成の対象となりました。高校卒業までの引き上げにつ

いては、今後の子ども医療費助成の実績に基づき、この制度そのものが、持続可能なものとして

維持していくためにも、財政状況に与える影響等の研究を継続します。 

 

３３３３．．．．健診健診健診健診についてについてについてについて    

 

特定健診特定健診特定健診特定健診・がん・がん・がん・がん検診検診検診検診についてはについてはについてはについては、、、、来年度以降来年度以降来年度以降来年度以降、「、「、「、「保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度保険者努力支援制度」」」」交付金交付金交付金交付金とのとのとのとの関係関係関係関係でででで非常非常非常非常にににに重重重重

要要要要となるとなるとなるとなる。。。。全国全国全国全国のののの受診率受診率受診率受診率とととと比比比比べべべべ大大大大きくきくきくきく立立立立ちちちち遅遅遅遅れているれているれているれている自治体自治体自治体自治体についてはについてはについてはについては、、、、これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの分分分分

析析析析・・・・評価評価評価評価をををを行行行行いいいい新新新新たなたなたなたな方策方策方策方策をををを進進進進めめめめることることることること。。。。    

 （回答） 

    特定健診については、現在も未受診者に対して直接、電話による受診勧奨や若年層への受診勧

奨などを積極的におこなっておりますが、今後も受診につながる効果的な実施方法の検討や、未

受診者への受診勧奨、啓発について工夫しながら、さらなる受診率の向上に努めてまいります。 

    さらに、がん検診につきましても、受診率向上のために、各種セット検診の実施、個別の受診

勧奨・再勧奨、乳がん・子宮頸がん検診の初診年齢へのクーポン券送付などを行うとともに、今

年度（２９年度）は「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しており、この調査結果をも

とにこれまでの取り組みの評価と今後の取り組みについての検討を行っていくこととしていま

す。 

 

４４４４．．．．介護保険介護保険介護保険介護保険、、、、高齢者施策高齢者施策高齢者施策高齢者施策についてについてについてについて    

    

①①①①利用者利用者利用者利用者のサービスのサービスのサービスのサービス選択権選択権選択権選択権をををを保障保障保障保障しししし、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型サービスについてサービスについてサービスについてサービスについて、、、、継続継続継続継続・・・・新規新規新規新規にににに

関関関関わらずすべてのわらずすべてのわらずすべてのわらずすべての要支援認定者要支援認定者要支援認定者要支援認定者がががが「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護・・・・介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護」」」」相当相当相当相当のサービスをのサービスをのサービスをのサービスを利用利用利用利用

できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること。。。。またまたまたまた、、、、新規新規新規新規・・・・更新者更新者更新者更新者ともともともとも要介護要介護要介護要介護（（（（要支援要支援要支援要支援））））認定認定認定認定をををを勧奨勧奨勧奨勧奨しししし、、、、認定申請認定申請認定申請認定申請をををを抑制抑制抑制抑制

しないことしないことしないことしないこと。。。。    

（回答） 

   本町における総合事業の訪問型・通所型サービスについては、平成２９年４月より現行相当の

介護予防訪問介護・介護予防通所介護サービスに加え、緩和した基準の訪問介護・通所介護サー

ビス及び短期集中予防の訪問介護・通所介護サービスを創設しスタートしています。 

総合事業のサービス利用に関して、要支援認定者で認定を更新する場合、訪問介護及び通所介

護のみを引き続き利用する際は、「基本チェックリスト」の実施後に地域包括支援センター等に

よるケアプランを作成し、利用者それぞれの状態に応じた、サービス利用に繋げています。 

なお、総合事業実施後も、新規・更新ともに本人の意向を尊重していくため、希望される場合
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は、要介護認定申請に対応します。 

 

②②②②介護従事者介護従事者介護従事者介護従事者のののの処遇処遇処遇処遇をををを維持維持維持維持・・・・改善改善改善改善しししし、、、、事業者事業者事業者事業者のののの経営経営経営経営をををを安定安定安定安定させるためさせるためさせるためさせるため、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のののの訪問型訪問型訪問型訪問型・・・・通所型通所型通所型通所型

サービスのサービスのサービスのサービスの単価単価単価単価についてはについてはについてはについては、、、、従来従来従来従来のののの額額額額をををを保証保証保証保証しししし、「、「、「、「出来高制出来高制出来高制出来高制」」」」等等等等によるによるによるによる自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの切切切切りりりり下下下下げをげをげをげを行行行行わわわわ

ないことないことないことないこと。。。。    

   （回答） 

    総合事業の訪問型、通所型サービスの単価については、国の定める額を上限として、市町村で

個別に設定出来ることとなっています。 

それを受け、本町を含め高石市以南８市４町においては、利用者がこれまで以上にサービスの

利用がしやすくなるよう利用回数に応じた出来高払いを採用しております。 

単価については、国の示す単価の上限を採用しており、介護事業者のご理解とご協力のもと、

介護サービスの提供をしております。 

 

③③③③介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用者利用者利用者利用者のののの負担負担負担負担をををを軽減軽減軽減軽減するためするためするためするため、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者についてについてについてについて無料無料無料無料となるようとなるようとなるようとなるよう、、、、自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの利利利利

用料減免制度用料減免制度用料減免制度用料減免制度をつくることをつくることをつくることをつくること。。。。介護保険法介護保険法介護保険法介護保険法改定改定改定改定によってによってによってによって導入導入導入導入されたされたされたされた「「「「３３３３割負担割負担割負担割負担」」」」についてはについてはについてはについては、、、、国国国国にににに実実実実

施中止施中止施中止施中止をををを働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに、、、、２２２２割負担者割負担者割負担者割負担者についてについてについてについて自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

   （回答） 

    町独自に利用料の減免を実施することは、その減免分を他の被保険者の保険料で賄うこととな

り、結果として保険料を引き上げることとなることから、減免制度の創設は考えておりません。 

国の制度改正により、平成３０年８月から導入される予定の「３割負担」については、介護保

険の持続可能性を高める為、現役世代に過度の負担をかけることなく、世代内・世代間の負担の

公平及び負担能力に応じた負担を求める観点から行なわれるものとなっていますのでご理解、ご

協力をお願いします。 

また、２割負担者についても、同趣旨によるものでございますので、町独自の軽減措置は考え

ておりません。 

 

④④④④介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料についてについてについてについて、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者にににに対対対対するするするする公費公費公費公費によるによるによるによる軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置のののの実施実施実施実施をををを国国国国にににに働働働働きかけるとともにきかけるとともにきかけるとともにきかけるとともに自自自自

治体独自治体独自治体独自治体独自でででで第第第第１１１１～～～～第第第第３３３３所得段階所得段階所得段階所得段階のののの保険料保険料保険料保険料のののの軽減軽減軽減軽減をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。年収年収年収年収１５０１５０１５０１５０万以下万以下万以下万以下のののの人人人人のののの介護保険介護保険介護保険介護保険

料料料料をををを免除免除免除免除するするするする独自減免制度独自減免制度独自減免制度独自減免制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

   （回答） 

    低所得者に対する公費による保険料の軽減措置の実施については、平成２７年４月から第１段

階の保険料を軽減しています。 

今後、消費税率が引き上げられた際に、第２～３段階の保険料の軽減についても実施される予

定となっていることから、本町独自の減免を実施することは考えておりません。 

また、低所得者に対する保険料の独自減免については、既に実施しております。 

 

⑤⑤⑤⑤いわゆるいわゆるいわゆるいわゆる「「「「自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域ケアケアケアケア会議会議会議会議」」」」などなどなどなど、、、、介護介護介護介護サービスからのサービスからのサービスからのサービスからの「「「「卒業卒業卒業卒業」」」」をををを迫迫迫迫りりりり、、、、ケアマネジメケアマネジメケアマネジメケアマネジメ

ントにントにントにントに対対対対するするするする統制統制統制統制をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを作作作作らないことらないことらないことらないこと。。。。    

   （回答） 

  介護予防ケアマネジメントは、本人の「したい、できるようになりたい」ことの実現に向けた

支援であり、ケアマネジメントの統制を目的としていません。 

本町における「自立支援型地域ケア会議」としては、短期集中予防の訪問介護・通所介護サー

ビス利用者を対象に、理学療法士や言語聴覚士、薬剤師、ケアマネジャー等の専門職の方々によ

るアセスメント会議（地域ケア会議）を実施しています。 

このアセスメント会議は、本人の目標を達成するために利用者のサービス開始前とサービス終
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了時の心身状態や生活状況を把握し、心身機能の状況、本人の意向からサービス終了後に継続し

て社会参加を促す取組や運動継続を促すアドバイスを行っています。 

 

        ⑥⑥⑥⑥第第第第７７７７期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画期介護保険事業計画のののの検討検討検討検討にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、実態実態実態実態をををを無視無視無視無視したしたしたした「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標重度課防止目標」「」「」「」「給給給給

付抑制目標付抑制目標付抑制目標付抑制目標」」」」等等等等はははは盛盛盛盛りりりり込込込込まずまずまずまず、、、、必要必要必要必要なななな介護介護介護介護サービスがサービスがサービスがサービスが受受受受けられるけられるけられるけられる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。またまたまたまた、、、、介護介護介護介護保険保険保険保険

料料料料についてはについてはについてはについては公費投入公費投入公費投入公費投入によってによってによってによって引引引引きききき下下下下げをはかるげをはかるげをはかるげをはかる計画計画計画計画とすることとすることとすることとすること。。。。なおなおなおなお、、、、国国国国にににに対対対対しししし「「「「評価指標評価指標評価指標評価指標にににに基基基基

づくづくづくづく財政的財政的財政的財政的インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ」（」（」（」（ディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブをディスインセンティブを含含含含むむむむ））））についてはについてはについてはについては実施実施実施実施しないようしないようしないようしないよう求求求求めることめることめることめること。。。。    

  （回答） 

    「介護予防・重度化防止」は、介護保険制度の理念となっており、保険者として重点的に取り組

むべきものとなっており、目標を定め積極的に取り組むことは大変重要なことと考えております。 

    ７期計画においては、国からも計画策定の基本指針の１つとして示されていることから、本町に

おいても地域の状況、利用者の実態等を把握し、それに即した「介護予防・重度化防止目標」を設

定する予定です。 

     また、介護サービスの利用についても、介護保険法において、「被保険者の要介護状態等に関し、

必要な保険給付を行なうものとする。」と規定されており、保険者として、介護が必要なときに必

要なサービスを提供できるようにと考えております。 

    介護保険料の公費投入による引き下げは、平成２７年４月から低所得者の第１段階の方の保険料

を国１／２、府１／４、町１／４とそれぞれ負担し、軽減を行なっております。 

    こうした制度化された仕組み以外の公費投入については、被保険者間の公平制の確保や、健全な

介護保険財政の運営と財政規律の保持の観点から、行なう予定はありません。 

    「評価指標に基づく財政的インセンティブ」（ディスインセンティブを含む）の実施については、

現在、具体的な内容が示されておりませんが、評価指標の設定にあたっては、本町としても、被保

険者が、可能な限り住み慣れた地域で自身の能力に応じた自立した日常生活を営むことが出来るよ

う目標を持って取り組むことは重要であると考えております。     

 

        ⑦⑦⑦⑦高齢者高齢者高齢者高齢者のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防のののの実態調査実態調査実態調査実態調査をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。高齢者宅高齢者宅高齢者宅高齢者宅をををを毎日訪問毎日訪問毎日訪問毎日訪問しししし熱中症熱中症熱中症熱中症にならないにならないにならないにならない対策対策対策対策（（（（クククク

ーラーをーラーをーラーをーラーを動動動動かすなどかすなどかすなどかすなど））））ができるようにができるようにができるようにができるように、、、、社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会、、、、事業者事業者事業者事業者、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯなどによびかけなどによびかけなどによびかけなどによびかけ小学校単小学校単小学校単小学校単

位位位位（（（（地域包括地域包括地域包括地域包括ケアのケアのケアのケアの単位単位単位単位））））でででで見守見守見守見守りネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなど、、、、具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策をををを実行実行実行実行することすることすることすること。。。。介護保介護保介護保介護保

険険険険のののの給付限度額給付限度額給付限度額給付限度額のののの関係関係関係関係でででで、、、、町町町町のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防シェルターシェルターシェルターシェルター（（（（開放公共施設開放公共施設開放公共施設開放公共施設））））へへへへ介助介助介助介助をををを得得得得てててて避難避難避難避難することすることすることすること

がががが困難困難困難困難なケースへのなケースへのなケースへのなケースへの対策対策対策対策をををを各自治体各自治体各自治体各自治体がががが立立立立てることてることてることてること。。。。低額低額低額低額なななな年金生活者年金生活者年金生活者年金生活者やややや生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者のののの中中中中ではではではでは、、、、

高齢者高齢者高齢者高齢者がががが「「「「経済的経済的経済的経済的なななな理由理由理由理由」」」」でクーラーでクーラーでクーラーでクーラー設置設置設置設置をあきらめたりをあきらめたりをあきらめたりをあきらめたり、、、、設置設置設置設置していてもしていてもしていてもしていても利利利利用用用用をををを控控控控えざるをえざるをえざるをえざるを得得得得なななな

いいいい状況状況状況状況がありがありがありがあり、「、「、「、「貸付制度貸付制度貸付制度貸付制度のののの利用利用利用利用」」」」でなくクーラーでなくクーラーでなくクーラーでなくクーラー導入費用導入費用導入費用導入費用やややや電気料金電気料金電気料金電気料金にににに対対対対するするするする補助制度補助制度補助制度補助制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

  （回答） 

  独居高齢者については、必要に応じ定期的に地域包括支援センターから訪問等を行っており、ま

た緊急通報装置の活用についても周知しています。 

熱中症予防については、広報、ホームページのほか、介護事業者や長生会、自治会を通じ、機会

をとらえて普及啓発を継続して行っていきます。 

熱中症予防に限らず、地域での見守り体制の構築は重要であり、住民の方々をはじめ、関係機関

とともに努めてまいります。 

    

５５５５．．．．障害者施策障害者施策障害者施策障害者施策についてについてについてについて    

    

        ①①①①４０４０４０４０歳以上歳以上歳以上歳以上のののの特定疾患特定疾患特定疾患特定疾患・・・・６５６５６５６５歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者についてについてについてについて、「、「、「、「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに

支援支援支援支援するためのするためのするためのするための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度とのとのとのとの適用関係適用関係適用関係適用関係についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成 19191919 年年年年３３３３月月月月
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28282828 日障企発第日障企発第日障企発第日障企発第 0328002032800203280020328002 号号号号・・・・障障発第障障発第障障発第障障発第 0328002032800203280020328002 号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長号厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長・・・・

障障障障がいがいがいがい福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知福祉課長連盟通知））））ならびにならびにならびにならびに事務連絡事務連絡事務連絡事務連絡「「「「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援するするするする

ためのためのためのための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険介護保険介護保険介護保険制度制度制度制度のののの適用関係等適用関係等適用関係等適用関係等にににに係係係係るるるる留意事項等留意事項等留意事項等留意事項等についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成27272727

年年年年２２２２月月月月 18181818 日日日日））））をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、一律一律一律一律にににに介護保険利用介護保険利用介護保険利用介護保険利用のののの優先優先優先優先をををを利用者利用者利用者利用者にににに求求求求めるのではなくめるのではなくめるのではなくめるのではなく、、、、本人本人本人本人のののの意向意向意向意向をををを尊尊尊尊

重重重重したしたしたした柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。そのためにそのためにそのためにそのために、、、、当該障害者当該障害者当該障害者当該障害者がががが６５６５６５６５歳歳歳歳にににに到達到達到達到達するするするする前前前前にににに、、、、本人本人本人本人からからからから６５６５６５６５歳歳歳歳

到達後到達後到達後到達後のののの福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービス等等等等のののの利用意向利用意向利用意向利用意向をををを高齢高齢高齢高齢・・・・障害障害障害障害それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの担当職員担当職員担当職員担当職員がががが聞聞聞聞きききき取取取取りりりり、、、、本人本人本人本人のののの願願願願いにいにいにいに沿沿沿沿

ったったったった支援支援支援支援がががが提供提供提供提供されるようされるようされるようされるよう、、、、ケアプランケアプランケアプランケアプラン作成事業所作成事業所作成事業所作成事業所とととと十分十分十分十分にににに調整調整調整調整をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

 （回答） 

  ６５歳以上の障がい者や４０歳以上の特定疾患の障がい者は、原則として介護保険サービスへ移行

していだだくこととなりますが、本町では、個別の状況等をお聞きした上で、介護保険だけではサー

ビスが不足する方や、利用を希望するサービスが介護保険には相当するサービスがない場合、必要に

応じて障がい福祉サービスでの支給決定を行っています。今後も個々の実情を把握したうえで、厚生

労働省通知を踏まえ、適切な運用に努めてまいります。 

 

        ②②②②前述前述前述前述のののの調整調整調整調整にもかかわらにもかかわらにもかかわらにもかかわらずずずず、、、、本人本人本人本人がががが納得納得納得納得せずにせずにせずにせずに介護保険介護保険介護保険介護保険のののの利用申請手続利用申請手続利用申請手続利用申請手続きをきをきをきを行行行行わないわないわないわない場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てもてもてもても、、、、一一一一方的機械的方的機械的方的機械的方的機械的にににに障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを打打打打ちちちち切切切切ることなくることなくることなくることなく、、、、引引引引きききき続続続続きききき本人本人本人本人のののの納得納得納得納得をををを得得得得られるケアプられるケアプられるケアプられるケアプ

ランのランのランのランの作成作成作成作成にににに努努努努めることめることめることめること。。。。    

 （回答） 

   これまでも、障がい福祉サービスを利用されている方が６５歳になられる場合には、制度の趣旨説

明を行い、介護認定を受けていただくよう、ご案内をしております。今後も制度の趣旨をご理解いた

だけるよう、丁寧な説明を行ってまいります。 

 

    ③③③③障害者障害者障害者障害者のののの福祉福祉福祉福祉サービスとサービスとサービスとサービスと介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用利用利用利用はははは原則無料原則無料原則無料原則無料としとしとしとし、、、、少少少少なくともなくともなくともなくとも市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯のののの

利用負担利用負担利用負担利用負担はなくすことはなくすことはなくすことはなくすこと。。。。    

 （回答） 

  障がい福祉サービスの利用者負担は、所得に応じて負担上限月額が設定されております。 

なお、すでに市町村民税非課税世帯の負担上限月額は０円と設定されています。 

また、介護保険サービスの利用者負担については、所得に応じて、１割又は２割の負担をいただい

ております。 

そのため、障がい者の方の介護サービスの利用料のみを無料とすることは、他の介護サービス利用

者との公平性を欠くことから、考えておりません。 

   なお、市町村民税非世帯に属する被保険者に対しては、高額介護サービス費及び高額医療介護合算

サービス費の負担上限額が低くなっているほか、施設サービス利用時の食費・居住費を軽減する特定

入所者介護サービス費の給付制度があります。 

 

    ④④④④障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを継続継続継続継続してしてしてして受受受受けてきたがけてきたがけてきたがけてきたが方方方方がががが、、、、要介護認定要介護認定要介護認定要介護認定でででで要支援要支援要支援要支援１１１１、、、、２２２２となったとなったとなったとなった場合場合場合場合のののの総合総合総合総合

事業事業事業事業におけるにおけるにおけるにおける実施実施実施実施にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、障害者障害者障害者障害者にににに理解理解理解理解のあるのあるのあるのある有資格者有資格者有資格者有資格者がががが派遣派遣派遣派遣されるようにすることされるようにすることされるようにすることされるようにすること。。。。    

 （回答） 

本町においては、平成２９年４月から要支援１、２の方及び基本チェックリストにより事業対象者

となった方で訪問介護及び通所介護の利用を希望する方については、地域包括支援センター等が作成

するケアプランに基づき、一人ひとりの心身の状態に応じ、現行のサービスあるいは緩和した基準に

よるサービスの利用を勧めています。 

介護保険法の一部改正により、介護保険と障がい福祉制度に新たに共生型サービスが位置づけられ

ており、連携し対応に努めてまいります。 

    ⑤⑤⑤⑤2017201720172017 年年年年４４４４月診療分月診療分月診療分月診療分よりよりよりより見直見直見直見直されるされるされるされる重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度においてにおいてにおいてにおいて、、、、一部負担金一部負担金一部負担金一部負担金のののの引上引上引上引上げげげげ等等等等、、、、
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利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの強化強化強化強化をををを拙速拙速拙速拙速におこなわないことにおこなわないことにおこなわないことにおこなわないこと。。。。    

 （回答） 

   制度を維持・継続していくための一部自己負担の変更であり、大阪府の補助金交付要綱に準じて助

成制度を実施してまいりたいと考えています。 

 

６６６６．．．．独自独自独自独自要望要望要望要望についてについてについてについて    

 

1111．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが特定健診特定健診特定健診特定健診にににに心電図心電図心電図心電図をををを入入入入れることをれることをれることをれることを要望要望要望要望しますしますしますします。（。（。（。（泉州泉州泉州泉州のののの３３３３市市市市２２２２町町町町、、、、府下過半数府下過半数府下過半数府下過半数のののの市町村市町村市町村市町村

がががが実施実施実施実施））））    

 （回答） 

   本町の特定健診では、国の規定通り、心電図は「医師が必要とした場合」に実施しています。町

独自の対応としましては、特定保健指導対象者への初回面接時に心電図の導入や特定健診の診察項

目に脈診を追加する対応を行っております。 

また、特定健診の項目は、国において平成30 年度～35 年度の第三期特定健診・特定保健指導に

向けた見直しが行われており、現時点の案では、心電図検査も血圧や症状等によっては対象となる

など、対象者の幅が大きく広がる方向性が示されております。 

本町においても今年度は、「データヘルス計画」策定の年にあたり、各種データの分析を行い、

国の動向を注視していくなかで、心電図の対象者についても検討して参ります。 

 

2222．（．（．（．（1111））））少人数学級少人数学級少人数学級少人数学級をををを他学年他学年他学年他学年にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること（（（（泉佐野市泉佐野市泉佐野市泉佐野市がががが、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ28282828 年度年度年度年度にはにはにはには２２２２年生年生年生年生にににに、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ29292929 年度年度年度年度にはにはにはには

全学年全学年全学年全学年にもにもにもにも拡充拡充拡充拡充））））        

   （回答） 

   ３５人学級編制につきましては、「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定

数の標準に関する法律」により小学１年生対象に実施することが規定されておりま

す。また、小学２年生につきましては、府費で大阪府下の全公立小学校において実

施されております。 

本町におきましては、小学１・２年生の３５人学級の実施とともに、大阪府から

小・中学校８校に加配されている１６名の少人数担当の教職員を有効に活用し小・

中学校における「少人数・習熟度別指導」を実施しております。 個に応じた学習を

展開するため、小学校３年生から算数等において少人数・習熟度別指導を行っており、指導方法の

工夫・改善に取り組んでいるところでございます。 

また、それに加えて小中学校８校に学習支援ボランティアを９７人（H28実績）

配置し、授業への入り込みや学習補助を行い、児童一人一人に対してきめ細やかな

授業が行えるよう配慮しております。 

このようなことから、本町といたしましては、現在のところ、町独自での３５

人学級の実施は検討しておりません。今後、国の動向を注視するとともに、現在

の制度の中で、学校教育のより一層の充実に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 

（（（（2222））））教室教室教室教室へのエアコンへのエアコンへのエアコンへのエアコン（（（（冷暖房冷暖房冷暖房冷暖房））））をををを中学生中学生中学生中学生だけでなくだけでなくだけでなくだけでなく、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度にはにはにはには小学校小学校小学校小学校にににに拡充拡充拡充拡充することすることすることすること、、、、

またまたまたまた全全全全てのトイレをてのトイレをてのトイレをてのトイレを洋式洋式洋式洋式にににに変更変更変更変更することすることすることすること（（（（トイレのトイレのトイレのトイレの洋式化率洋式化率洋式化率洋式化率はははは泉州最低泉州最低泉州最低泉州最低））））    

 （回答） 
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    小中学校へのエアコン整備つきましては、計画的に進めているところであり、まずは中学校へ

の整備を先行して進めており、平成２８年度において、中学校３年生の支援教室を含む普通教室

への整備を完了し、平成２９年度は中学校１年生及び２年生の普通教室及び特別教室への整備を

１２月中の稼働に向けて整備を進めているところであり、これをもって中学校への整備を完了し

ます。 

小学校へのエアコンの整備ついては、国の学校施設環境改善交付金の採択を受けることを前提

に、平成３０年度から整備を開始したいと考えております。 

また、トイレの洋式化については、基本的には、今後実施していく大規模修繕工事等に合わせ

て実施していきたいと考えています。 

 

3333．．．．（（（（1111））））今年度中今年度中今年度中今年度中にににに大阪大阪大阪大阪こどもこどもこどもこども生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査のののの項目項目項目項目にににに準拠準拠準拠準拠したしたしたした生活実態調査生活実態調査生活実態調査生活実態調査（（（（例例例例えばえばえばえば、、、、毎日朝食毎日朝食毎日朝食毎日朝食をををを食食食食

べるかべるかべるかべるか、、、、学校学校学校学校のないのないのないのない日日日日にににに昼食昼食昼食昼食をををを毎日毎日毎日毎日たべるかたべるかたべるかたべるか、、、、毎日夕食毎日夕食毎日夕食毎日夕食をををを食食食食べているかべているかべているかべているか、、、、そのそのそのその他他他他））））をををを実施実施実施実施しししし、、、、公表公表公表公表

することすることすることすること、、、、そしてそしてそしてそして、、、、町町町町のののの課題課題課題課題とととと目標目標目標目標をををを年度内年度内年度内年度内にににに具体化具体化具体化具体化することすることすることすること    

（回答） 

  子どもの貧困問題の克服に向けた取り組みを統括する担当部署は、「熊取町子ども・子育て

支援計画」の総括をはじめ、保育所、小中学校など各現場における児童や家庭の問題への対応

時に関係機関とのコーディネートを行う健康福祉部子育て支援課が担っております。 

生活実態調査については、大阪府が実施しました「子どもの生活に関する実態調査」の結果

並びに当該結果を踏まえた大阪府及び府下市町村の動向を注視していくものの、本町におきま

しては、妊娠届出その他各健診時における情報や、保育所、小中学校等の各現場において、子

ども・保護者から出されるサイン・相談等を丁寧に分析することにより、貧困を含め、同調査

より詳細な実態を把握しており、支援が必要なケースについては、母子保健分野、保育所等を

所管する健康福祉部と、小中学校を所管する教育委員会が連携して適切な対応を行っているこ

とから、別途調査は行わず、現在の取組を推進していきたいと考えております。 

また、子どもの貧困問題における当面の課題と目標については、上記の大阪府等の動向を注

視し、適切に対応していくとともに、今後も、引き続き「熊取町子ども・子育て支援計画」に

掲載の施策を着実に推進することと捉え、支援が必要な児童や保護者に寄り添い、ケースごと

に適切な支援をきめ細かく継続的に行ってまいります。 

また、本町では、「第２次健康くまとり２１（健康増進計画・食育推進計画）」（計画年度：

平成２６年度～３０年度）に基づき、子どもの健康や食育推進に取り組んでおります。 

今年度（２９年度）は、次期計画策定に向けて、現計画の取り組みの評価と次期計画におけ

る目標設定を目的とした「健康に関するアンケート調査」の実施を予定しております。 

調査の中では、子どもの食生活の状況や運動、生活習慣に関する質問項目がありますので、

その回答結果をもとに課題の整理と今後の目標設定を次期計画策定とともに行ってまいりた

いと考えます。 

 

            （（（（2222））））就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給基準支給基準支給基準支給基準をををを生活保護基準生活保護基準生活保護基準生活保護基準（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ26262626 年度旧基準年度旧基準年度旧基準年度旧基準））））のののの 1.11.11.11.1 倍倍倍倍からからからから 1.31.31.31.3 倍倍倍倍（（（（府下府下府下府下のののの平均平均平均平均））））

にひきあげることにひきあげることにひきあげることにひきあげること、、、、③③③③就学援助金就学援助金就学援助金就学援助金のののの支給日支給日支給日支給日をををを新入生新入生新入生新入生にはにはにはには入学前入学前入学前入学前（（（（3/13/13/13/1 頃頃頃頃））））にににに、、、、そしてそしてそしてそして全体全体全体全体のののの支支支支

給日給日給日給日をををを１１１１学期末学期末学期末学期末（（（（7/207/207/207/20 頃頃頃頃））））ではなくではなくではなくではなく、、、、平成平成平成平成 27272727 年年年年９９９９月議会月議会月議会月議会でででで採択採択採択採択されたされたされたされた請願請願請願請願のとおりのとおりのとおりのとおり、、、、新学期新学期新学期新学期

がががが始始始始まるまるまるまる前前前前（（（（4/14/14/14/1 頃頃頃頃））））にににに支給支給支給支給することすることすることすること    

    （回答） 

      就学援助費の認定基準額については、本町においては、要保護者及び前年中の所得が生活扶

助基準の１．１倍未満の世帯を対象としています。 

なお、この生活扶助基準については、国において、平成２５年８月に、就学援助費支給認定



9 

 

の際に根拠とする生活扶助基準の見直しがなされたところですが、これにより支給対象外とな

らないよう平成２６年度以降の就学援助費については、改正前の生活扶助基準により認定を行

っています。 

近隣市町（岸和田市以南５市３町）においては、本町の設定額が最も高いレベル、支給対象

者の範囲が最も広いレベルとなっているところであり、年々増加する援助費にかかる財源確保

が困難となっている状況の中でありますが、当面この水準を維持する努力をしていきたいと考

えています。 

入学準備金の前倒し支給につきましては、実施に際しては、公平な制度設計が重要であると

考えており、引き続き、周辺市町の状況を注視しつつ、課題の調査・研究を進めていきたいと

考えています。 

次に、就学援助費の全体の支給日については、近隣市町の中ではもっと早い７月下旬に支給

しています。 

この支給時期を早めることについては、課税決定前の確定申告書の写しやその他の所得に関

する資料を提出いただくしかなく、認定事務に際しては、間違いや漏れのないように進めるこ

と、また、一旦支給した援助費の返還が発生することのないように事務を進めていくことが大

切だと考えており、現状の７月中の支給を目標に事務を進めることが最善と考えます。 

 

            （（（（3333））））多子世帯多子世帯多子世帯多子世帯のののの給食費給食費給食費給食費についてについてについてについて、、、、第第第第２２２２子子子子はははは半額半額半額半額にににに、、、、第第第第３３３３子以降子以降子以降子以降はははは無償化無償化無償化無償化することすることすることすること    

    （回答） 

      給食の食材費については、学校給食法に基づき、保護者負担となっているところですが、 

経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対しましては、食材費の全額を就学援助

費として支給を行っているところです。 

      要望の第２子及び第３子以降の無償化ですが、年々増加する援助費にかかる財源確保が困難

になってきている状況の中で、援助の対象を就学援助費の対象世帯以外への援助まで拡げるこ

とは現在のところ考えておりません。 

 

            （（（（4444））））教科書以外教科書以外教科書以外教科書以外のののの学用品学用品学用品学用品についてはについてはについてはについては、、、、画一的義務的画一的義務的画一的義務的画一的義務的なななな購入購入購入購入をををを求求求求めるめるめるめる「「「「制定品制定品制定品制定品」」」」をやめをやめをやめをやめ、、、、安安安安くてくてくてくて良良良良

いいいい類似品類似品類似品類似品をををを各保護者各保護者各保護者各保護者がががが自由自由自由自由にににに選択選択選択選択できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること    

    （回答） 

      学用品につきましては、各学校において、類似品を自由に選択できるようにしております。 

 

        4444．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町にににに「「「「社会福祉法社会福祉法社会福祉法社会福祉法（（（（昭和昭和昭和昭和26262626 年法律第年法律第年法律第年法律第45454545 号号号号））））第第第第 14141414 条第条第条第条第３３３３項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより福祉福祉福祉福祉にににに関関関関するするするする事務事務事務事務

所所所所（（（（医科医科医科医科「「「「福祉事務所福祉事務所福祉事務所福祉事務所」」」」というというというという。）。）。）。）をををを設置設置設置設置するするするする。」。」。」。」ことのことのことのことの可否可否可否可否についてについてについてについて、、、、町民町民町民町民にとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットとにとってのメリットと

デメリットデメリットデメリットデメリット等等等等のののの様々様々様々様々なななな事項事項事項事項をををを調査調査調査調査・・・・検討検討検討検討しししし、、、、説明説明説明説明することすることすることすること。。。。    

 （回答） 

      福祉事務所につきましては、社会福祉法により都道府県及び市には設置が義務づけられ、

町村は任意で設置することができるとされています。 

本町における福祉事務所の所掌事務につきましては、大阪府である岸和田子ども家庭セン

ターにおいて執行されているところです。 

本町に福祉事務所を設置した場合には、進達経由事務が直接処理できるようになりますが、

福祉事務所の事務を遂行させるためには、法定基準による専門職の配置増員が必要となり、

一定の生活保護扶助費の国庫負担金や普通地方交付税の基準財政需用額に算入はされるもの

の、新たな経費も発生することとなります。 

住民の皆さまによりていねいに福祉サービスが提供できるように、平成28 年10 月からＣ

ＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）を１名増員するとともに、生活困窮者の相談窓口
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を本町役場の本館１階において週２回開設するなど、現在も行っている岸和田子ども家庭セ

ンターとの連携をより密にし、身近な所において直接福祉サービスの提供ができる連携体制

も整えているところです。 

以上のことから、本町における福祉事務所の設置につきましては、現段階におきましては想

定しておりません。ご理解をいただきますようお願いします。 

 

        5555．．．．大阪府大阪府大阪府大阪府はははは、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ30303030 年度年度年度年度からのからのからのからの国保国保国保国保のののの広域化広域化広域化広域化にあたってにあたってにあたってにあたって、、、、府民府民府民府民にににに説明責任説明責任説明責任説明責任をををを果果果果たしていませんたしていませんたしていませんたしていません。。。。町町町町

がががが、、、、大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式国保大阪方式のののの一方的一方的一方的一方的なななな実施実施実施実施にににに反対反対反対反対するするするする大多数大多数大多数大多数のののの市町村市町村市町村市町村とととと足並足並足並足並みをみをみをみを揃揃揃揃ええええ、、、、住民住民住民住民

のののの福祉福祉福祉福祉とととと自治自治自治自治のののの順守順守順守順守をををを求求求求めることめることめることめること    

    （回答） 

     平成30 年度からの国保の広域化により大阪府が財政運営を担うことで、高額な新薬の承認

や感染症の発生などにより、想定以上に医療費が伸びるなどのリスクを大阪府全体で吸収し、

翌年度以降の急激な保険料率への影響を回避し、安定的な財政運営が図れるものです。 

また、同じ府内で同じ医療を受けても、居住する市町村によって保険料が異なるという現状

に対して、その負担の公平性を確保するためにも、統一の保険料率が設定されることとなって

います。 

現在、大阪府においても都道府県化に向けて、大阪府広域化調整会議等で協議、検討されて

いるところですので、その進捗状況や大阪府国民健康保険運営協議会での審議の経過、府内市

町村の動向に注視するとともに、具体的な内容が示されましたら適切に対応してまいりたいと

考えております。 

 

        6666．．．．熊取町熊取町熊取町熊取町がががが大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券大阪第三次医療券（（（（泉州泉州泉州泉州））））のののの医療資源医療資源医療資源医療資源（（（（大規模病院大規模病院大規模病院大規模病院やややや医師医師医師医師、、、、看護師看護師看護師看護師））））のののの不足不足不足不足のののの抜本的抜本的抜本的抜本的なななな

拡充拡充拡充拡充をををを早急早急早急早急にににに実現実現実現実現するようするようするようするよう大阪府大阪府大阪府大阪府とととと国国国国にににに要請要請要請要請することすることすることすること        

    （回答） 

     本町では、現在、広域医療対策として、泉州医療圏二次救急医療対策事業（高石市以南８市

４町参画）に参画するとともに、泉南地域３市３町（泉佐野市・泉南市・阪南市・熊取町・田

尻町・岬町）で泉佐野泉南医師会看護専門学校に補助金を支出するなど、地域の医療体制の整

備に努めているところです。 

     医療資源の不足については、大阪府及び国に対して必要な対策を求めてまいりたいと考えま

す。 


